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経済学研究 51-4

北海道大学 2ω2.3 

NPO法立法過程における参加者の行動

小島虞光

I 序

立 議論の関始から阪神・淡路大震災の発生前ま

で(第1期 1898.7 -1994.12) 

1 市民団体

2 政府

3 議員・国会

盗 阪神・淡路大震災後から与党案の第 l次合意

まで(第2期 '95. 1…， 95.12) 

l 政府

2 議員・国会

3 市民団体

N 与党案第l次合意の破楽から第2次合意まで

(第3期，96. 1 -' 96. 9 ) 

1 議員・国会

2 市弐団体

V 与党案第2次合意から民主党との調整を経て

衆議院通過まで(第4期 '96. 1かー'97.6)

I 序

本研究は，我が閤の NPO法の立法過程を「政

策の窓モデルjにもとづいて詳細に分析するこ

とにより，①本法律の特徴である市民に広く関

かれた立法過程のあり方の提示，および②本法

律の見穫すべき問題点と有効な活用方法の解明

を自指したものである。

このため前稿では，r政策の窓モデルjの紹介・
検討および評価を試みた 1)。本稿では，立法過

1)筆者は， NPO法の立法過程を分析するための枠組

であるキングダンの「政策の窓モデルjの検討を試

自 次

1 議員・国会

2 市民団体

VI 参議院での修正と特定非営利活動促進法の成

立まで(第5期 '97.7-'98.3) 

1 政府

2 議員・国会

3 市民湿体

VJl 特定非営利活動促進法の公布から優遇税制の

成立まで(第6期 ， 98. 3 -2001. 3 ) 

l 市民団体

2 政府

3 議員・国会

珊結び

1 NPO法制定の基本的争点

2 立法過程の特徴

3 要約

程における主要な参加者の行動を聴取調査と各

種資料の参照をもとに詳細に説明する。これら

参加者の行動は，次稿では前稿の「政策の窓モデ

ルJを改訂したモデルにもとづいて分析される。
我が閣でも，非営利組織の活動を支援するた

めの法的枠組を整備すべきであるという

は， 80年代の後半から徐々に大きくなってい

た。こうした中， 95年 l月17日の阪神・淡

みている.小島 (2001).r問題・政策・政治の流れと
政策の~-NPO 法の立法過程の分析に向けてJ ， r経
済学研究.!(北海道大学)，51(3):31-84， J. W.ねng叩
don. Agenda ， Altematives ，and Public Policies， 2 nd 
ed. (N. Y. ，Harper炉CollinsCollege Publishers，1995). 



2(432) 経済学研究 51-4 

路大震災の擦の非営利綴織やボランテイアの活

動が多くの人々から注目された。政府や政党

は，非営利総織に対する法人格付与と優遇税制

の課題に真剣に取り組み始めた。

しかし，非営利組織についての十分な理解が

存主しなかったために，非営利組織のための立

法は難航を極めた。非営利組織が社会にどれほ

どの価値を生むかについての認識が，不十分な

人々も多かった。このため，優遇税制の部分は

棚上げにし，法人格付与制度だけを先行させる

ことにより， 98年 3月 19B，議員立法によ

り「特定非営利活動促進法jが成立した 2)。

一方，機上げにされた優遇税制の部分に関し

ては，種々の議論を経て， 2001年 3月28B， 
政府立法により (NPOの優遇税制を含む)r租

税特別措霞法等の一部を改正する法律jが成立

した。本研究では，これら 2つの法律をrNPO

法Jと総称する。この NPO法は，今後，我が

E 議識の開始から阪神・淡路大震災の発生前まで

国の非営利組織とボランテイア活動に大きな影

響を与えていくものと思われる。

以下本稿では， NPOi:去の全立法過韓を次の

6期に度分し，①政府(内閣・省庁)，②議員

・国会，③市民団体の 3つの参加者の各期に

おける行動をそれぞ、れ詳述する 3)。

(第 1期)議論の開始から阪神・淡路大震災

の発生前まで (1898.7 -1994.12) 

(第 2期)阪神・淡路大震災後から与党案の

第 1次合意まで(，95. 1-' 95.12) 

(第 3期)与党案第 l次合意の破棄から第

2次合意まで ('96.1一'96.9)

(第 4期)与党案第 2次合意から民主党との

調整を経て衆議院通過まで ('96.1か-'97.6)

(第 S期)参議院での修正と特定非営利活動

促進法の成立まで ('97.7一'98.3) 

(第 6嬬)特定非営利活動促進法の公布から

優遇税制の成立まで ('98.3-2001.3)4)

年表 1 第 1期 1898.7… 1994.125) 

年 月日 政府(内閣・省庁)

1898 7月16日 民法が施行される.

法務庁(現在の法務省):がf幻
1948 11月10日 の民法改正法案Jをまとめ

る.

'62 9月
政府の行政調査会で中間法人

総度の創設が指摘される.

2 )松原 (2001).rNPO優遇税制がよくわかる本Lシ
ーズ(以下C'sと略記)， p.6. 
3 )公共政策の形成における参加者の区分に関しては，

小島 (2∞1).

4)民法制定(1898年 7月16日)以降から特定非営
和IJj活動促進法の公布 (1998年 3月25日)までを
5つの期間に区分することに関しでは，松原明c'

S事務局長の98年 7月10日の「北大ボランテイ
ア研究会Jでの講演と，その際の筆者の質問に対す
る図答によっている(以下本稿では，松原氏の講演

と筆者の質問に対する毘答の内容を f松原氏の講演
・回答jと略記するにこれら 5つの期締に「特定

議員・国会 市民団体

非営利活動促進法の公布から優遇税制の成立(第

6期 '98.3乞∞1.3) Jの l鶏を加え，会立法
過程を 6つの期間に区分した.

5)以下の年表 1-年表 6の作成に際しては，①C'sの

HP(htゅ://www.npoweb.gr.jp/OOO1/act. h凶)，②

C' s， pp. 77 -82，③準備委員会報告書，資料pp.1-9，
(!谷勝宏(1999)，pp.62-63，⑤初谷勇(2001).rNPO 
政策の理論と展潟J，大阪大学出版会， pp.446-453， 
e堀田力.F:隠密孝子編 (1998).rNPO法コンメン

タールー特定非営手IJ活動促進法の逐条解説J，B本
評論社， pp.323-324，⑦『朝日新聞J.r毎B新開J.
陪完売新聞J.r日本経済新聞j等の日刊紙にもとづ
いている.
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年 月日 政府(内淘・省庁) 議員・沼会 市民団体

法務大臣の諮問機関である法

1971 9fl 制審議会で中濁法人制度の創

設が検討事項になる.

①総務庁が「公益法人の指導

室主督等に関する行政皇室察結果

'85 9月10臼
に基づく勧告jを発表する.

①法務省はこれを受け，中間

法人制度創設に向けた基礎欝

査をliIl始する.

公益法人協会が「公益法人及

10月29日 ぴ公主主信託に潟する基本法要

続案Jをまとめる.
「ノTブリック・メディア・セ

'90 4fl ンタ-J (米国のNPO)との交
流会がもたれる.

'91 7月18B
ドラッカー著 f非営利組織の
経営jの訳書が出版される.

11月5日
富津i今潟(自民党単独)が発 第122図臨時国会が召集され
足する(92年12月12Bまで). る(12月21日までに

NGO広場 rB本のNPO，そ

'92 4 fl13日
の発展条件を考える-USA

-欧州NPOの調査報告と意

見交換会jが務かれる.

総務庁が「公益法人制度の整

6月 備についての勧告」を発表す

る.

宮湾内調(改造内賂，自民党

12月12日 単独)が発足する (93年8月
9 Bまで).

'93 3月
NPO研究フォーラムがスタ
トする.

4月
C'sの前身となる市民活動推
進法研究会がスタ トする.

日本新党が東去五都議会議員選

6月 挙に際し「非営利法人基本条

例jの俗j定を唱える.

①宮i暴I*J賂不信任案が衆議渓
本会議で可決され，衆議読が

18日
解散される.~改革フォーラ
ム21(羽回派)が自民党を毅
党する.③武村正義ら10人が
自民党を離党する.

21B 
新党さきがけが10名の議員で
結成される.

22B 新政党が結成される.

第40回総選挙で自民党が過半

7 fl18日 数を割る.社会党は惨敗し，

新党3党は躍進する.

19日
さきがけが臼本新党と衆議院

統一会派結成に合意する.

8月5B 
第127回特別国会が召集され
る (8月28日までに

総)11内濁(非自民，非共産の
9日 7党 1会派による連立)が発
足する(94年4月28日までに
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年 月日 政府(内関・省庁) 議員・国会 市民団体

自白人権協会が fNGO税総
1993 9月 の改善に演する研究会jを設

還する.

17日
第128悶臨時国会が召集され
る (94年1月29Bまで).

'94 lf131日
第129回遠常国会が召集され
る (6月29日までに

①ニッセイ基礎研究所が「市

民活動に対する支援実態に関

2月
する調査jを発行する.@{i 
信基礎研究所が f市民活動の
発展を目指した助成のあり方

に関する研究jを発表する.

N浪A報告書「市民公益活動

3 fl26B 
まま幾整備に関する調査研究j

(研究代表者:木原勝彬)が

出版される.

4月8日 細川内閣が総辞殺する.

g新党みらいが結成される.
15B ②さきがけが淘外協力を決定

する.

18日
①自由党が結成される.②離

党・新党結成が相次ぐ.

シンポジウム「市民活動を支

える制度を考えるJが務かれ
る.東京ランプが f市民活動

23日 推進法J婆演を，自由人権協
会が f公主主寄付金税制の改害事
に関する提言j骨子を，それ
ぞれ発表する.

26日
社会党が統一会派 f改新」緩
動で連立政権を離脱する.

羽白内隠(非自民，非共産の

28B 6党l会派の連立)が発足す
る(例年6月30日までに

日本新党古前PO斜度導入の

6月7日 可能性を衆議続委員会で質問

する.

日本新党が f1994年度重点数
11B 策Jの中でNPOについて言

及する.

22日
製造物資任(PL)法が成立す

る.

25日 羽田内潟が総辞職する.

村山連立内関(自社さ遼立)

30日 が発足する (96年l月11Bま

でに

国民生活審議会が報告書「自

7月1B 
覚と糞任ある社会へ」の中

で，法人格をとりやすい中間

法人制度の創設を提唱する.

18B 第130図臨122時日国ま会でがに召集され
る (7
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年 月日 政府(1今潟・省庁) 議員・国会 市民殴体

日本新党のNPO議員立法タ

1994 8月l日
スクフォース(以下 fタスク

ブォース」と絡記)が第 1沼

ミーテイングをf子う.

9月14B
タスクフォースが第l毘勉強
会を行う.

21B 
タスクフォースが第2毘勉強

会を行う.

30B 
第131図臨時国会が召集され

る (12月9Bまでに

1O}l5B 
タスクフォースが第3図勉強

会を行う.

さきがけ古市PS(ノンプロフ

イットセクター)研究会を発

14B 尽させる.この第1国NPS研

究会で市民団体・有識者より

ヒヤリングを行う.

19B 
タスクフォースが第4凶勉強

会を行う.

20B 
第2潤NPS研究会が開催され

る.

27日
第3濁NPS研究会が開催され
る.

29日
タスクブオースが第5図勉強

会を行う.

f誘発j社説「さらに広がれ

30日 ボランテイアJが掲載され

る.

11月2B
第4濁NPS研究会が開催され
る.

5 B 
市民活動を支える制度をつく

る会 fC'sJが結成される.

lOB 
第5凶NPS研究会が開催され

る.

f車~BJ 社説 f善意古宮根づく
15B 社会にするには」が掲載され

る.

17B 
NPO法に演する与党3党協

議が僚始される.

経済金額庁の第14次底E芝生活

29日 審議会が報告書 i1翻入の自立

と社会参加Jを発表する.

社会党が有志で iNPO推進

12月5日 のための作業委員会」を発足

させる.

6B 
社会党が f95年3Zzョj草案を
発表する.

9B 
民社党，日本新党，新生党な

どが解党する.

非自民8党派が合流し，新進
10日 党が結成される(海部俊樹党

首).
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年 月日 政府(内隠・省庁) 議員・国会 市民毘体

1994 12月12日
さきがけが INPS研究会報告
書jを発表する.

さきがけが INPS支援問題検
14臼 討プロジェクトjを発足させ

る.

16日

27日

1 市民団体

明治以降，我が国では，営利活動はもっぱら

営利企業が担ってきた。営利食業は，政府の産

業報留の方針にもとづき，保護されるとともに

自由な活動を保証されてきた。営利企業とその

中で働く国民は，営利活動により利益を生み出

しその一部を税金として納め，その見返りとし

て公共サービスの大学を閏・地方自治体から受

け取ってきた。

一方，非営利活動は，菌・地方自治体が認め

る枠組の中で設立された公説法人(財団法人・社

団法人だけでなく，特別法にもとづく社会福祉

法人・学校法人等も含む)がもっぱら担ってき

た。具体的には， 1898年 7月16日に施行さ

れた民法第34条で「公主主法人の設立に所轄官

庁の許可を必要とするjことが規定された。この

民法および特出法にもとづく公益法人は，税制

を含む種々の特典を享受してきた。しかし同時

に，公益法人はいずれも，題・地方自治体によ

る許認可・監督を受け，その自由な活動は制約

されてきた。罷・地方自治体は，これら許認可・

監督や税制等の手段により，行政活動を檎完す

るものとして公益法人を活用してきたヘ

第 2次大戦後に整備された自治会，町内会，

6) NPO・ボランテイア研究会編(1998). WNPOとボ

ランテイアの実務J，新B本法幾， p.20. 

在日米溺大使館メンバーが臼

本のNPon五UI支の改善を要望
する f大磯レポートjを発表
する.

N浪A I市民公益活動の促進

に隠する法と制度のあり方j

の研究を開始する(研究代表

者:木原勝彬).

社会教育団体等の公的な社会奉仕組織も，国-

地方自治体の公共サービスを補完するものとし

て制度化されてきた。

非営利ではあるが公主主を吾的としない団体

や，非営利でかつ公益を目的としていても掴・

地方自治体の許認可が得られない団体は，法人

格を取得できず，任意国体として活動せざるを

得なかった。行政に批判的な住民運動・消費者

運動・市民運動等は，その呂的が達成されると

解散した。その結果，長い間，多くの非営利活

動は社会的に認知されず，その成長はごく眠ら

れたものに過ぎなかった。まれに大きく成長し

た活動を担う非営利組織も，上述の公益法人や

公的社会奉仕組織と開様に，国・地方自治体の

公共サービスを補完するものとして，行政活動

の中に組み込まれてきた九

しかし，このような状況は， 70年代の後半

を境に，大きく転換し始めた。この嘆から続々

生まれてきたフリースクール，ナショナル・ト

ラスト，町並み保存，国際協力，自立生活セン

タ一等の草の根の非営利組織は，自らを公共サ

ービスの提供主体であると位置付けた。この点

で，これらの非営利組織は，それ以前の非営利

7)谷勝宏(1999).I議員立法の有効性の事例l研究ー
NPO法の立法i議穏を通して(l)J，r名城法学1.48(4). 
pp.64“65. 
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組織と大きく異なり， 80年代， 90年代に大き 手であることが理解されるに至った。アムネス

く成長した。

80年代， 90年代になると，さらに社会の高

齢化にともなう老人介護サーピス・給食サーピ

スへのニーズ，環境問題・農薬問題が惹起する

安全な食品に対するニーズ等は，益々大きくな

り，これらのニーズを満たす組織の数，規模お

よび多様性は増大した 8)。

このように非営利総織の重要性が増すなか

で，非営利組織は次の 2つの大きな援に車面

した。第 1の壁は，非営利組織が法人格を取

得することが国重量なことである。このため，非

営利組織は，①関体として契約主体になれず，

金融機関の口座が開けず，国・地方自治体等の

事業を受託できない，②資産が個人名義にな

り，相続税の問題に加え，格続の襟に種々のト

ラブルが主主じやすい，③ナショナル・トラスト

のような資産を持つ活動が盟難となる，④法人

格が要件とされる寄付や助成が受けられない，

⑤永続組織としての社会的認知が得にくい，等

の問題に苦しんできた。

第 2の盤は，優遇税制jの措置がないことで

ある。非営利組織の活動を支えるのは，非営利

組織自らの事業収入や他人・企業からの寄付で

ある。しかし従来の税制では，非営利組織の収

援に対しては課税され，個人・企業からの寄付

に対しては原則として税控除の対象にはならな

い。このため非営利組織は，資金難に路りがち

であった9)。

このような状況のなかで， 90年前後に，①

有償ボランティア，②市民事業，③ワーカーズ

コレクティブ，@NPO・NGOの 4つの概念が，

海外から紹介されるとともに，一部は実践され

るようになった。このうち，特に④の NPO・NGO

は，国・地方自治体も営利企業も提供できない

公共サービスを提供する第 3の独立した担い

8) NPO・ボランテイア研究会綴 (1998).PP.20-21. 
9) NPO・ボランテイア研究会綴 (1998).pp.22乞3.

テイ・インターナショナル，グリンピース，ア

ースデイ，国境なき医師団，英国のナショナル

.トラスト等の海外の活動毘体の実態も報告さ

れるようになった。

80年代の半ば頃から，多くの非営利綴織が，

海外の NGOと交流するようになった。また同

じ頃より，英国や米国の NPO・NGOを調査す

るために，研究者や多くの非営利組織のメンバ

ーが出掛けて行った。さらに，リオでの「地球

サミット(環境会議)J (92年)，ウィーンでの
「人権会議J(93年)，カイロでの「人口会議」
(94年)，北京での「女性会議J(何年)等の一連の
国際会議において，いずれも NGOフォ…ラム

が併設された。これらフォーラムに出席した我

が閣の NGOのメンバー達は，海外の NGOと

我が国の NGOの組織能力の差，さらにはその

組織能力の差を生み出している日本の市民公益

制度の遅れを思い知らされて婦問した附。

さきがけの参議続議員であった堂本暁子氏

は，この点に関して次のように述べている。

f1972年にスウェーデンで開かれた「関連人

間環境会議J以後，地球温暖化や生物多様性の
破壊など地球規模の環境危機に不安を抱く市民

が，没界各地で同時多発的に行動を起こし，

NGO 活動が毘際的なうねりとなった。 1992年

にリ:オ・デジャネイロで開催された f地球サミ

ットJには，世界各国から多くの NGOが参加
した。日本とて例外ではなく，産業公害から都

市・生活型の公害へと環境の状流が変容するな

かで，市民田体の活動も多様化し，筆者らのf地

球環境・女性連絡会」をはじめ地球環境保全や

エコロジーをテ…マに掲げる数多くの NGO

が，リオでの地球サミットに参加した。しかし，

臼本のNGOは人的，級機的，経済的にも力が

10)松原氏の講演・回答.例えば，アーバン・インステ
イチュートの上聖子真城子氏は，アメリカのNPOや
税制について紹介を行ってきた.
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弱く，欧米はもとよりアジア，アフリカ，南米

など途上国の NGOと互角に展開できなかっ

た。その主な原因の 1つが，環境NGOのほ

とんどが法人格をもたず，社会的基盤のもろさ

から，組織として成熟していなかったためであ

る1リ。

このような状況のなかで，非営利組織は，新

しい社会システムを構成する不可欠のものとし

て認識されるとともに，我が国でも NPO法を

実際に制定しようとする機運が盛り上がってき

た。 93年と 94年には，新しい立法を検討する

非営利組織のメンバーや研究者で構成される研

究会がいくつもスタートした。

例えば，大抜大学の本濁正明教授が主宰する

rNPO研究フォーラムl勺， NIRAの委託を受

けた「市民公益活動の基盤整備に関する研究プ

11)堂本 (2∞0). iNPO法の立法過程一環境NPOの視
点からJ，鳥越絡之編 f環境ボランテイア :NPOの
社会学.1，新濯社， pp.165叩166.

12) NPO研究フォーラム (NPOResearch Forum of Ja-

pan)は， 85年に発足した「公益法人税制j研究会」

を母体として93年 3J3に会員総の組織として活動

を開始した.当ブォ…ラムは， NPOやフイランソ

ロピーに関する諮問題の欝変研究を目的とするグル

ープで， NPOの研究者，実務家，政策担当者など

を会員とする研究所と学会の性格を併せ持つ柔軟な

組織である.日本NPO学会は，当フオ}ラムを母

体の 1つとして誕生した.また， 99王手 4月から

は，大阪大学国際公共政策研究科との迷携・交流も

強化している.笈災夜後の iNPOの制度改革に関

する緊急提言jの公表 (95年)をはじめ，常に政
策指向の強い研究成果を世に潤い続けている"当フ

ォーラムは，現在，以下のような事業を行っている.

a)尽内研究交流事業:原則として 4-7月と 9-

1月の毎月 1@] 14持-17特に例会を開催し，会

員やゲストスピーカ…の研究成来の報告に碁づき意

見交換を行う.軽井沢，京都など各地で不定期の公

開研究集会を隠催する.b)殴際研究交流事業:ISTR 

(Intemational Society for Third・-SectorResearch)な

ど間際学会に穣綴的に参加し，間際研究交流を進め

る(当フォーラムはISTRのI:'l:l体会員になってい

る).c)識変研究事業:会員有志により研究プロジ

ェクトチームを綴織し，共向研究を行う.NPO研

究フォ…ラムのHP(h抗p://ehrlich. s泌nshu-u.ac.jp/ 

tateiwa/O n/nkf O. htm)によっている.

ロジェクトjグループ，非営利組織の 1つで

ある東京ランポの中に設けられた f市民活動推

進法研究会j，自由人権協会の中に設けられた

fNGOへの寄付金税制に関する研究会j，環境

NGOの市民フォーラム 2001の中に設けられた

fNGO活動推進委員会j，米国大使館のメンバ

一等が参加した「大磯研究会J等が上げられる。
さらに， 94年11丹 5日，東京ランポ，自由

人権協会，市民フォーラム 2001の各研究会等

を母胎にして，市民の倶1カミら NPO法の立法を

自指す市民団体「シーズ市民活動を支える制

度をつくる会jが結成されたヘC'sは当初，

ネットワークの拡充とマスコミへのアピールを

中心に活動した凶。

このC'sの事務局長になった松原明氏が

NPO法の検討を始めた契機は，自らが属して

いる非営利組織が，財源不足から，専門性のあ

る人材の採用やネットワークの拡充が鴎難であ

ることを体験してきたことにあるお)。

2 政府

一般に， NPO法の立法化の動きは， 95年 1

月17日の阪神・淡路大震災の発生後に活発化

したといわれる。しかし実際には，上述の市民

団体だけでなく，政府においても，それよりも

13) NPO・ボランテイア研究会編(1998).pp. 23-24. 

14) C's は，例年 11月 5日，以下の 3つの制度を実
現するという包擦を掲げて， 24の市民毘体により

設立された.現在，約 120の市民団体による連合プ

ロジ、エクトとして活動している.①法人制度:市民

間体が簡易に法人格を取得できる制度(NPO法)の

創設，~優遇税制:市民活動に対する寄付金への減

税などの NPO税制の整備，Q::情報公開:裁でもが

領土詳に市民活動の情報にアクセスできる NPO情報

公開制度の創設.c' sが掲げた 3つの怠擦のうち，

①の法人制度と③の情報公潟制度という 2つの目
標は既に達成された.C'sは，次の達成すべき g擦

として，②の不十分ながら実現された税制優遇措置

を，より使いやすくすることを上げている.c' sの

封印均://www.npoweb.gr.jp/)によっている.

15)松原氏の講演.@]答.
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かなり以前から準備は進んでいた凶。

85年 9月10日，総務庁は「公益法人の指

導監督に関する行政監察結果にもとづく勧告j

として，法務省に対して非営利回体に対する法

人格付与の途を拓くことを検討するよう要請し

た。これを受けて法務省は，中間法人制度創設

に向けた基礎調査を跨始した。 92年，その結

果を受けて，総務庁は再度， r公益法人制度の
整備についての勧告Jを行っているmo
例年 7月 l日，国民生活審議会総合政策

部会市民意識と社会参加活動委員会が，報告書

『自覚と責任ある社会へ』の中で，法人格をと

りやすい中間法人制震の創設を提唱した。同じ

例年の 11月29日，経済企画庁第 14次国民生

活審議会総合生活部会報告書『個人の自治と社

会参加』の中で，米国の NPO制度につい

及し，我が国の非営利組織への法人格付与と税

制優遇措置を提言した。

これら 2つの提言の趣旨は閉じであり，政

府が多元的社会における NPO活動の重要性を

認識していたことを意味する。さらに厚生省，

通産省，環境庁，外務省等の省庁においても，

NPO法の研究が際始されていた則。

3 議員・国会

89年にスタートした政治改箪関連法案の審

議を契機に，政界再編が始まり，いわゆる 55

年体制が93年 6月18Bに崩壊した。この崩

壊にともない，堀川内問(ヨ本新党を中心とす

る 7党 l会派)，羽田内閣(新生党を中心と

する 6党 1会派)，村山内関(社会党，自民

党，さきがけの 3党)が次々と誕生した。こ

16)シーズ出市民活動を支える制度をつくる会 (1998). 
『解説.NPO法案ーその経緯と争点j(第三版)，C's. 
なお，このブックレツトは事務局長の松原明氏が執

筆したものである.C's，p.2. 

17) NPO・ボランテイア研究会編 (1998)，pp.23-24. 

18) c' s， p. 3. 

の55年体制の歳壊と連立政権の誕生は，与党

と市民間体との関係を変化させた。

自民党は，社会党・さきがけとの連立・連携

を維持するために， 1)ベラル勢力の基盤である

市民団体への目配りを必要とするようになっ

た。さらに，小選挙区制の導入は，既存の公益

団体との間の既得権を確保し一定割合の支持層

を形成すれば十分であった自民党に対して，相

対多数を獲得するために NPOを新しい支持碁

盤に組み込む必要を認識させた刷。こうした政

治環境の変化により，面会における立法過程

も，自民党単独政権時代のそれとは大きく異な

るものになった。

(1) 日本新党議員

93年 6丹，日本新党は，東京都議会議員選

挙に際して「非営利法人基本条例jの制定を唱

えた。この中で，①民間・非営利・独立の 3

要素をもった市民自体の重要性と，市民団体を

支援する公的仕組の不十分性を指摘するととも

に，②定義を満たした市民団体への優遇税制の

制度化を提唱した。また臼本新党は，非営利組

織を活性化させる法整備の必要性に関して，他

の 8政党を対象に調査を試みた加)。

例年 6月 7日，第 129留衆議院予算委員

会で，日本新党の河村たかし議員は，①米国に

おける NPOの広がり，②我が留における大蔵

省の財政の一元管理に対する批判，③我が聞に

おける非営利セクターの構築の必要性に言及し

た。この河村たかし衆議院議員は，その後，日

本新党さらには新進党において， NPO法制定

の中心議員の 1人になった21)

94年 6月11B，日本新党は， r1994年度重

19)谷勝宏，前掲論文， p.60. 

20)日本新党f東京政策とその方向性及びアンケートJ.
松原氏の講演・図答.

21)第129問国会衆議院予算委員会第 2分科会議事録

第 1号.
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点政策jのなかで，非営利組織の容易な法人格

取得と活動を支える寄付金税制の改正を提言し

た

94年 7月28日，日本新党はNPO議員立法

タスクブオースを結成した(部会長は河村たか

し議員，事務局長は党スタップの市村浩一郎

氏)。参加者は，間部昭吾，在井紘基，江田五

月，鮫島宗昭，武山富合子，出回宏，山本孝等

の各議員であったお)。以後 5罰の勉強会が次

のテーマと白程で関かれた。第 1由汗士会構

造と NPO一政治の役割J(9月14B)，第 2

由 fB本における公益法人制度の限界と新セク

ター創造J(9月21日)，第 3回「税制と
NPOJ (10月 5日)， fNPOをめぐる諸外国の

実状一日米を中心にしてJ(10月四日)，第 5
囲「大蔵省と NPO関連諸制度J(10月29
日)24)。

このうち第 5囲の講師は，当時の大蔵省主

税局総務課長であった。全 5閣の講師は，そ

れぞれ，後に河村議員の法案作成に協力するこ

とになった。また10月29臼の第 5圏の勉強

会当時，日本新党としての「民間非営利公益活

動推進法案概要Jと「非営利法人基本法(仮称)J

の概要ができており，法案の骨格がある程度で

きつつあったお}。

例年10月 6日，松岡満寿男日本新党代表

幹事は，第 131間臨時国会で， f市民公益活動

を活発化させる手段として，民間でありなが

ら，利設を求めず，公益活動を行う紙織を育成

していくことが突破口になり，そのために寄付

金税制や法人格取得の悲り方，情報公開などの

制定を早急に整えるべきであるjと主張し

た出)。

22)日本新党「第 1[ij]全国代表者会議報告書J.

23) fNPO議員立法タスクフォース第 l関ミーテイン

グ議事録J.

24) NPO議員立法タスクブオース〈シリーズ勉強会>.

25) f非営利法人基本法(仮称)Jの「概要jによってい
る.

26) W毎日新関j(1994/10/7朝干の.

(2) さきがけ議員

93年 6月18日，自民党を離党した議員に

より結成された新党さきがけ(以下「さきがけj

と略記)は，例年 6月初日に成立した自民

党・社会党・さきがけによる連立政権の与党の

lっとして， NPO法問題の検討を開始した。

94年 10月14日，さきがけ中心の超党派の

私的勉強会である fNPS(NonProfit Sector)研

究会jが設寵された(事務局長は梁瀬進議員)0 

NPS研究会は，その後 2カ丹の間に 5間滞

催され， 12月12日，市民団体や有識者に対す

るヒアリングをもとに報告書を作成した。この

報告書は，当時の自民党政務読査会長であった

加藤紘一議員にも提出され，自民党のこの問題

への取り組みが要請された。

阪神・淡路大震災が発生する前の何年 1

月，政務調査会のもとにfNGO支援検討部会J

が設置された。このNGO支援検討部会は， 94 

年四月に与党 3党でNPOに衡するプロジェ

クトの設置が合意されていたので，その受け胞

としてさきがけにおいて設置されたのである。

武村正義議員の推薦により，部会長には，社会

党からさきがけに移籍して問もない堂本暁子議

員が就任した。 NGO支援検討部会はすぐに法

案の検討に入ったmo

27)新党さきがけ(1995).さきがけの市民活動法人法j

(fさきがけの政策ブックレット泌2J).公共政策研

究会発足準備委員会， NPO法に関する正灯台・政策評

価プロジェクト(1999). W政策提言書fNPO法に隠

する研究報告書J.J(以下本穏では，この報告書を「準
備委員会報告書jと略記する).当プロジェクトは，

阪神・淡路コミュニティ基金の助成を受け，公共政

策研究会発足準備委員会(略称;IRAST)の発足準

備事業として関始された政策研究チームである.研

究期間は， 98年11月 38から2∞0年 3月318 
である.関西・関東の 16名の院生・学部生がこのプ
ロジェクトに参加した.準備委員会報告書， p. 32. 99 

年 6月58，筆者は，このプロジ、エクトの中核メ
ンバーである蒸浮善行，小林達也， 8俣彰弘氏に対し

て軍事耳文調査を試みた.2∞1年11月158，筆者は
累淳氏に対して再度の聴取調査を行った.



2002. 3 NPO法立法過程における参加者の行動小島 11 (441) 

(3) 与党 3党議員

NPO法が国会で議論されるきっかけとして

は，次の 3つが上げられる。

第 1に，国の財政状況が逼追い福祉サー

ピスの提供が菌難となり，行政改革の必要性が

唱えられていた。

第 2に，当時の政治状況である O 例年 6

月298，自民党・社会党・さきがけによる村

山連立内濁が発足した。当時，この連立内閣は

「野合jと批判されており，連立与党 3党で

政策的一致を兵体的に見せる必要に迫られてい

た。自民党の加藤紘一政務調査会長は，この政

策的一致をアピールする方法の lつとして，

NPO法の立法を考えた詔)。すなわち，与党 3

党をくっつける接着剤としてNPO法の立法を

28) rこの 10年，加藤紘一，山崎拓，小泉純一郎の
rYKKjは政治的な立場は違っても不怒議に呼応し

合う「競争的共存j(山崎)関係を保ってきた.r将
殿でグループをつくろうよj，rそれなら三塚派も加
えようJ.1990年暮れ，加藤と山崎の電話のやり取

りから YKKの関係は始まった.ともに 72年に初

当選.宮沢派のプリンス(加藤)，渡辺派の参謀絡

(山崎)，三塚派の一言居士(小泉)と色合いは違

っても，それぞれの派閥で中慾・若手のリーダー的

存在であった.当時の海部政権を牛耳っていたの

は，竹下派をパックにした幹事長の小沢一部.r竹
下派支配」への反発と「世代交代j-. YKK!ま共

通の利害を背景に，手を緩んだ. 3人が注尽きれ

るようになったのは 91年の自民党総裁選びだ.海

部俊樹の続投を狙う竹下派に対抗して，宮沢，渡辺，

三塚の「三派連合jを形成.宮沢喜ーを首穏に押し

ょげる原動力になった.自民党が聖子党時代の 94年

には派閥横断の「グループ・新世紀jを旗揚げ.r反
小沢jを掲げ，自社さ政権への足がかりを築いた.

もっとも，政治的な立場が常に向じだ、ったわけでは

ない.95年の総裁選では，加藤と山崎は橋本龍太
郎を按ぎ，小泉はこれに挑んだ.98年，小泉は再

び挑戦するが，この持も加藤，山崎は小測を押し

た.99年の総裁選で加藤と山崎がそろって立候補

すると，今度は小泉が「森と行動をともにするjと

小潟支持に図った.総裁選後，加藤，山崎は非主流

派に転じる.そして主流派が担ぐ森政権の発足.こ

の間， 3人の立場は様変わりした.そろって派閥
の会長に就き，政権に手が履く位震を占めた.小i苅
派(lB竹下派)に普のカはなく，敵がい心を;燃やし

捉えた。 NPO法の立法は，社会党もさきがけ

も関心を持っており， r小さな政府jを目指す
加藤政務認査会長の主張にも遮っていた。

第 3に，前田の参議院選挙では，無党派層

の粟が選挙結果に大きな影響を及ぼした。した

がって，自民党，社会党，さきがけの 3与党

は，いずれもこの無党派層の取り込みに躍起に

なっていた。その際， NPO法の立法は有効で、

あると考えられた制。

94年 12月，加藤政務調査会長は， NPO対

策の充実を園るためのプロジェクトチームを検

討するよう政務調査会の衛藤成一社会部長に指

した拍)。この指示には，①さきがけのNPS

研究会に加藤政務調査会長自身が参加してい

た，②'NPS研究会の報告書を受け取るととも

に， NPO問題への取り組みを要請されていた，

③上述の連立政権に対する野合批判を回避する

意向を持っていたこと等が，影響していたと考

えられる。

社会党にも当時，次のような反省があった。

「昔の社会党はウイングを労働者，市民，サラリ

ーマンまで拡げていた。気が付いたら，知らぬ

問に，労働者しかいなくなってしまっていた。

もう一度ウイングを拡げ直したい。そこで市民

図体を巻き込むために，NPO法に控目した3リ。

この与党 3党の動きについて，さきがけの

議員であった堂本暁子氏は次のように述べてい

る。 r3党の意思するところは本質的に違って
いた。自民党は介護などの分野でボランテイア

的な性格の強いNPOを期待し，社民党(この

当時は社会党)は平和，環境運動の市民罰体な

どから底接に要望されて，さきがけは官僚支配

た小沢i立政権を去った.YKKを結び付けていた「反
竹下派Jや「世代交代Jという旗印はすっかり色あ
せたJ.r務日新潟j(2000/5/7朝刊に
29)松原氏の講演・留:ft.

30)熊代昭彦編著(1998).日本の NPO法ー特定非営

利活動促進法の意義と解説j，ぎょうせい， p.13. 

31)松原氏の講演.Ifj]答.
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から市民が主役になる社会への変革の要として

NPO法を位震付けていた。名称についても，

さきがけは間連で使用されている NGOを主張

したが，残る 2党は NPOを使うことを主張

し，結果的に NPOが日本では通称、として使用

されるようになった3勺。

95年 1月12B，与党プロジェクト事務局

会議が与党 3党の政務調査会のスタッフを集

めて行われたが 1月17Bの阪神・淡路大震

災により，以後，開かれなくなった。

E 板神・淡路大麓災後から与党案の第1次合意まで

年表2第2期 '95.1 -' 95. 12 

年 月a 政府(内閣・省庁) 議員・国会 市民間体

さきがけが INGO支援検討

1995 1月
部会J(康長:堂本暁子)を
設置し，法案の検討を開始す

る.

与党NPOプロジェクト事務

12日 局会議が関かれるが，震災の

ため，以後，00かれなくなる.

f毎日』社説 INPOI草の
168 根綴J織Jの法人化をjが掲載

される.

17日
阪神・淡路大震災が発生す
る.

第132回通常国会が召集され f兵庫県南部地震霊・被災地の
る (6月18日まで).主な案 人々を応援する市民の会j

208 {牛は95年度予算案である.イ雲 (略称 :NPO応援団)が発

級問題での証人喚問や戦後50 足する.
年決議で紛糾する.

国襟シンポジウム「新しい私

21日
が新しい社会をつくるJ(講
演:サラモン教授他)が関か

れる(豊中).

笹川平和財団と日本関際交流

センターが fジョンズ・ホプ
238 キンス大学非営利セクタ一回

際比較研究プロジ、ェクト」を

開催する.

ジョンズ・ホプキンス大学の

サラモン教授と加藤紘一政務

24日 調査会長(自民党)が比較研
究プロジェクトの成果報告と

意見交換を行う.

五十嵐広三官房長官が衆議院 加藤紘一政務調査会長が衆議

予算委員会でボランテイア支 続予算委員会で.NPOに対

27日 援立法の用意があることを表 する法人格付与と税制優遇措
明する. 霞に関する政府内での取りま

とめの提案をする.

32)堂本 (2∞0).pp.166-167. 
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年 月8 政府(内関・主主!T) 議員・国会 市民団体

五十嵐広ニ内隠官房長官の指

示にもとづき fボランティア

問題に関する潟係省庁連絡会

1995 2月3日 議J(座長:坂本導総濁民生
活局長，事務局:経済金薗

庁.18省庁の担当者で構成)
が設置される.

C'sが「ボランァイア支援立
8臼 法措援に関する要望書」を首

穏に提出する.

①与党政策調整会議内に
NPOプロジ、ェクトチーム(自

民6名，社会4名，さ2名の
衆・参議院議員)が結成さ

15日 れ，第l窃研究会が開催され
る.熊代昭彦(自民)が座長

に就く.②岳災党NPOプロ

ジェクトチーム(康長:熊代

昭彦)もスタ トする.

社会党が「市民公益活動特別

168 委員会jを設潰し，初会合を

開く.

自民党のNPOプロジェクト

23臼 が6つの市民団体からヒアリ
ングを行う.

NPO研究フォーラムが fNPO

248 制度改革に関する緊急提言言J
を発表する.

与党プロジ、ェクトチームが第

288 1窃ヒアリング(5団体)を
潟催する.

市民公益活動の基盤整備を考

3月18 
える会(N双A務査研究関係

者)が各党，首相に重要望書撃を

提出する.

新進党の「明日の!今関jで「ボ

38 ランティアまま本法案jをとり

まとめる.

新進党が「ボランテイア基本

8日
法案」を濁会に提出する (6
月188.審議未了のまま溌
案).

①新進党NPOパートナ ズ

が結成され，骨子案の作成が

98 開始される.② f平成7年度

さきがけ政策大線JにNGO
支援案が感り込まれる.

環境庁が「法人格の取得方策

148 など環境NGOの支援に関す
る研究会jを発足させる.

C'sの法案検討委員会が「市

158 
民活動を推進する2つの法律
に関する提言偏」を発表す

る.
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年 月日 政府(内隠・省庁) 議員・濁会 市民図体

与党プロジェクトチームが経

1995 3月16日
済企画庁国民生活局長 (18省

庁逮絡会議の座長)よりヒア

リングを行う.

自由人権協会が「公益法人寄

17日 付金税郊の改撃に関する捻

言」を大蔵大豆に捻出する.

20日
地下鉄サリン事件が発生す

る.

22日
オウム真理教が強制捜査され

る.

経済企頭庁が「社会参加活動

318 推進システムについての調査

研究」をまとめる.

4月
五潟議員が与党NPOプロジ
ェクトチームの座長になる.

与党NPOプロジェクトチー

14日 ムが山本正氏からヒアリング

を行う.

各種市民間体が「市民活動の

158 制度に関する連絡会J(以
下，逸絡会)を結成する.

関係省庁連絡会議が法人制度

268 
について民鶴3図体(NPO研
究フォーラム.c' s .考える

会)にヒヤリングを行う.

社会党が f55年3Z百Jの中で NPO推進北海道会議が北海
5月 NPO・NGO等との連予告を唱え 遂で発足する.

る.

C'sが fシンポジウム:政治

13日
は市民活動推進のために何を

なすべきかJを開催し，各政
党より国会議員が出席する.

15日 地方分権推進法が成立する.

新進党が衆議~法昔話局に初綴
案である「民隠非営利公益活

198 動に対する法人格の付与に関

する法律案要綿jを提出す

る.

会社協が fボランァイア活動

248 支援に演する提言Jを発表す
る.

新進党NPOパートナーズが

308 
衆議院法制局に修正案である

「新・法律案要綱」を提出す

る.

与党NPOプロジェクトチー

6Ji ムの座長が堂本議員に代わ

る.

新進党NPOパートナーズが

58 
衆議波法制局に「法律案大

綱Jと「税制改正大綱」を提
出する.
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年 月日 政府(内閣・省庁) 議員・国会 市民団体

新進党NPOパートナーズが

1995 6月88
新進党政策審議会lE. liiU会長
から党内務授のためのヒアリ

ングを受ける.

98 
戦後50年の国会決議が採択さ
れる.

12日
関係省庁連絡会議(第4@]) 
が関かれる.

138 
新進党NPOパートナーズが

党内向けの説明会を開く.

新進党NPOパートナーズが

15日
石井耕治・雨宮孝子・松原明

の3氏を招き，衆議院、法昔話局

で説明会を開く.

新進党NPOパートナーズが

238 新進党政策審議会事務局に対

し法案の説明を行う.

連絡会等の団体が「公開フォ

ーラム:市民活動の制度を考

24日 えるJ(大阪)を開催し，考
える会が「民法改正案Jを発
表する.

新進党NPOパートナーズが

27日 f法人格付与法案jと f税総
改正案J(骨子)を発表する.
与党3党NPOプロジェクト

チームが第2間ヒアリング

28日 ( 7団体)を行うとともに，
NPO法案に関する合意内容

を発表する.

与党3党が与党3党合意の検

誌に立ち， r新たに付け加え
30日

るべき当証言の重点政策J~こ「非
政府組織・非営利団体への法

人格付与法の早期総定Jを鳴
える.

JNC治宝 fボブンタリーj1;重W:f住
7月 進のための社緩みづくりに関

する調査研究Jを発行する.
大i波青年会議所が 121世紀地

18 球市民社会フォーラムJを関
後する.

与党3党NPOプロジェクト

48 チームが6市民団体と意見交

換会を行う.

阪神・淡路復興委員会が村山

18日 首相に「意見書jを提出し，
NGO・NPOへの期待を示す.

第17@]参議!淀選挙で新進党は

238 進出するが，与党3党は不振
に車号わる.

与党党首会談で合意した5項

24日 自の中の lつにNPO支援立

法が入る.
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主手 月日 政府(内閣・省庁) 議員・包会 市民図体

①第133図磁時E窓会が召集さ

1995 8月48
れる (8月8日までに②湾
村議員がC's月例フォーラム
で新進党案を説明する.

与党NPOプロジェクトチー

ムにおいて自民党は「対象図

78 体は非営利かっ公共性を持つ

もので，政治・宗教団体は徐

外するJと主張する.
村山内賜(改造内観，自社さ

8臼 連立)が発足する (96年1月
118までに

21日
C'sが「市民活動推進法(試
案)Jを発表する.

新進党NPOパ トナーズが

318 公益法人協会に対し新進党案

の説明と意見交換を行う.

自民党が「市民活動促進法案

9月5日
要綱(熊代試案)Jを与党プ
ロジェクトチ ムに提出す

る.

新進党NPOパートナーズが

8日 東京路工会議所に対し新進党

案の説明と意見交換を行う.

『毎日J社説「ボランテイア
18日 震災復後の熱意はどこに」

が掲載される.

新進党NPOパートナ ズ

21日 が，夜間武夫幹事長と会合を

もつ.

社会党が「市民活動回体に対

する法人格の付与に潟する法

律案(大綱案)Jを，さきが
268 けが「市民活動法人法案(堂

本試案)Jを，それぞれ与党
プロジェクトチ…ムに提出す

る.

27日
関係省庁連絡会議に f中罰報
告案jが提出される.

第135図臨時間会が召集され
る(12月158までに日米地

29日
位協定見直しゃ景気対策等の

課題山穣の中で召集され，宗

教法人法改正をめぐり与党側

と新進党が対立する.

新進党NPOパ トナーズが 連絡会が f法人格付与法案に
国税庁と経済企薗庁に対し新 ついての要襲jを4党fl!l係者

lOJi 13日
進党案の説明と意見交換を行 に提出する.

う.その後，衆議院法制局プ

ロジェクトチームと協議す

る.

明治学院大立法研究会が市民

148 活動支援法のシンポジウムを

開催する.



2ω2. 3 NPO法立法過程における参加者の行動小島 17 (447) 

年 月日 政府(内閣・劣庁) 議員・盟会 市民間体

①C's等の市民グ}v…プが経
済企画ITに対し「宮主導の非
営利セクターの再編に反対す

1995 10月16B るJを申し入れる.②C'坊さ

「市民活動捻進法・試案 (3
版)Jを発表し，経済企画庁

にも提出する.

新進党NPOパートナ}ズが 芸術文化振興連絡会議(PAN)

17日 経団連に対し，新進党案の説 がフォーラムを潟催する.

切と意見交換を行う.

①新進党NPOパートナーズ

が，衆議院法制局プロジェク

20B トチームと協議し，法案を完

成させる.②与党税調で公益

法人課税強化案が浮上する.

さきがけが fさきがけの市民
31B 活動法人法案Jをブックレッ

トとして発表する.

C'sが緊急、フォ フム rr市
11月2日 民活動の制度jの争点を問

うjを開く.

NPO推進フォーラム .JP如、J

4日 が「日米NPO市来会議J(カ
ルフォルニア州)を開催す

る.

¢新進党が「市民公益活動を NGO活動推進センタ一等

行う毘体に対する法人格の付 が，新進党案に不満を表明す

7 B 与等に関する法律案Jを海時 る.

E話会に提出する.②新進党の
座り込みで国会が空転する.

経済会画庁が， r関係省庁連 ①与党プロジェクトチームが
絡会議・中間報告」を野坂浩 経済企部庁案に反発し(自民

望号宮房長官に提出するととも -さきがけは反対，社会党は

8B 
に， r1996年1月の通常罰会 中立)，妻子坂浩緊官房長官に
に法案提出jを発表する. 経済企部庁・中総報告の公式

発表の見送りを要請する.②

この結果，関係省庁連絡会議

の活動は以後停止する.

経済企頭庁は「中間報告jの

lOB 発表の当面見送りを決定・通
知する.

経済企爾庁が，自民党に与党

プロジェクトチームの壊滅，

および自民党案を経済企画庁

中旬 案(中間報告)に著書き換える

ょう圧力をかけるが，ともに

失敗する (12月中旬にかけ
て).

新進党NPOパートナ ズ

13日
が，笹川平和財罰に対し，新

進党案の説明と意見交換を行

つ.
与党プロジェクトチームで，

14日
自民党が合意事項に反するこ

員とをと主五張島議し員たがた衝め突にす，熊る代.議
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年 月日 政府(内閣・省庁) 議員・国会 市民団体

与党プロジ、ェクトで新しい3

1995 11月17日
党の合意案(五島調3草案)が
提示される.自民党は五島調

整案に対して反発する.

与党政策言電車主会議に対し，与

21B 
党プロジ、エクトチームは五烏

調整案を口頭で中間報告す

る.

]NC会議等が， I市民活動の
22日 法制度に関する国際フォーラ

ムjを開催する(23B，25B).

f朝日J社説「市民が活動し
26日 やすい法案をJが掲載され

る.

12月5日
C'sが「緊急フォ フム」を
開催する.

①河村議員が衆議院本会議で

新進党案の提案理由と趣旨を

説明し，質疑が行われた後，

8日 内閣委員会に付託されるが，

会期末であったため審議され

なかった.②改正宗教法人法

が成立する.

実行委員会・連絡会が INPO

9日 フォーラムin仙台jを鴎{援す

る.

与党プロジェクトチームの上

務総織である与党政策担当者

会議(与党政策調整会議)は，

プロジェクトチーム提出の

14日
「市民活動促進法倒・骨子試

案Jで合意する.ただし，さ
きがけより，合意内容に関し

て確認、文警「与党NPO確認

事項Jが提出され，その扱い
が問題となる.

①内務委員会は新進党案の継 日弁連が「市民活動団体に関

続審議を決定する.②堂本議 する法制度についての提言j

員が与党NPOプロジェクト を発表する.

チームの糞任座長になる (96
15B 

年2月15日まで).~与党政
策調整会議での3党の合意案
と確認文書が最終調主主出来

ず，持ち越しとなる.

16日
連絡会が「緊急討議会J(東
京)を開催する.

<I:住専処理法案が図会に提出

19臼
される.②新進党NPOパ

トナーズが，村井仁新進党税

制会長と会合する.

1 政府

① 大震災の発生と 18省庁連絡会議の発足

95年 1月17日， 6，200名余の犠牲者を出し

た阪神・淡路大震災が発生した。この震災は戦

後最大の災害であったO その被ミ警は，予想を超

えた激震であったことにもよるが，人災の面が
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なかった訳ではない。危機管理を担うべき麗・

地方自治体が機能不全に焔り，市民の生命と財

産を守ることができず¥被害は増幅された。

しかし，この大震災では，それを補完するよ

うに，企業，生協， NGO，NPO，市民団体，全

聞から駆けつけた延べ140万人近いボランティ

アが，被災地のあらゆる分野で活躍した。この

中には，後に与党NPOプロジェクトチームの

メンバ…となる議員や公務員も含まれていた。

従来，注吾されることの少なかった NGO，

NPO，市民間体，ボランテイアが突如注呂を

浴び， rボランテイア元年j，rボランテイア革
命jという言葉で象徴されるように，ボランテ

イアは一躍社会現象となった。こうした状況の

中， NGO，NPO，市民自体，ボランテイアの活

動を支援すべきであるという戸が急速に高まっ

ていったお)。

政府は 1月の終わりに，震災対策として「後

輿緊急立法検討チームj，r災害即応のための危
機管理体制検討チームj，rボランテイア問題に
関する関係省庁連絡会議j(事務局は経済企画

庁，藤長は経済企閉庁の坂本導聡国民生活局

長)の 3つのチームないし会議を部内に発足

させた。このうち 3つ自の fボランテイア問

題に関する関係省庁連絡会議j(以下 f省庁連

絡会議Jと略記)の設置動機は，阪神・淡路で
必死に活動しているボランティアや市民罰体に

対する支援策の検討であると，マスコミによっ

て大きく報道された制。

NPO法の制定は，①現民法の枠内での法人

33) C' s， pp. 3-5，松原氏の講演・回答.

34)取りまとめ役に経済会画庁が選ばれたのは，同庁に

国民生活局があるからであり， NPO活動は富民生

活の主主要な一環であるとの浬Eおからである.熊代，

p. 18， C' s， p. 4. rこれまでは各省庁がそれぞれにボ
ランテイアの問題を考えていた.縦割りでない支援

システムづくりが必婆だJ.事務局を務める綬済企

薗!T国民生活政策課の吉岡伸彦余暇・生活文化家長
は，従来の枠にとらわれない取り組みを強調したJ.

htゅ:/ /www.k!恥obe-剖但苛坤I

/β5.h伽1.

格付与，②優遇税制，③地方分権の 3つの問

題に関係すると考えられた。したがって，省庁連

絡会議は，当初，経済企画庁を中心に法務省，

大蔵省，自治省の 4省庁から構成される予定

であった。これが18省庁に増えたのは，当時運

輸大臣だ、った橋本龍太郎議員の指示によったと

される話)。

2丹 3肢の第 1盟会合では，連絡会議の

目的に関して「震災対策は切り離すjことが強調

され，次のことが決定された。「ボランティアや

市民公益団体の実態を把援した上で，主として

次の事項について検討する。①市民公益田体の

法人格取得について，②ボランテイアや市民公

益自体の公益性を担保する法的枠組についてj。

この①と②の検討項目の内容は，正に NPO

法の内容である。また，連絡会議の事務局であ

る経済企磁庁の担当者は，この連絡会議が設置

された直後に，次の年の通常国会において上述

の①と②を中心とした特別立法を目指すことを

表明した。

以前から NPOの法人格付与の衡略化と優遇

税制の必要性を提唱していた経済企画庁は，阪

神・淡路大震災を NPO法制定の千載一遇の好

機と捉え， NPO法制定に関して，他の省庁・

政党・市民団体に対して主導権を確保しようと

した。当初，政府の震災対策を検討すると考え

られた連絡会議の目的は，震災対策の検討では

全くなかったのである制。

事務局を担う経済会画庁は， r 3段ロケッ
トjと呼ばれる次のような方式での NPO支援

構想をもっていた。第 l段階では， NPOに準

35) r連絡会議の参加は実に 18省庁による.厚生，文部，
大蔵省はもちろん，郵政省は溺際ボランティア貯

金，運輸省は観光ボランテイア，建設省は河川清掃

や公間管理…と，どんどん膨らんだJ.h均 ://www.

kobe-np. co.jp/sinsai/fukkou/おkkou4/5. htm.筆者

による黒浮善行氏への聴取調査(1999/6/5と2001

/11/15実施)および「準備委員会報告書， p.58， 

坂本導聡氏への聴取調査」によっている.

36) C's，p.5. 
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財主義による法人格が付与されるO この段階の

NPO は税制優遇は受けられない。第 2段階で

は， NPOは既存の公説法人なみの税制優遇を

受ける。第 3段階では， NPOは寄付金控除を

受ける。当然のことながら，第 l段階から第

2段階へ，さらに第 3段滑に進むにしたがっ

て， NPOを審査する基準は厳しくなり， NPO 

の活動報告の内容も，より詳細になると想定さ

れていた到。

② 大藤省と自治省の対立

しかし，省庁連絡会議における省庁間の調整

は容易ではなかった。省庁連絡会議において，

経済企爾庁案のうちで当初から各省庁に受け入

れられていたのは， (1)法人格付与の範間を拡張

することと， (2)法人格付与は民法第34条の特

別法によること，の 2点のみであった。 NPO

に対する法人格付与の範閣を拡張するには，欧

米のように一般法として制定することも lつ

の方法と考えられた。しかし一般法として制定

するには，時間がかかり過ぎるため，民法第34

条の特別法として制定することが選択された。

なお法務省も，特別法の制定には異存はなかっ

たようである制。

(3)所轄庁と(4)税制優遇に隠しては，省庁間で

意見は分かれた。このうち(3)の所轄庁について

は，経済企画庁は， NPOの地域性を考躍して

都道府県に窓口を置くよう主張した。自治省

は，この事務を都道府県の団体委続事務にすべ

きであると主張した。 95年には地方分権推進

法が制定されたり，地方分権委員会が発足して

いた。自治省はイニシアテイブを発揮して地方

分権を推進してきた立場から，団体委住事務を

強く主張した。都道府県が法人格付与の権限を

持つことは，米間の各ナHが法人f各付与の権眼を
持つのを参考にしたものである。これに関して

は，法務省は最初，難色を示したが，すぐに妥

37)熊代， pp.29-30. 

38)筆者による黒漆氏への聴取調査 (1999/6/5と2001

/11/15実施)および「準備委員会報告書害， p.59， 

育問衆議i涜i法制j局課長への聴取調査J.

協したようである。

一方，大蔵省は，団体委任事務として都道府

県に姪せることには，次の理由から望ましくな

いと強く反対した。①国税である法人税の軽減

等の許可の権眼を都道府県が持つことになる。

②都道府祭によって許可の基準が一様でなくな

る。⑤優遇税制により歳入が減少する。すなわ

ち，大蔵省は，関税庁を通して全ての関税を独

占的に集め，予算計画にもとづき独占的に配分

する方式が崩れることを恐れたのである。しか

し大蔵省も次のように妥協した。①機関委任事

務とするならば，税制優遇を含めてもよい。②

団体委任事務であっても，税制優遇の対象が地

方税であれば構わない。

この大蔵省の妥協案の提示により，自治省は

苦しい状況に追い込まれた。自治省としては，

地方分権を推進する立場から，団体委任事務を

譲ることはできなかった。また，大蔵省の妥協

案のような地方税のみの優遇税制は，自治省の

権践の縮小につながることになる O そこで自治

省は明確な回答を避け続けた。これ以後も，大

蔵省と自治省の主張は平行線をたどることにな

った制。

3月16B，省庁連絡会議の坂本局長が，与

党NPOプロジェクトチームにおいて，省庁連

絡会議の考え方を質問された。しかしこの質関

に対して，坂本局長は「連絡会議には 18もの

省庁が入っており，それぞれタテ割の議論を持

ち込んで，結論がなかなか出せないので，対外

的にものが言えなかった削j。

4月26日，省庁連絡会議は， NPO研究フ

ォーラム C's，市民公益活動の基盤を考える

会の 3つの市民田体に対して，現行の法人制

度についてヒアリングを行った4九

10月16B， C' sから経済企画庁に対して次

39)筆者による議浮氏への聴取調査 (1999/6/5と2001

/11/15実施)および「準備委員会報告書事， pp.59-60， 

坂本氏への聴取調査J.

40)熊代， p.18. 

41)松原氏の講演・問答.
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のような申し入れがあった。①NPOにとって に行う社留であり，営利を目的とせず，かっ公

税制優遇措置は後でよく，まずは法人格が必要 益の増進に資するものjに限定する。③法人格

である。②設立手続等は準別主義にすべきであ 付与は，都道府県知事の認可により，その事務

る。省庁連絡会議は，一般法ではなく民法の特 は団体委任事務とする。③税制の優遇措置は法

別法を想定し，認可主義を考えていた。このた 人格付与と切り離す。

め，省庁連絡会議としては， C'sの申し入れは

受け容れられるものではなかった42)。

省庁連絡会議として中間報告を提出すべき時

期になっても，自治省の明確な回答は提示され

なかった。最終報告の時期も迫っていた。この

ため坂本局長は，省庁連絡会議の内容を熊代与

党NPOプロジェクトチーム康長に伝えた。省

庁連絡会議と与党NPOプロジェクトチーム

は，この時，初めて，実質的な意見交換を行っ

たのである。したがって，後述するそれ以前の

熊代案は，省庁連絡会議の影響を全く受けない

自民党独自の案であったことになる。

省庁連絡会議は，できるだけ早期に中間報告

案の発表を望んだ。これに対して，野坂浩賢官

房長官は次のように指示した。「政府としては，

与党NPOプロジェクトチームの案と比較して

良い方を採用したいので，プロジェクトチーム

の案ができるまで，公表を差し控えるべきであ

るんしかし，与党NPOプロジヱクトチーム

では，与党 3党の意見が大きく分かれ，いつ

骨子ができるのか全く分からない状況であっ

た岨)。

③ 経済企画斥 f中間報告jの見送り

11月 8日，経済企画庁は，省庁連絡会議の

中間報告を野坂官爵長官に提出した。中湾報告

の内容は 2月以来議論されてきた内容をま

とめたものであり，次の 4点に要約される。

①現夜の民法の公主主法人制度を変更せず，新し

い特別法をつくる。②対象団体は「市民活動団

体Jとし，その範閣を「ボランテイア活動を主

42)松原氏の講演・図答.

43)筆者による黒津氏への聴取調査 (1999/6/5と2∞I
/11/15実施)および「準備委員会報告書， p.60， 
坂本氏への軍事取調査J.

経済企画庁は，中間報告の内容をもとに政府

提案の立法作業を進め，次の年の第132@]通常

国会に提出する意向であった叫。

しかし，開じ 11月 88，与党プロジェクト

チームは一斉にこれに激しく反発した。その理

由は次の 2点であった。①与党プロジェクト

チームが議員立法の作業を進めることで合意し

ているや，経済企画庁は政府提案の立法作業を

進めようとしている。②中間報告の内容は，税

制の優遇措置を法人格付与と切り離すものであ

り，与党プロジェクトチームの提示しようとし

ている案と悶ーであった。

経済企画庁の立法作業を阻止するために，与

党プロジェクトチームの 3党の座長(自民党:

熊代昭彦議員，社会党:五島正規議員，さきが

け:堂本暁子議員)は，直接，首相官邸に出向

き，野坂官爵長官に面会した。その際 rNPO

法は議員立法でやるj旨を野坂官房長官に申し

入れた。野坂官房長官は，この申し入れを受け

容れ，経済企画庁の中間報告をお蔵入りにさせ

た制。

堂本暁子議員は，後に，この中間報告の内容

およびその取扱に関して，次のように述べてい

る。「その内容は「ボランテイア活動を主に行

い，かっ公益の増進に資するj市民団体に，簡

易な手続きによって法人絡を取得させるという

「ミニ公益法人J的なものであった。中間報告
が意図する「ミニ公益法人J的なものは，市民
団体や議員が希望する NPO法人とは本質的に

違っており，行政府の立法府への挑戦とすら受

け淑られた。NPOプロジェクトのメンバーは，

「議員立法Jでない限り，市民が主体の立法は

44) C' S， pp. 6マ.
45) C' S， p. 7. 
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不可能であるとの観点から，時の野坂宮麗長官

に rNPO法は市民の代表である議員によって

立法化されるべきであるJと申し入れた。官房
長官もこれを了承したので，この日まで立法府

と仔政府の二本建てで進んできた立法作業は一

本化された制j。

経済企画庁は，すんなりと51き下がった訳で

は決してない。 NPO法についての方針を，法

人格付与法案の立法から，税制の問題に限定し

てイニシアテイブをとることに方向転換した。

同じ 11月 8B，経済企酒庁は「法人格につい

ては，追って議員立法でやればよいが，税制論

議の指定席は先行して確保しておきたい。税制

論議の場所取りのためだから， 10 Bの与党商

工調整会議において，経済企画庁が要望するこ

とを了承して欲しいjという旨の内容を各党に

申し入れた。問時に，経済企醤庁は，橋本龍太

郎・竹下登等の与党プロジ、ェクトチーム以外の

自民党議員に対して，税制優遇の法案作成を働

きかけ始めた4九

しかし，特に C'sの考えに依拠していたさ

きがけは，経済会画庁による税制擾遇の法案作

成の働きかけに対して，次の 2つの理由から

危機感を持つt:.o①経済企画庁が優遇税制のイ

ニシアティブをとる場合，対象罰体のハードル

も高くなる可能性がある。②議員立法で法人格

付与のハードルを低くしても，高い方に合わせ

ざるを得なくなる恐れがある制。

11丹10日，経済企画庁の働きかけに応じた

自民党の逢沢一部議員は，与党商工調整会議で

税制優遇の法案を提起した。経済企画庁の官僚

がその説明を試みようとしたが，ささきがけの

水野誠一議員が反発し，説明を許さなかった。

46)堂本 (2000)，p.167. 

47) C' s， p. 9，松原氏の講演・図答.梁瀬進議員のHP

(http://www.coara.or.jp/-genjin/index.htm/) . 

48)筆者による黒浮氏への聴取調査(1999/6/5と2001

/11/15実施)および「準備委員会報告書， p.37， 

堂本暁子議員秘書の山本美和氏への聴取認査J.

それでも経済企画庁は諦めず，問題を与党税制

調査会に預けた。この与党税制議査会でも，責

任座長であるさきがけの五十嵐文彦議員によっ

て突っぱねられた。

結局， 11月10日，与党案との比較もされな

いまま，野坂官房長官の命令で，綬済企阪JTは
中間報告発表の見送りを決定・通知せざるを得

なくなった。これにより，省庁連絡会議は休止

状態になった。

しかもこの頃，経済企画庁の国民生活局長が

坂本導聡氏から井出張夫氏(井出正ーさきがけ

元代表の弟)へ交代し，さらに参議院選挙後の

内閣改造で，さきがけ枠の宮崎勇氏が長官に就

任したことにより，経済企菌庁の働きかけはな

くなった。一連の経済企画庁の働きかけ以後，

経済会画庁の官僚は，与党プロジ、エクトチーム

の会合に出席できなくなった制。

これ以降，公式には，各省庁は NPO法の立

法過程には関与しなくなる。この NPO法に直

接関連のある経済企磁庁，法務省，大蔵省，自治

省等は，与党NPOプロジェクトチーム等から

の質問があった場合に回答するのみになった。

しかし非公式には，経済企画庁は自民党にさま

ざまな働きかけを試み，それが効を奏し.r中間

報告」の内容は，後に提出される熊代試案さら

には与党 3党案に取り込まれていった制。

阪神・淡路大震災直後の速やかな経済企画庁

の行動は，坂本局長の個人的な動機に負うとこ

ろが大きかったといわれる。官僚にとって，在

任中にイニシアティブを発揮して重要な法律を

制定することは，大変名誉なことであるとされ

る。坂本局長は， PL法(製造物責任法)の制

定に際してイニシアティブを発揮した官僚であ

った。彼は，国民生活審議会の作成したボラン

テイア支援のための法人格付与の簡略化と優遇

49)筆者による黒淳氏への聴取読まま(1999/6/5と2001

/11/15実施)および「準備委員会報告著書， p.37， 

山本氏への聴取調査J.

50) C' s， pp. 8-9. 
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税制措置案を暖めており， NPO法の制定に意

欲を持っていたといわれる。

坂本局長は，自らの幅広い人旅によって各省

庁践の意見の相違の解消に努力した。この意見

の相違の解消すなわち地均しがあったために，

「特定非営利活動促進法Jが成立したのであ
る。彼の努力がもしなかったならば，与党 3

党案さえも成立しなかったといわれる51)

2 議員・国会

(1) 新進党議員

① ボランティア基本法の国会提出

例年末，日本新党は解党し， 12月10B，新
進党が結成された。この新進党の結成に， B本
新党のNPO議員立法タスクフォースの中心メ

ンバーであった潟村たかし議員等も参加した。

このため，結党宣言の最重要課題の 1っとし

て f民間非営利公益セクターの創造jが継承さ

れた。

95年 3月 3B，新進党は，政策準備委員

会(明gの内閣)で「ボランテイア基本法案j

をまとめ 3月 8B，参議院先議で第 132間

通常国会に議員提出した。この法案の内容は，

ボランティア活動への参加者の自主性を重んじ

ながらも，思・地方自治体がボランテイア活動

を支援するよう規定したものであり， NPOに

必ずしも重きを置いたものではなかった(上述

の河村議員も，この法案には関与していなかっ

た)。しかし，この法案の提出は，ボランティ

ア活動の基盤整備を目指した我が鵠で最初のも

のであった。なおこの法案は，その後，廃案に

至った臼)。

51)松原氏の講演・閲答.

52) r読売新潟(1995/3/3務刊).r参院委員会で趣
fi説明は行われたが，審議には入らないまま.法案
づくりの中心になった広中和歌子参院議員は f与党
も賛成できる内容だったと思う凪野党に手柄を立て

させたくないという政治的駆け引きで逸らなかっ

新進党も，政府の省庁連絡会議の発足には驚

くとともに， fNPO法はわれわれのお株を奪う

ものである」と反発した出 o 3月 9B， NPO 

議員立法専門委員会(NPOパートーナーズ)を

結成した。座長には河村たかし議員が就き，他

の参加者は笹山登生，鮫島宗明，鳩山邦夫，広

中和歌子，前田武志，松沢成文，山田宏，山本

孝史等の議員であり，事務局長は党スタッフの

市村浩一部氏であった。以後，新進党のNPO

法案に隠する活動は，この NPOパートナーズ

が拐うことになった。

その後;の 3月， 4月の 2カ月鴎， NPOパ

ートナーズは，上述の日本新党時代に作成され

た「民間非営利公益活動推進法案概要」と「非

営利法人基本法(仮称)Jをもとに，新進党の

NPO法案の骨子の作成を精力的に進めた。そ

の骨子の作成に際しては，石村耕二朝日大学教

授，本間正明大抜大学教授，大蔵主税局総務課

長等の官僚，市民面体の関係者からヒアリング

を行った問。

②新進党案の作成と菌会提出

5月四日の朝日新開は f5月18臼に，新

進党が『民間非営利公益活動法人格付与法案j

をまとめたjとの記事を掲載した日)。しかし，

新進党の作業は記事のようには進捗していなか

った。そこで驚いた河村議員と市村事務局長

は，衆議院法制局の白井主幹を訪ね，初期案で

たjと残念がった.1法案は， ~還や自治体がボランテ

イア活動の恭懲整備に努めるとし，ボランテイア間

体の法人格取得や税制上の優遇措置，保険の助成な

どは「必要な措置を講ずるJとの表現にとどめた.
各論は具体的に示さなかった.与党議員は「新進党

案は理念だけで，具体性lこ欠ける.実効が大事だj

と批判.http://www.kobe-np.co.jp/sinsai/fukkou/ 

釦kkou4/5. htm 

53) i射すたかし氏への聴取調査 (2001/11/15実総)お
よぴ市村治一郎氏への聴取務査(1999/6/4実

施).

54)筆者による蒸淳氏への聴取務査(1999/6/5と2001

/11/15実施)および f怒備委員会報告書， p.66J. 
55) r朝日新聞.1(1995/5/19朝子社).
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ある「民間非営利公益活動に対する法人格の付 益活動を行う団体に対する法人格付与等に関す

与に関する法律案要縞Jを提出し，立案を依頼 る税制改正案(骨子)Jを発表した。その際，衆
した。衆議院法制局は，この立案の依頼に対し

て 9名からなるプロジェクトチームを編成

し対応、した出)O

NPOパートナーズと衆議院法制局は，第 132

盟通常国会に新進党法案の提出を目指し，その

後，全部で 9回の協議を行った。主な協議事

項は，①民法改正か特別法の制定か，②特別法

の制定の場合には，民法第34条との棲み分け

のために，法入手各付与国体の活動自的・要件を

いかに規定するか等であった57)。

詞時に，河村議員と市村氏の 2人は，種々

の自体・個人との照で意見交換を行い，その結

果に関して衆議説法制局プロジェクトチームと

即日，協議している。すなわち 6月 6日，河

村議員と市村氏は， C's法案検討委員会などの

市民団体と意見交換を行った。 6丹 88，党

政策審議会の正副会長のヒアリングを受けた。

6月21日，河村議員，市村氏，鮫烏宗明議員，

石村耕治朝臼大学教授，雨宮孝子松蔭女子短大

教授，松原明C's事務局長，生活クラブ生協

林和孝氏，東京ランプ辻利夫氏の 9入は，衆

議院法制局に出向いた。 6月23日，河村議員

と市村氏は，新進党政策審議会事務局に対して

法案の説明を行った問。

6月27日， NPOパートナーズは記者会見

を行い， r市民公益活動を行う団体に対する法
人格付与等に関する法案(骨子)Jと「市民公

56)メンバーは，白井主幹，浅野謀長，鈴木議長，他

6名であった.その分担は，臼井主幹，鈴木謀長

が法人格瑳，浅野課長と他 2名は税制斑であった.
筆者による黒漆氏への糠取調交(1999/6/5と2001

111/15実施)および f準備委員会報告書， p.67J. 
57)筆者による黒淳氏への聴取調査 (1999/6ノ5と2∞1
/11/15実施)および「準備委員会報告書， p.67， 

T併す浩一郎氏への務取誠査J.

58)筆者による累淳氏への聴取調査(1999/6/5と2001

111/15実施)および「準備委員会報告書， p.67， 

市村浩一郎氏への聴取認査J.

議院法制局の河意のもと臨時国会に 2つの法

案を提出する予定であることも明らかにした。

明らかにされた法案の内容は次のようなもので

あった。①民法改正が困難なため特別法を制定

する，②都道府県知事が形式要件のみで認可し

法人格を付与する，③法人格を取得する市民公

益法人の基本基金は 100万円以上とする，④都

道府県知事の監督権を認める。その際，課税所得

の範簡，法人税率，寄付金控除および寄付金の

損金算入等について説明が加えられた制。

8月 4日以降， NPOパ}トナーズは，法

案作成・提出に向けて衆議院法制局プロジェク

トチームと訪問の協議を重ねた。なおこの協

議の重点は税制改革に置かれていた。

また同時に 5月と 6月の頃と関様に，河

村たかし議員と市村氏の 2人は，党内外への

説明を試みるとともに，その結果について衆議

院法制局プロジェクトチームと郎日，協議し

た。すなわち 8丹238，25日および 9月25

日に本間正明教授 8月31日 9月128に

公益法人協会， 9月 88に東京商工会議所， 9 

月21日に西岡武夫幹事長 9月26日にアム

ネステイ・インターナショナル・ジヤノTン， 10 

月13日に国税庁と経済企画庁， 10月17日に

経団連， 11丹13日に笹川平和財団と，それぞ、

れ意見交換を行っている制。

なお，この掲の 8月25日，日本経済新聞が

一面トップで政府の「ボランティア活動促進法

案J(仮称、)の骨子を報道したことに関して，
河村議員は次の 4点のコメントを発表した。

①新進党案は多くの賛詞者を得た。②政府案が

新進党案を参照しながら，それに言及していな

い。③政府案(政府立法)を新進党案(議院立

59) r記者会見経過J(1995/6/27). 
60)筆者による累淳氏への聴取調査(1999/6/5と2∞l
111/15実施)および f準備委員会報告書， p.68， 
市村治一郎氏への聴取調査J.
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法)よりも大きく扱う新開の姿勢は遺憾であ

る。@政府案の法人格取得要件はあいまいであ

る6])。

10月 38，中野寛新進党政策審議会長は，

衆議院本会議の代表質問の中で， NPO法案を

臨時国会に提出する予定であることを発表し

た6ヘ
11月 7日，新進党の最高意思決定機関であ

る「明日の内閣」は， r市民公主主活動を行う団
体に対する法人格付与等に関する法律案jの国

会提出を承認した。期日， NPOパートナーズ

のメンバーは，この法案を衆議院事務局事務総

長に提出した。新進党案の盟会提出は，全ての

政党のなかで，最も早いNPO法案の提出であ

った田)。

この新進党案の作成段階で，連絡会等の市民

団体は， NPOパートナーズに稜々の提案を試

みたが，必ずしも受け容れられなかった。した

がって，これ以降，新進党と市民団体との関係

は必ずしも協調的ではなくなった制。

12月 8日，河村議員が衆議院本会議で新進

党案の提案理由を説明し，質疑が行われた。そ

の後，内濁委員会に付託されたが，会期末であ

ったために審議されることなく，継続審議にな

った。この新進党案については，与党 3党は

当初f審議に入らず廃案にするJ予定であった。
しかし与党が当時提出していた「公職選挙法改

正案J等も審議するという条件で，審議に入っ
たとされる65)。

61)政府の fボランティア活動推進法案J(仮称)の骨
子についてのコメント.

62)筆者による蒸穣氏への聴取調査(1999/6/5と2∞I
/11/15実施)および「準備委員会報告書， p.68J. 
63)向上

64)松原氏の講演・毘答.
65) C' s， p.lO. 

(2) 与党 3党議員

① 与党 NPOプロジェクトチームの発足

与党 3党は，震災が起きる以前の 94年 11

月に既に相互に意見を摺り合わせ，与党NPO

プロジェクトチームの発足を決めていた刷。

震災後の95年 2月15日，与党NPOプロ

ジヱクトチームの第 l閉会合が隣催された。

この会合では，①設置の趣旨，②名称，②委員

配分(自 6，社 4，さきがけ 2)，④座長，

⑤会合ベース等が決定された。委員は以下の通

りであった。自民党は熊代昭彦(加藤紘一が会

長である政務調査会の厚生部会担当議員)，衛

藤成一，逢沢一郎，野EB基皇子，塩谷立，南野千

恵子，社会党は五島正規，秋葉忠利，峰崎直樹，

清水澄子，さきがけは堂本暁子，高見裕一の各

議員であった。第 l盟会合から 95年 11月の

経済企画庁の「中路報告Jまでは，この与党プ
ロジェクトチームの会合に経済企画庁の官僚が

オブザーパーとして参加していた。彼らの参加

は，与党プロジェクトチームの動きを把揮する

ためであったと考えられている。

与党プロジェクトチームは 2月288，5 

つの市民団体に 4月14日 1つの市民間体

にそれぞれとヤリングを行った6九

3丹168，与党NPOプロジェクトチーム

は 2月 3日に発足した関係省庁連絡会議の

座長である経済企画庁の坂本国民生活局長に対

してとアリングを行った。政府の現でも簡単に

述べたが発足関もない時期のために，坂本局長

は答えることが出来ず，今後の日程等を説明す

るにとどまった。このため与党NPOプロジェ

クトチームのメンバーは， NPO法は政府立法

ではなく，議員立法で制定すべきであるとの決

を由めた田)0

6月に輪番で座長になったさきがけの堂本

66) c' S， p. 3.松原氏の講演・回答.

67) 首長代， p.17. 
68)熊代， p.18. 
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議員は，ヒアリングの結果をもとに合意点を増 議論するつもりはなく，熊代試案に対抗する雨

やす作業に入った。 6月28臼，与党NPOプ

ロジェクトチームは記者会見を行い，これまで

の経緯，法案の論点，今後の予定等について述

べるとともに，チーム内で 5月中に合意され

ていた次の 3点を明らかにしたO ①立法の形

式として，民法34条の特別法を議員立法で行

う。②法人の設立は主務官庁による許可制度で

はなく，準期主義にする(この時期，自民党は

準期主義に憶しても合意していた)。③法人に

活動状況，財務状況などの開示を義務づける。

この法案の提出に関しては，早ければ第 135回

臨時国会に，遅くとも第 136由通常爵会には間

に合わせたい旨を表明した倒。

② 与党 3党間の意見対立

8月 7日，与党NPOプロジェクトチーム

の会合において，自民党は初めて「対象団体は，

非営利かっ公共性を持つもので，政治・宗教団

体は除外するJとの主張を行った。この主張
は，何年 3月20日に起きた地下鉄サリン

件に始まる一連のオウム事件を契機とする宗教

法人法の改正問題に大きく影響されたものであ

る。自民党内には fオウムのような団体の宗教

法人格の取得は，今後厳格にすべきである。

NPOの法人格取得を簡易なものにすること

は，宗教法人法改正の方向と整会的でないjと

する主張が底流にあった制。

9月 58，与党NPOプロジェクトチーム

の会合で，自民党の熊代昭彦委員は，社会党と

さきがけに侭の前触れもなく突然に「市民活動

促進法J(熊代試案)を提出した。この熊代試
案は法案に近い形をとっていた。社会党とさき

がけは，細かい点がプロジェクトチーム内で詰

められていない時期に，熊代試案がいきなり法

案に近いかたちで提出されたことに驚いた。問

時に， fJ可党は熊代試案の内容にも反発した。

社会党とさきがけは，この熊代試案をもとに

69) C' s， p. 5. 

70) C' s， p.lO. 

党独自の案の作成を急ぐことになった7~
9月26日，こうして作成された社会党試案

とさきがけの堂本試案が，プロジェクトチーム

の会合に提出された。この段階で与党 3党の

各案が出揃い，与党 3党案の l本化のための

議論が進められた。しかし 11月の初めになっ

ても，与党プロジェクトチームは， 3党の合意

案をまとめ上げることがでで、きないでいた72)目)

3党案の相違点は次の通りであつた(表 lυ)。

①法律の対象:1自ヨ民党は非営利かつ公共性を追

表 1 与党NPOプロジェクトチームにおける 3党の主猿

自民党 社会党 さきがけ

公益性 「公益の増進」を市 f公益の増進jを法
民活動の「定義jの 律の一般的な目的主主

i:tに霞く. 定として援し

fr官民活 ボランテイア活動を ボランティア活動だ
動Jの範 中心とする. けではなく，その他

霊童 の活動も含む.

政治活動 政治上の施策の推進 右の規定を震くこと

を主たる尽的とする に反対.機関決定lこ
市民活動は法律の対 よって政党や候補者

象外とする. を支援しないことで

十分.

調査及び (1)所轄庁は，法令等 (1)所轄庁は，法令等

監査 に違反し，もしく に違反し，その結

は遂営に適正を欠 来，運営に適正を

くとき，改善命令 欠くとき，改善命

を出すことができ 令を出すことがで

る. きる.

(2)所轄庁は，法令も (2)所轄庁は，改善命

しくは改喜善命令に 令に従わない場

従わない場合，認 合，認証を取り消

誌を取り消すこと すことができる.

ができる.

所轄庁 主たる事務所の所在 主たる事務所の所在

する都道府県 2 する都道府県とす
以上の都道府県に事 る.

務所を設覆するもの

はさ当該事業の所轄大

医とする.

所轄庁の 団体委任事務と国の ffl体委任事務とす
事務の性 ii'i:轄事務とする. る.

格

出所 :C's，p.19.

71)筆者による黒淳氏への軍事取調査(1999/6/5と2001

/11/15実施)および f準備委員会報告書， p.16， 
1i島正規議員への聴取調査J.

72) C's，p.7. 
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求する活動を対象とする。社会党は非営利かっ

社会的利益を追求する活動を対象とする。さき

がけは一定の要件を満たした民間の非営利団体

を対象とし，公共性は関わない。c?:行政の関与:

自民党は所轄官庁を都道府県知事とし，留の所

轄官庁を経済企画庁等に一元化する。社会党は

所轄庁を都道府県とし団体委任事務とする。さ

きがけは所轄庁・主務宮庁を一切置かない。③

解散:自民党は都道府県知事が命令する。社会

党は都道府県の請求にもとづき裁判所が命令す

る。さきがけは裁判所が命令する。④英患のチ

ャリティ委員会に相当する市民活動推進委員

会:さきがけは設聾するが，自民党と社会党は

設置しない7ヘ
11月 8B，経済企画庁案がお蔵入りになっ

て以降，上述のように，経済企画庁は，与党プ

ロジェクトチーム以外の自民党議員に働きかけ

た。この頃，橋本龍太郎自民党幹事長は，さき

がけの担当議員に対する電話による説得を試み

たりした。プロジ、エクトチームを越えたレベル

での政治折衝が始まったことは，誰の目にも明

らかになった問。

それが効を奏したのか，自民党案は 9月の

熊代試案から経済企樹庁案により近い内容にな

った。変化した主張は以下の通りであった。①

対象となる司体を「ボランティア活動などをや

心としたjr公益性jをもっ活動を行う団体と
する。②これら間体は都道府県の「認証jによ

り法人格を取得できる。③法人格と切り離し，

税制の優遇措置を与える O

さきがけは，自民党案が熊代試案から経済企

爾庁案にすり変わったというよりも，より厳し

い内容になったと捉えていた。その結果，さき

がけは自民党に強く反発した。

当時の自民党内では，上述のオウム事件の影

響で，公益法人全体に厳しい姿勢を示してい

た。さきがけが自民党案に合意できなければ，

73) C' S， pp. 7ω8. 
74) C's，p.9. 

経済企薗庁案を進めることもやむを得ないとい

う強気の姿勢で、あった。この自民党の強気の姿

勢に，社会党とさきがけは苦境に立たされ

た7ヘ
この時期の 3党問の関係は，次の通りであ

った。経済企画庁の立場をとる自民党と市民団

体の立場をとるさきがけが，隠極であった。社

会党は，富民党とさきがけの両者を諦整する立

場にあった加。社会党の責任座長である五島正

規議員は，次の理由から自民党とさきがけとの

鶴の調整を試みた。(工連立政権の維持のために

プロジェクトチームをつぶせないo@プロジェ

クトチームがつぶれると，経済企画庁が政府立

法を進めるだろう。③新進党案が既に盟会に提

出されており，与党も何らかの対案を出さざる

を得ない。④取りまとめに失散した場合，問題

が数年以上後畏りすることになる向。

11月16日，与党プロジェクトチームで，熊

代議員がこれまでの合意に反する発言をし，五

島座長と衝突した。さきがけの堂本議員も，各

党の主張で同意できる点とできない点を洗い出

し，務整に努力した。 11丹17B，五島座長は

新しい調整案を提示した。与党 3党は，この

五島調整案に基本的に合意した明。

しかし， 11月21B，自民党は熊代修正案を

提示した。この熊代修正案には fボランティ

アj，r公共性j，r行政処分j，r立入検査j，r認
証の取り消しJの語匂が入っていた。これらの
語句の挿入は合意内容に反するものであり，五

島鹿長と熊代議員は激しく衝突した。結局，向

日，与党プロジェクトチーム内で合意した五島

誠整案が，与党政策調整会議において口頭で報

された。この f与党案中潤報告jがなされた

75) c' s， p. 10. 

76)向上

77)向上， r社会新報.1(1996/6/14). 
78)筆者による黒淳氏への聴取認査(1999/6/5と2001

/11/15実施)および「準備委員会報告書， p.17， 

五島正規議員への終取調査J.
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以降も，依然として意見はまとまらず，調整は

難航した問。

③ 第 1次与党合意案の成立

12月の初め，自民党は次の 2つの提案を行

った。①設立に際しては，都道府県は定款認証

ではなく，法人認証とする。②団体の定義に「ボ

ランテイアjと「公共性Jを入れる。
さきがけはこの提案に反対した。しかし責任

座長の社会党の五島議員は，与党案をまとめる

ために，この提案を受け容れる方向で調整を試

みた。その結果， 12月12日，上記の自民党案

を盛り込んだ法案の骨子試案が，与党政策調整

会議に報告された。

以前から市民団体の窓口であったさきがけ

は，この 2点を含む骨子案に反対した。さき

がけは，骨子案を内容とする NPO法は，市民

活動の健全な発展を臨書する可能性が大きく，

却つてない方が良いと考えた。そこで，さきが

けは，与党プロジェクトチームから降りること

にした。しかし，さきがけの菅車人政務調査会

長は，降りることを思い留まるよう説得し，そ

の時点までの合意事項を確認し，与党政策調整

会議の場で協議を試みた。協議の結果 3党

は合意をみた。

結局， 12月14日J市民活動促進法案(仮称)
の骨子試案jが合意された。その際， r公益jJボ
ランテイアjJ認証の取り消し」に関する理解が

異なっていた。そこで，理解の違いを埋める作

業を進め， 96年 2月 1日のプロジェクトチ

ームで「与党NPOプロジェクト確認、事項Jを
取り交わすことが決まったOこれが与党プロジ

ェクトチームの第 1次合意である田)。

以上のように， 11月中旬から 12月中旬まで

の 1カ月，プロジェクトチームでは， 3党の

合意案が作成されては破棄されることが繰り返

79)梁瀬進議員のHP(http://www.coara.or.jp/-genjin

/index. htm/) . 

80) C' s， p.lO. 

された。プロジェクトチームで合意された案を

自民党に持ち帰り，党内論議にかけると了承が

得られないのである。その理由としては，自民

党のプロジェクトチームの議員は 1年生議

員が多く，党内を代表できるメンバーではなか

ったことが上げられる O このため 11月には，

経済企画庁の働きかけを受けた議員により，与

党プロジェクトチーム自体が，潰されそうにな

るという局面すらあった8九

堂本議員は後に，この当時の争点について次

のように述べているJ議員立法に決まっても，
行政がNPO法人を選別・コントロールし，さ

らに小規模に押さえ込もうとする圧力は強く，

その典型的なものが法人の定義に f公益性jと

f無報酬Jを入れることであった。 95年11月
20日にNPOプロジェクトの担当慶長だ、った社

会党が示した市民活動の性格は「非営利性，自

主性，社会参加等jであったが，自民党はこれ

を「非営利性，自主性，社会参加等の公益性j

と修正するように要求した。その結果， r公主主
性Jという文書を使うべきでないと主張する社

会・さきがけ両党との間で大激論になった。

が， C'sをはじめ市民サイドからのサポートも

強く，自民党が主張する f公主主性jを定義に用

いる代わりに， r不特定かっ多数のものの利益
の増進に寄与することJという表現で合意をみ
たのである。

第 2の争点は， NPO活動に参加するスタッ

プの報酬についてであった。自民党は， NPO 

活動に参加するスタッフの報醗を「ボランテイ

アj，つまり可能な限り無報酬(無償)に近い

ものにすべきだと主張した。ちょうど厚生省を

はじめ行政側は，介護保険の実施を目前に控

え， r低廉性j，つまり安い労働力を供給する組
織として NPO法人を想定していたのである。

のみならず，従来の34条の「公益法人jと「低

廉性Jで毘別する意図もあったo 96年 4月，

81) C' s， p.lO 
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自民党はNPO法の条文の定義に「通常要する てきたが，全然意見が異なっていた。 NIRA調

費用を上聞る対備を受けて行うものを含まない

もの」と， r ffi;廉性Jを明確に書き込んだ。
しかし，わが留の(環境)NPOが直面して

きた限界の 1つは，スタッフに給与を支払い，

社会保樺を担保するなど，労働権を保証できな

かったために，人材を確保できなかったことに

ある。 rNPOを拡大強化するためには，財政的

基礎ならびに専従スタッフの生活や労働の保障

は不可欠jだとして主張してゆずらないさきが

けは，自民党と真っ向から対立し，話し合いが

つかなかった。ここは，さきがけにとっての正

念場で，妥協することはできなかった。最終的

には， (96年 9丹19日の第 2次合意の中で)

さきがけの主張が通り， r無報酬性jは撤回さ
れ，逆に，活動を発展させるための収益事業も

認めることになった田)J。

3 市民母体

① 市民活動の制鹿に関する連絡会の発足

政府の項でも述べたように， 95年 l月27

日，五十嵐官房長官が衆議院予算委員会で，ボ

ランティア支援立法の用意があることを表明し

た。この発言にもとづき「ボランテイア問題に

関する関係省庁連絡会議jが設置された。そこ

で， C'sの活動は，省庁連絡会議の事務局であ

る経済企画庁の動きに対応することに重点を震

くことになった。それと並行して，議員や各政

党への働きかけを強めることが最大のテーマと

なった田)。

NPO法に関して，従来からロビー活動を展

開してきた市民国体は，省庁連絡会議の突然の

発足に驚いた。政府が，省庁連絡会議を発足さ

せることは，市民団体にとって想定外のことで

あった。C's，NIRA調査研究グループ， NPO 

フォーラム等の市民団体は，何度か会合を持つ

82)堂本 (2000)，pp.168-169. 
83)松原氏の講演・毘it.

査研究グループと NPOフォーラムは民法改正

を主張していたのに対して， C's は特別法の制

定を主張していた制。

2月 8日， C'sは fボランテイア支援立法

措置に関する要望書Jを村山富市首根に提出し
た。要望書は，①法人設立を準則主義にする，

②主務官庁の監督なし，③寄付金課税を特定公

主主増進法人並みにする，等の 8項目からなっ

ていた。C'sの松原明事務局長は，その後，坂

本経済企画庁国民生活局長を訪問し，ボランテ

ィア支援立法に関して開かれた検討を要望し

た田)02月24日，NPO研究フォーラムが， rNPO 

制度改革に隠する緊急提言Jを発表した。 3
月 1日，市民活動の基盤整僚を考える会(N眠A

調査研究グループ)が，村山首相や各政党に

NPOに関して要望を行った。 3月訪日， C's 

の法案検討委員会は， r市民活動を推進する 2
つの法律に関する提雷探)Jを発表した田)。さら

に 3月178，自由人権協会が f公益法人寄付
金税制に関する提言jを大蔵大毘に提出した。

この当時，政府の省庁連絡会議と与党NPO

プロジェクトチームとは，全く独立に NPO法

を検討していた。しかし，新進党や与党 3党

が，民法の特別法として NPO法を制定する提

案を始めたことにより， r政党一経済企画庁の
対立の構図Jが明らかになった問。
4月15日， NPO研究フォーラム， C's，NGO 

活動推進センター， NPO推進フォーラム等の

市民団体が，全留的な連絡組織である「市民活

動の制度に関する連絡会J(以下「連絡会Jと
略記)を結成した。連絡会結成の擦のスローガ

ンの第 1は「ストップ!18省庁連絡会議Jで
あり，政府主導による NPO法の立法に市民間

84)松原氏の講演.[ill答.

85) c' S， p. 6. 
86)向上
87)向上
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体が危機感を募らせていたことが分かる。

上記のように， NPO法の制定については，

市民団体の問でも意見は異なっていたが，政府

による特別法が制定された場合には，極めて遺

髄な結果を招来するという点で一致していた。

経済企閥庁という共通の歎が出現してきたこと

で，市民団体は一気に纏まったのである田)。

4月26日，政府の関係省庁連絡会議は，法

人制度に関して， NPO研究フォーラム C's，

「市民活動の基盤整備を考える会Jの 3つの市
民団体からヒアリングを行った。その襟，省庁

連絡会議と 3市民団体との簡で意見は全く異

なっていた。この時点で， 3 T有民団体の参加

者は， NPO法の制定を政府に任せておけない

との認識で一致した。これら市民団体のうち，

運動のノウハウを持っていたのは C'sのみで

あり，以後， C'sが?叩0法制定に向けた運動

の中核を担うことになった。すなわち， C'sが

ロビー活動の段取りを付け，これに他の市民団

体が参加した。こうした運動を進める過程で，

民法改正か特別法かという市民間体問の主張の

対立は，次の理由から解消した。すなわち，経

済企画庁も与党プロジェクトチームも特別法を

想定しており，これらに対抗するためには，市

民間体もより良い特別法を提案せざるを得なく

なった田)。

②市民活動推進法・試案の発表

5月13日， C'sは「シンポジウム:政治は

市民活動推進のために何をなすべきかJを開催
し，各政党の議員を招いた。出席した熊代昭彦

(自民党)，峰崎直樹(社会党)，堂本暁子(さ

きがけ)，河村たかし(新進党)，岩佐恵美(共

産党)の S議員と NPO法制定に関する意見

交換が行われた。 C'sは，このシンポジウムの

他にも， NPO法に関する公開の「月例フォー

ラムJを96年の 2月まで毎月開催し，与野党

88)松原氏の講演.[0答.c' S， p. 6. 

89)松原氏の講演・回答.

の議員との意見交換を行った則。

6月27日，新進党は「法人格付与法案jと

「税制改正法案J(骨子)を発表した。それに
先だって， C'sは， NPOパートナーズとの懇

談会を開き，新進党案に対して多くの要望を試

みた。しかし要望は開き容れられないまま，骨

子は発表された。

8丹 4BのC'sの月例フォーラムで，河村

たかし議員により新進党案が説明された。しか

し，その内容はC'sにとって支持できるもの

ではなかった。C'sと新進党のビジョンの相違

が，明確に認識された出来事であったとされ

る。C'sはその後も何度も修正の要望を試みた

が，新進党案にはほとんど活かされなかった。

したがって，以後， C'sは与党NPOブブρロジエ

クトチ一ムに期待せざるを得なくなつた9船1日)

8月2幻1臼， C's は「市民活動推進法・試案

(1版)Jを発表し，これにもとづく市民活動

推進法案の作成に入った。試案の内容は，①私

的自治の原則，②主務官庁を設けない，③準則

主義の原則，④法人税は「人格なき社団Jとし
ての取扱い等である。

10月16日， C's等の市民罰体は，経済企画

庁に対し f官主導の非営利セクターの再編に反

対するj旨の申し入れを行った。その際， C's 

は f市民活動推進法・試案 (3版)Jに盛られ

た f法人制度と税法上の優遇措置を制度的に切

り離すJことを主張した昭)。

11月 7日，新進党の「市民公主主活動を行う

団体に対する法人格付与等に隠する法律案Jが
衆議院事務局に提出された。しかし法案の内容

は，以前から市民罰体が修正を要望していた点

のうち，会員の上隈の規定が郎徐されたのみで

あった。特に「地域主義jの規定が郎除されて

いなかったために，会極的な活動を展開してい

90) 1シーズのご案内 '95J.
91)松原氏の講演-回答.

92) c' S， p. 78. 
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る市民団体や，海外で開発支援活動を行ってい るNGOは一斉に反発した田)。

U 与党案第1次合意の破棄から第2次合意まで

年表3第3期 '96.1一'96.9

年 月日 政府(内総・省庁) 議員・国会 市民団体

自民党行政改革推進本部規制

1996 l月 緩和委員会で公益法人問題が
取りよげられる.

村山内閣が退嫁を表明する. 自民党，社会党，さきがけの

5日 与党がi表立政権維持を篠認す
る.

与党3党が新たな政策合意に
達し，法人格付与法に潟して

88 f議員立法により次期通常国
会での成立を目指すjことが

確認される.

98 
C'sが rNPO法に関する緊急

会議J(東京)を開催する.
NIRA報告書 fボ、ランァイア
等の支援方策に隠する総合的

10日
研究J(研究代表者:111弁
健)が出版される(関係省11
連絡会議・中鶴報告と同趣旨

の内容といわれるに

第l次橋本内潟(自社さ遼 ①第135関議時間会が召集さ
fL)が発足する (96年11月7 れる(1fl138までに②3

11日 日まで). 党連立は維持される.CE新進
党案が内濁委員会に付託され

る.

12日
内閣委員会が新進党案の継続

審査を決定する.

198 
社会党は党名を社民党に変更

する.

93) c' s， p. 6.新進党案が結果的に立法化に歪らなかっ

た理El:!について，公共政策研究会発足準備委員会

(NPO法に潟する政治・政策評価プロジェクト)

は，次のように解釈している.r新進党案は，大学
教授や国会スタッフ，官僚といった識者や専門家中

心の政策立案，ヒアリング実施が包立っており，そ

の限られた関係者による立案と政策情報を法案完成

まで極力非公開という姿勢が，新進党の政策情報の

不透明さや市民団体との情報格差を引き起こしてい

たことは事実であるJ.r新進党NPO議員立法専門

委員会が(当該法案の)ニーズと問題環境の現状を

的確に抱援し，それらの情報を碁にした情報戦略，

つまり政策形成において政策プロモーションが十分

でなかったことがあげられるだろうJ.さらにrrボ、

ランテイアや福祉活動等の NPO活動をいかに捻

進，あるいは救済支援するための法律をつくるか」

という現場救済策を推進する市民団体のミッション

との相違が，様々な局簡で見受けられるJ.r新進党
NPO議員立法専門委員会は，①日本新党タスクフ

ォース持代から NPO法について十分検討し，法案

を先駆けて作成してきたという自信と，②政策立案

者として包括的かっ永続的な法案作りをしなければ

ならず，一部の市民団体の意見のみを前提に作成で

きないとする政策立案社仮ijの論理があったからであ

るJ.筆者による黒淳氏への穏取調査 (1999/6/5

と2001/11/15実施)および f準備委員会報告書，
pp.74-75J. 
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年 月臼 政府(内隠・省庁) 議員・国会 市民団体

①第136宙通常国会が召集さ
れる (6月19日まで) (96年

1996 1月22B
度予算成立，住専問題，薬害

エイズ， TBS問題等).②新
進党案が内隠委員会に付託さ

れる.

市民フォーフム21が f市民活
24B 動のサポートセンターを諾

るjを開催する.

与党プロジ、エクトチームが，

「市民活動法案J(骨子)に
2月 1B 関して，さきがけから提出さ

れた確認文著書「与党問O確
認事項jを含め合意する.

自由人権協会が「市民活動団

体法人イヒに伴う税制上の支援
5日 f昔遣についてJを与野党の各

プロジ、ェクトチームに提出す

る.

c' s iJ~ f市民活動促進法案に

6日
ついての要さ望書jを与党3党
プロジ、エクトチームに提出す

る.

明治生命.JYVAが「新しい

7B 市民活動の法制j疫の動向と市

民間体の役割jを議論する.

与党プロジェクトチームで，

8B さきがけ案「市民活動促進法
案(仮称)Jが提示される.

神奈川ワ カーズ・コレクァ

10B イブ連合会等が f市民活動法
人法案」を発表する.

熊代議員が与党プロジェクト

15B 
チームの糞f壬座長になり，第
3図ヒアリングを 6団体に対
し実施する.

20日
新進党が税制調交会・ NPO
税制j勉強会を開催する.

市民セクタ 支援研究会が

「第l阪公開研究フォーラ

24B ム;市民活動促進法制度と自

治体の役割・課題jを潟催す

る.

与党行政改革プロジェクトチ 逮絡会が「公開フォーラム;

3月2日 ムが公益法人問題を取り上 NPO法案とこれからの市民
げまる. 社会」を開催(大阪)する.

4B 
伎専問題による新進党の座り

込みで闘会が空転する.

連合・市民ボフンァイアネッ

5 B 
トワ クが fNPO法鋭化を

めざす緊急集会」を開催す

る.

PANが f非営利法人制度実

6B 
現のための芸術文化の集い」

を開催する.翌 B~議会議題喜を
1T一つ、. 
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年 丹臼 政府(内関・省庁) 議員・国会 市民団体

CI連絡会が fNPOフォ フ

1996 3月9日
ムmひろしまJを開催する.
②C'sが f市民が変わる，日
本が変わるjを開催する.

連絡会主催の f公潟討論;じ

23日 っくり話し合おうNPO法

制UJ(東京)が開催される.

4月
新進党か1NPO法税制改革法

案のあらましを発表する.

自民党i立与党プロジ、ェクトチ

…ムに fr官民活動促進法j骨

3日
子(索)(熊代試案)に対する修
正案を提出する.これは熊代

試案と 2月1Bの合意を大橋

に後退させるものである.

与党プロジェクトチームが関

かれる(以降，関かれなくな

11B る).社民党，さきがけが自

民修正案に反発し，取りまと

めが経礁に乗り上げる.

CI住専問題と加藤紘一氏の喚

24B 
間をめぐり盟会が空転する.

②新進党治宝fNPO法に関わる意

見交換会J(東京)を開催する.

連絡会主催の勉強会「共産党

5月10日 はこう考えるJ(東京)が関
催される.

与党政策調整会議は，第136 NIRA報告書事(研究代表者:

24日
間通常国会へのNPO法案提 木原勝彬)で民法改正(2案)
l:ilを一旦断念することを発表 と非営利法人要綱が発表され

する. る.

『日経』社説は連立与党の

27B NPO法案に対する在り方を

強く批判する.

新進党は f法人税法等の一部

31B を改iEする法案jを国会に提

出する.

新進党NPOパートナーズ

6月1B が，党内読書室のために党三役

と会談する.

①加藤紘一自民政務調査会長
がヤミ献金問重量により衆議院

委員会に参考人として呼ば

れ，現金授受を否定する.②

与党政策誘整会議が，与党

NPOプロジェクトチームに

現在の議論の状況報告を求め

る.→与党NPOプロジェク

4B トチ…ムは「議論経過jを作成

する.→五島社民党責任座長

が「社民党試案Jを提示する.
→与党NPOプロジェクトチ

一ムでの合意を見ないまま，

与党政策調整会議に検討状況

が報告され，向会議3党E霊長

(与謝野馨自民政務官調査会主主

代理など)の預かりとなる.
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年 月日 政府(内務・省庁) 議員・国会 市民団体

政府が介護保険制度案大綱を 自民党が「市民活動促進法

老人保健福祉審議会などに諮 案jを発表する.C?:新進党が

1996 6月6日 問する. 「法人格付与法案Jと「税制

改正法案jを協会に提出す

る.

7日
住専処理法案が衆議院を通過

する.

10日
さきがけが堂本試案の修正案

を作成する.

①共産党が「非営利法人法要

続jを発表する.②与党3党

の各最終案が与党政策調整会

11日 議に提出され，事実上，議論

-調書室がプロジェクトチーム

から与党政策調整会議に移

る.

緊急フォ ラム iNPO法案

12B を審議しようけが関かれ

る.

衆議i涜内閣委員会で新進党の
13B 「法人格付与法案jの審議が

始まる.

大蔵省の幹部が「税金はすべ ①衆議i突大蔵委員会と地方行
て税務署に出してもらい，大 政委員会で，新進党の f税制
蔵省が配分する.木に竹を接 改正法案jの継続審議を否決

ぐようなことはできないJと し，問法案は廃案になる.②

18日
し，税総優遇措震を含む新進 与党プロジェクトチームは，

党案に反対する. 秋に向けて調整を続けること

にし，第136図通常沼会への

NPO法案提出を正式に断念

する.c主住専処理法案が国会
を通過する.

①第136図通常呂会が閉じ

19日 る.②次の第137回臨時盟会

で衆議院解散が確実になる.

①与党行政改革プロジ、エクト

チームが「公益法人運営等に

隠する提言」を取りまとめ，

政府に提出する.②NPO法

7月3B に関する議論l立与党政策調整

会議で7月に数回のみ開催さ

れるが， 9 jjまで全く進展せ

ず， 11也の問題がクローズアツ

プされる.

濁議において宮房長官が f公

16日
益法人等の指導監督等に隠す

る関係閣僚会議Jの開催等を

表明する.

民主党結成の準備段階で「市 C'sが fアカウンタピリテイ

8月
民活動Z重視」の政策が打ち出 研究会jと f会費・寄付金集
される. め研究会Jをスタートさせ

る.

「公益法人の設立許可及び指 東京都が調査報告書「行政と

9月 導車ま督ま審理主jが協議決定され 民濁団体(NPO)Jを発表す

る. る.

17日 民主党設立委員会が発足する.
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年 月日 政府(内閣・省庁) 議員・国会 市民鴎体

①与党政策務整会議(山崎

拓，伊藤茂， i度海紀三郎)に
おいて「市民活動促進法案に

関する同意事項」が交わされ

る(慶長会主主 p実包→11攻
1996 9月18臼 g等).それに沿った「市民

活動促進法案(仮称)の要旨j
が提示される.②さきがけが

党の主張が採り入れられたと

して fNPO法案の合意Jを
発表する.

衆議i淀選を前にした与党政策
担当者会議(与党政策調整会

19B 議)で，漸く「市民活動促進

法案にかんする合意事項」が

まとまる.

公益法人等指導監督連絡会議

で決定していた従来のまま準を

整理・強化した f公益法人の

設立許可及び指導監督碁

20 日 準J，および公益法人による
行政代行的行為等の透明化を

rg]るための f公益法人に対す

る検査等の委託等に演する基

準jが鴎議決定される.

衆議続政治倫理審査会におい

25B ても，加藤幹事長がヤミ献金

疑惑を否定する.

①第1371Hl臨待問会召集と問

27B 
時に衆議院が解散する.②こ

れにより新進党の「法人格司法

律案」は廃案になる.

28B 
民主党が結成され， NPO法 NPOサポートセンタ一連絡

の制定を唱える. 会が発足する.

1 議員・盟会

96年が明けると政治状況は一変した。まず

1月 5B，村山富市首相が突然退陣を表明し

た。 1月 8日，自民党，社会党(1月 11日，

日本社会党は党名を社会民主党に変更)，さき

がけの与党 3党は，連立政権の維持を確認し，

上位機関に当たり，行き詰まったプロジェクト

チームを認整する重要な機関である(関1)。

しかしこの時期，与党政策調整会議は，住専処

理問題と加藤紘一氏喚問問題のために，全く機

能しなくなっていた。与党 3党を束ねていた

加藤紘一自民党政務調査会長が， r共和からの
ヤミ献金j問題で逃げ回り，政治の表舞台に出

られなくなり，統率力を欠く状況が続いた。こ

のため自民党内での内部認整が関難になると同

時に，与党問の調整も不可能になってしまっ

た。

f新しい政権に向けての 3党合意Jを作成し
た。この 3党合意の中で「市民活動促進法に

関しでは，議員立法により次期通常国会での成

立を自指すjことが明記された。 1月 8日，

橋本龍太郎内閣が発足した制。

与党政策誘整会議は，プロジェクトチームの

94) c' s， p.11. 

閉会審議も住専処理問題に集中していた。こ

の住専問題と加藤氏喚問問題をめぐって国会は

空転を続けた (3月4日 4月24B)。しかし
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i自民党 II社民党 i | さきがけ | | 選立与党 | 

出所:c与.p.17. 

図1 連立与党の意思決定システム

5月末には，住専処理法案が衆議践を通過し

た。また 6月 4B.衆議院委員会で加藤氏は

参考人として喚問され，疑惑を杏定した。

この時点でようやく，与党政策調整会議の関

心は，積み残されていた他の重要法案に移って

いった。これら重要法案としては.NPO法案，

介護保健法，民法改正案，独占禁止法改正案，

盟会等移転法改正案，サッカーくじ法案，新民

事訴訟法案などが上げられる制。

9月13B，民主党の設立委員会が発足し

たO

9月25日，衆議院政治倫理審査会でも，加

藤自民党幹事長がヤミ献金疑惑を自ら否定し

た。

9月27B，第 137田臨時国会が苔集される

と同時に，衆議院は解散した。

なお，この時期，非営利組織を育成しようと

する NPO法の制定努力とは，全く正反対の動

きがみられた。 7月 3日，与党行政改革プロ

ジェクトチームが「公益法人運営等に関する提

95) c' s. p.17.松原氏の講演・回答.

を取りまとめ，政府に提出した。さらに， 9 

丹20B，公益法人等指導監督会議で決定して

いた従来の基準を整理・強化した「公益法人の

設立許可及び指導監督基準J，および公益法人
の行政代行的行為等の透明牲を図るための f公

益法人に対する検査等の委託等に関する基準J
が潟議決定された。

(1) 与党 3党議員

① 立ち往生した与党案

2月 1B，与党プロジェクトチームにおい

て「市民活動促進法案(仮称、)J骨子が確認文

を含め正式に合意され， 95年末の混乱は一

応収拾された。

2月 8臼，堂本暁子さきがけ責怪康長が，

与党プロジェクトチームに「市民活動促進法案

(仮称、)J(堂本試案)を提示するとともに，こ

の法案の国会提出8を3月15日とした。

このf市民活動促進法案(仮称、)J(堂本試案)

の内容は， 95年 9月26Bにさきがけが提示

した「市民活動法人法案J(堂本試案)の内容
とは全く異なっていた。その内容は，あくまで

も2月 1Bの 3党合意に期した内容であっ
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た。この新しい f市民活動促進法案(仮称)J

の場合にも rNPO法人の政治活動の制限をど

の程度行うかJに腐して 3党問で争点にな
っていた刷。

2月15日，責任mf長が，さきがけの堂本暁
子議員から自民党の熊代昭彦議員に交代した。

先の 2月 8Bの堂本試案に対して自民党が修

正案を提出し，調整がなされるはずであった。

しかし熊代議員が座長になると，プロジェクト

チームが動かなくなってしまった。原因は自民

党内での意見対立であった。

自民党内には fなぜ社民党やさきがけを利す

るような法律をつくるのかJ，r市民団体は反自
民団体であるJという主張があった。また「自
民党は宮僚性善説を信じているjと発言する議

員もおり， r官庁に監督させるのが良い法律で
あるJという文化があった問。

さらに，向時に税制優遇法案も提出すること

に慎重論が強まった。宗教法人の特権を利用し

たオウム真理教の例もあったからである。した

がって，社民党やさきがけの主張を受け容れる

べきではないということになった98)。

一方，国会では，上述のように，前年の 12

月四日に提出された住専処理法案が，大きく

クローズアップされた。 3月 4B，新進党が

国会でmfり込みを始めると，審議は停止してし
まった。このため，盟会全体の審議日程は大幅

に遅れ， 3丹羽目に与党案を盟会に提出する

というプロジェクトチームの目標も，達成鴎難

になった則。

与党プロジェクトチームの作業は大轄に遅れ

ていた。 4月 3日になってようやく，自民党

修正案が提出された。しかし自民党修正案の内

容は，以下のように 2丹 1日の骨子試案の合

意を大きく後退させるものであった。すなわ

96) C' s， p.11. 
97)向上

98) r東京読売.1(1996/6/8車丹羽U)• 
99) C' S， p. 11. 

ち，(I合意骨子に比して，公主主性の要件を二重

に課している。②通常要する費用を上回る対{簡

を受けて行う活動を含まない。③政治活動を制

捜している。④広域で活動する罰体の所轄庁は

中央官庁とする。⑤何時でも立ち入り検査でき

るl刷。

②社さの度発とプロジェクトチーム方式の行

き詰まり

これに対して，社民党とさきがけは，自民党

案には同意できない旨を明確にした。特に社民

党は， 4月11日の与党プロジェクトチームに

おいて「市民活動促進法案(仮称)に対する社会

民主党の基本的な考え方jを文書で発表すると

ともに，関係団体にも送付し，社民党の立場を明

らかにした。自民党もこれ以上の修正はできな

いことを伝えた。これを契機に，従来のように

プロジ、エクトチームにおいて，自民党の熊代試

案をベースに与党 3党の主張を調整しながら

法案を作成する方式は，機能しなくなった叩1)。

S月24日，プロジェクトチームにおける合

意を見ないまま，与党政策調整会議において解

決策が採られた。しかし解決策は見つからず

rNPO法案の今酪会提出を断念するjと発表

した。

これに対して，同じ日の日本経済新開，朝日

新聞等は，与党 3党による NPO法案提出断

念を大きく取り上げ，与党 3党を批判した。

日本経済新開は 5月27日の社説でも rNPO

法案で露呈した政治の無責任Jとの見出しで，
与党 3党の姿勢を激しく批判した。

与党政策誘整会議は，世論の批判に直恋し，

プロジェクトチームに対して議論の状況報告を

求めた。 6月 4日の午前中，プロジェクトチ

ームは会合を開き，報告書「与党NPOプロジ

ェクトの議論経過Jを作成し，五鳥正規社民党
素任座長が，与党政策調整会議に提出すること

になった。なおこの会合で，五島座長が社民党

100) c' s， p.12. 
101) c' s， pp.12-15， p.17. 
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試案を提示した問。

③ 通常臨会終盤の顛末

6月 48の午後，与党プロジェクトチーム

から報告書を受け取った与党政策調整会議は，

この議論を引き取ることを決定した。同時に，

与党プロジェクトチームに対し， 6月11日に

3党の試案を提出するように求めた。

この要請にもとづき，自民党は再度，党内各

部会の責任者会議を開き，党としての市民活動

促進法案(試案)をまとめ直し 6月 68， 

発表した。さきがけは，先の堂本試案の修正案

を作成し 6月108，発表した。

6丹118， 3党の試案が与党政策調整会議

に提出された。これにより連立与党における議

論の場は，完全にプロジェクトチームから与党

政策調整会議に移ることになった。しかし，こ

の時期の与党政策調整会議は，介護保険法案等

の重要な法案を積み残しており， NPO法案の

調整を開始できる状況になかった。最終的にf秋

に向けて調整を続けるjことにし，第136由通

常国会への法案の提出を正式に断念することに

なった1問。

④ 第 2次与党合意案の成立

96年 6月19日，第 136間通常国会が閉じ

た。 NPO法に関する議論は，通常盟会終了後，

与党政策調整会議において，もっぱら自民党と

さきがけの聞で，自民党案をベースに交渉が続

けられた。しかし政界では，秋に閉会する第137

毘臨時盟会の冒頭での衆議院解散が確実被され

ていたことから，夏季の与党政策諦整会議はほ

とんど進展しなかった。また大蔵省解体，介護

保険法案，沖縄米軍基地問題等が，与党政策調

整会議において大いに議論されていたために，

NPO法案に関する議論は 7月に数回行われた

のみで， 9月まで会く進麗しなかった。

環境が大きく変化したのは，民主党が結成さ

102) c' s， p.17. 

103) C' s， p. 20. 

れることになった 9月の初め頃になってから

である。この民主党の結成は，与党 3党の隠

のパワーバランスに微妙な影響を及lました。

民主党は 8月の結成準備段階で「市民活

動重視jの政策を発表するとともに， NPO法

案制定をその基本政策の 1っとした。当時，

さきがけから民主党の結成に参加した鳩山由紀

夫議員は「自民党，社民党，さきがけの与党

3党の枠組では，望ましい NPO法案ができな

かったことも民主党結成の一因であるjと述べ

ている。

自民党は次の 2つの理由から，さきがけの

要求を}I僚次受け容れるようになった。①近付く

総選挙を前に，野党に有利な争点を残したくな

い。②総選挙後の連立政権のために実績を作っ

ておきたい。

さきがけも，民主党結成に参加した前さきが

け議員の協力を得て，自らの意見を自民党に対

して強く主張できるようになった刷。

与党政策調整会議において，与謝野馨自民党

政務調査会長代理が自らの主要任で，渡海紀三郎

さきがけ政務調査会長と積極的に内容の詰めの

作業を進め，合意していった。まず，これまで

溝の埋まらなかった「公共性Jゃ f政治活動の
制限Jに関して，自民党は社民党とさきがけに
大臨に譲歩し，合意した。最後まで残った問題

は，①市民活動を定義する際の f公益性Jの問
題と，②活動団体を定義する際の f活動に通常

要する費用を上回る対価を受けて行うものを含

まないjとする「抵廉性Jの問題であった。
①の公益性の問題は， r公益の増進に寄与す
ることを呂的とするJを「不特定かつ多数のも
のの利益の増進に寄与するJことに修正し，合
意された。

②の「低廉性Jの問題に自民党がこだ、わった
のは，次のような理由からである。自民党は，

民法第34条の公益法人と NPOとの区別の必

104) C' s， p. 22. 
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要性を主張していた。この自民党がNPO法に ⑤ 脅子試案と政策調整会議合意の違い

賛成するようになったのは，当時議論されてい

た介護保険法との関係からであるといわれてい

る。介護保険制度が実施された場合，保険料で

実際に提供されるサーピスは，低廉なものでし

かあり得ない。その低廉なサービスを NPOに

提供させようと考えていたのである。この「低

廉性jの問題も，さきがけの議員が何度も交渉

し「活動に通常要する費用を上田る対価を受け

て行うものを含まないJを f関かれた社会費献
活動jに修正し，合意された。関かれた社会貢

獄活動とは，①有給役員の数は役員総数の始以

下，②有給職員の数は常勤職員総数の始以下，

③会員資格制限の禁止を指すとされる。

9月18日，与党政策調整会議(自民座長は

山崎拓，社民座長は伊藤茂，さきがけ座長は渡

海紀三郎の各議員)において， r市民活動促進
法案 (NPO法案)に関する合意事項jが確認

され，問時にそれにもとづいて「市民活動促進

法案(仮称)の要旨Jが提示された。これが第
2次与党合意案の成立である。

この第 2次与党合意案の内容は以下の通り

である。① f公益の増進Jの文書を目的の項に
入れ，定義の項から外す。②市民活動を「ボラ

ンティアをはじめとする不特定かっ多数のもの

の利益の増進に寄与することを目的とするも

のJと定義する。③市民活動法人の政治活動を
「政治上の主義の推進を主たる目的としないJ
ことに修正する。④所轄庁は都道府県知事と

し，都道府県の事務は団体委任事務とする。⑤

税制優遇措震は別の法律で定める。

第 2次与党合意案は，総合的に判断すると

自民党の大幅な譲歩と捉えられ，さきがけと社

民党が玉虫色ながら成果を勝ち取ったといえ

る。 9月19日，したがって，さきがけは「わ

が党の主張をほぼ全面的に取り容れる形で，与

党案の合意に達したJと勝利宣言を行った制。

105) C's，pp.22-23. 

何年 12月14日に与党 3党のプロジェクト

チームが作成した「骨子試案jと， 96年 9月

19日に与党政策調整会議が合意した「法案の

要旨俸はとの構成および内容の棺違は次の通り

である。

まず構成の第 lの根違は，税制優遇の規定

が f骨子試案jには含まれていたが， r法案の
要旨(菊」では部除されていることである。 97

年 6月 4日の与党政策調整会議では， r市民
活動促進法案と税政優遇措置の法案は同時に提

出するJとしていたが，それ以降，税制案が議
論されることはなかった。このため f法案の要

旨(築~)J には盛られなかったのである。

その理由として，次の 4点が上げられる O

①与党 3党の関で税制優遇法案の内容につい

て，会く合意ができなかった。省庁連絡会議の

中間報告を内容とする自民党案に対して，社民

党とさきがけが反発していた。②6月初旬の

自民党内の部会責任者会において，自民党案を

再度まとめた際に剖られた。③それ以降の与党

政策調整会議においては，法人制度の議論に終

始してしまった。④社民党とさきがけは税制優

遇制度を強く主張しなかった。ただし， r法案
の要旨(案)Jには盛られなかったことは，与党

3党跨で税制優遇措置に関する検討が終わっ

たことを決して意味するものではなかった。与

党プロジェクトチームは，第 1段階で法人制

度の整備を，第 2段階で税制優遇制度の段階

的整僚を考えていた。

構成の第 2の相違は， r国および地方公共自
体の助成等Jが「骨子試案jには含まれていた
が， r法案の要旨(掲Jでは削られていたことで
ある。

構成の第 3の相違は， r骨子試案Jにあった
「基本理念Jが滑え，その内容は「法案の要旨

(案~)J における市民活動の定義や市民活動法人の

要件に盛られていることである。

内容に関する相違は次の 5つであった。

①対象となる団体の定義と基本理念につい
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て r骨子試案jでは「市民の自主的な社会
参加活動J，r公益の増進に資するものjであ
った。 f法案の要旨(案:)Jでは「市民に関かれ

た自由な社会貢献活動であってJ，r不特定か
っ多数のものの利話の増進に寄与することを

目的とするものJである。
②対象とする国体の範囲が15項告から 11項

自に減った。

③ 政治活動の制限について r骨子試案jで
は政策提言が禁止される方向であったが，r法
案の要旨(案:)Jでは政策提言は可能であるとい

う表現に改められた。

④ 法人の所轄庁について r骨子試案Jでは
都道府県だけであったが， r法案の要旨傑)J
では都道府県と経済企画庁になった。

⑤認証の絞り消しについて r骨子試案jで
はなかったのに，r法案の要旨(案:)Jでは改善命

令を前提としない取り泊しが設けられた附。

(2) 野党議員

95年11月 7日，新進党は第 134回臨時国

会に「市民公主主活動を行う関体に対する法人格

の付与等に関する法律案Jを提出した。 12月
8日，衆議院本会議で提案の趣旨説明が行わ

れ，内閣委員会に付託された。しかし会期末の

ため，審議されないまま，国会は開会した刷。

96年に入ると，新進党案に対する支持を獲

得するための活動が，以下のように精力的に展

開された。 1月 88，芸術団体や毅子劇場等

の芸術鑑賞団体のネットワークである PAN(芸

団協)に対して説明を， 2月 6日，経団連社

会貢献部に対して説明を， 3月 6日， PAN 

の集会に参加し説明をそれぞれ行った。また党

内でも，前年の 12月19日，村井仁党税制会長

や野田毅「明Bの内閣J大蔵担当などの党幹部
にも説明を試みた。 2月208，党全体・議員

106) C's，pp.24-25. 

107) C' s， p.11. 

を巻き込み，賛同を得るために「税制調査会-

NPO税制勉強会Jを跨催した。
それらと並行して，税制改正案を修正するた

めに，衆議院法制局や市村耕治朝B大学教授と

の協議を進めた。これらの結果をもとに， 4 

月，新進党は rNPO法税制改革法案のあらま

しJを発表した。この「あらましjは，単に新
しい「市民公益法人jに寄付金控除などの資格

を簡易に付与しようとするだけのものではな

い。既存の公益法人に関しでも，同様の優遇資

格を簡易に受けられるようにしようとするもの

である。したがって f特定公益増進法人j制度

の全面的改正を意図したものである。具体的に

は，①市民公益法人は民法公益法人なみの課税

扱いをする，②都道府県知事が特定公益増進法

人の認定を行う，Q:特定公益増進法人の認定要

件は抜本的に改革する，④寄付金控除率を改正

する，等である。

4月248，党内調整のために rNPO法に

関わる意見交換会jを隠催した。説明は，地域

基盤，法人格，認証などの法案の骨格に関して

試みられた。

6月 18，河村議員が党内調整のために党

3役との会談を 6月 2日，党政策審議会で

の会合をそれぞれ持った。 6月 68，新進党

は rNPOに関わる税制についての報告会jを

隠寵している。河村議員らは， NPO法案の国

会提出を党として一致して進めるために，さま

ざまな努力を試みた。

その少し前の 5月318，新進党は「あらま

しJをもとに，改正の整理法である「法人税法
の一部を改正する法律案Jと「地方税法の一部
を改正する法律案Jを国会に提出した。
6月 6日，新進党は「市民公益活動を行う

団体に対する法人格の付与等に関する法律案J
を提出するとともに，上記の 2つの整理法を

第136盟通常国会に再提出した。

しかし 6月13日，新進党の法人格付与法案

は審議されず持ち越しとなった。また 6月18

日 2つの整理法案が衆議院大蔵委員会で趣
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旨説明がなされた。その燦，新進党からそれら

法案の継続審議の要議がなされた。与党 3党

はこれを受け付けず 1盟の質疑もしないま

ま継続審議の採決を行い，多数決で否決した。

この継続審議の沓決は，明らかに，自らの

NPO法案をまとめきれずにいた与党 3党が，

新進党案を中心に審議されるのを回避するため

に行ったものである酬。

新進党案の作成に力を注いだ河村たかし議員

は，現行税制に崩執する大蔵省の根盟しにつぶ

されたと批判した。彼は，大蔵省の幹部から新

進党案の廃案直後に「税金はすべて税務署に納

めてもらい，大蔵省が配分する。木に竹を接ぐ

ようなことはできないjといわれた酬。

6月118，以上述べた与党や新進党の動き

とは独立に，日本共産党は f非営利法人要綱j

を発表した。

NPO法案にとって大きな山場となるはずで、

あった第136間通常闇会は， NPO法案につい

て侭ら議論することなく， 6月198，閉会し

た。そして，次の 9月27日開会予定の第137

回臨時国会は，冒頭で解散し，衆議院選挙に突

入することが確実になった附。

2 市民団体

この時期になると，多くの市民団体がNPO

法の議論に参加するようになり，主張も次第に

分かれるようになった111)。

まず95年 12月158，日本弁護士連合会が

「市民活動団体に関する法制度改輩に関する提

言Jを発表した。 C'sは， 96年 2月 S日，
新進党のNPOパートナーズに 2月 6日，

与党 3党のプロジェクトチ…ムに，それぞれ

108) 毎日新湾 (1996/6/22朝刊).

109) r大阪読売j(1996/11113車丹羽U).鵜錫孝迭(1999). 
「震災から NPOへJ，岩崎信彦他編著， r阪神・淡
路大震災の社会学第 2巻避難生活の社会.1.昭和

蛍， p.360. 

110) C' s， p. 22. 

111) C' s， p.11. 

「市民活動促進法案についての要望書jを提出

した。 2月 10日，神奈川ワーカ…ズコレクテ

イブ連合会等が「神奈川発市民による市民の

ための『市民活動法人法J案Jを発表した。こ
れらの提雷や法案はいずれも，①準期主義によ

る市民団体への法人格付与，②官庁による市民

団体の監督は不要の 2点では一致していた。

一方 3月 5日，与党案の合意が進まない

ことに危機感を持った連合・市民ボランティア

ネットワークは fNPO法制化を目指す緊急集

会jを開催し， f内容は 2の次で，まずは立法

をJと訴えたo 3月 68， PAN は集会を開
催し，独自の立場から「文化・芸術団体に非営

利法人制度と税制優遇をj訴えた。

3月 9日，連絡会やC'sは，行政による監

督のないNPO法の実現に向けてフオ一ラムや
シンポジウムの隠催やロど…活動を行つた日山凶2剖)

6月l叩O臼，上述の政党の動きに対応して，市

民活動の制度に関する迷絡会・有志77名は，

与党 3党，新進党，共産党の各党に対して「市

民活動団体等への法人格付与に関する法案

(NPO法案)についての要望書jを提出した。

この要望書の内容は，次の 3点からなってい

る。①新しい制度は要件を満たす団体であれ

ば，準期主義によって輯広く法人格を付与すべ

きである O ②法人の不正行為に対する監視は，

情報公開に基づく社会全体の責任とし，特定の

行政庁による監督糞任が発生するような仕組に

はしないことが重要である。③法人設立と税制

優遇とは切り離して考えることが重要であるO

さらに 6丹128，緊急フォーラム fNPO

法案を審議しようjが開催された。

112) C' s， pp. 36-38. 
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V 与党案第2次合意から民主党との讃整を経て衆議院通過まで

年表4第4期 '96.10-'97.6 

年 月日 政府(内鴎・省庁) 議員・国会 市民団体

①初の小選挙区比例代表並列

制による第41関衆議段選で，

自民党は239議席を獲得し第
1党に復帰したが，過半数の

250議席を割った.新進党は

1996 lOJi 20臼
156議席と伸び悩み，民主党

は52議席を獲得する.社民党

(15議席)とさきがけは議

席)は議席を激減させ，額外

協力へと方針を転換する.②

熊代議員が与党政策議室主会議

の協議結果を受け取る.

26臼
自社さ 3党の政策協議が路始
される.

自社さ 3党の政策協議が終了

30日
し， 3党主脳会談で「新しい
政権iこ向けての3党政策合

意jを確認する.

3党の政策合意の中に iNPO

318 
法案と介護保険法案を次期通

常E司会に提出し，成立を図
る」ことが盛り込まれる.

第2次橋本内関(改造内閣， 第138悶特別留会が召集され

11月78
自民単独だが社民・さきがけ る (11月128までに
iま潟外協力)が発足する (97

年9月88までに

与党NPOプロジェクトチー

ムの崩壊によって，与党糞任

者会議(熊代，辻本，渡海)

中旬 により議論が開始され，非公

式会議になる.臨時国会に

NPO法案を提出することに

合意する.

218 
社民党が市民団体とNPO法 大IiaNPOセンタ が発足す
案について意見を交換する. る.

22日
臼ヱドNPOセンターが発足す

る.

与党NPO協議<1 >で自民

28日 党案(熊代試案)が提出され

る.

政府は介護保険法案を衆議院 ①第139回線時国会が召集さ
に提出する. れる(12月18日までに(I新

進党の法人格付与法案・税政

29日 改正法案が衆議院に再捻出さ

れる.@社民党辻本議員が衆

議j涜法制i局と打ち合わせ，辻

本試案づくりを始める.

12月2日
社民党が電話により市民間体

の実態を調査する.

38 
与党NPO協議<2 >で辻本

試案が提出される.
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年 月日 政府(内閣・省庁) 議員・協会 市民団体

①与党NPO協議<3 >で解
数時の市民法人への委譲と

r5人以下J項目の削徐に合

1996 12月5日
意する.→辻本試案が提出さ

れる.②C'sのシンポジウム
で民主党金田議員が，与党と

修正協議の用意があることを

表明する.

社民党の政審全体会議で与党 市民団体が伊藤幹事長(社民

6B NPO協議の経過が報告され 党)へ申し入れる.

る.

①自民党総務会で熊代議員が

報告する.熊代議員に 5項自
の申し入れがなされる.自民

党より公開悪事関は努力規定と

して了解，書留提示も了解さ

9 B れる.ただし，立入検査時の

潟係者の同意規定は不可との

返事がなされる.②与党政策

調整会議で担当議員(熊代，

辻本， i度海)より経過報告が
なされる.

3党事務局レベル会議で各党 NPOに関する市民集会が関

11日 事務局，経済企画庁，法制局 催される.

が線部について検討する.

①与党政策調整会議で， NPO 

法案の臨時国会提出の方針

が厨まる.②与党NPO協議
< 4 >で総理府令をチェック

12B し，法制局の案を検討し，所

轄庁への社長名簿提出問題を

検討する.③民主党が「第1
次民主党の考え方Jを作成す
る.

①与党事務局レベル会議，各 市民団体が社長名簿の項尽に

党事務局，法制l局が細部につ 関して反発の声を上げる.
13B いて検討する.(討を民党政審

全体会議で，与党NPO協議

の経過が報告される.

①与党問O協議<5 > (与党
寅任者会議)で社主署名簿提出

については留保，市民団体か

らの意見聴取を条件に法案が

16日
了承される.②熊代，小JlI，
河村，武村議員が「市民活動

促進法案j を第139[!j]~毎時間
会に提出するが，審議されな

かった.③社民党と民主党が

初の顔合せをする.

17日
与党NPOプロジェクトチー JCが公開緊急討論会を関
ムが記者会見をする. く.

①第139図臨時属会が陽じ

18B る.C?:新進党案と与党案は継

続審議になる.

26B 
羽ar太i湯党Jが旗揚げをす
る.
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年 月日 政府(P'I隠・省庁) 議員・面会 市民団体

1997 I月
JCが「地球市民活動推進法
(試案)Jを発表する.

①日本海で遭難したロシア船

籍のナホトカ号から重泌が流

2日 出する.②多数のボランテイ

アが，流出重油の除去作業に

活躍する.

168 
NPO討論会で第1次アンケ
ート用紙が配布される.

社民党辻本議員と民主党金田 連絡会がシンポジウム「徹底

178 議員が意見交換をする. 検討!市民活動促進法案jを

関く.

20日
第140部通常国会が召集され
る (6月188までに

社民党か下宿O法案lこ関する

29日 アンケート用紙を約300の市

民団体に送付する.

与党3党が，民主党，新進党

2月3日
パートナーズ，太湯党に対し

て与党案をベースにした協議

を呼び掛ける.

①民主党が5市民団体に対し

て公算書の意見交換会を開く

「第 l次民主党の考え方(鰯」

が捻示される.②新進党と民

58 主党が市民団体向けのとアリ

ングを開催する.③新進党は

2月から 3月にかけて民主党
や社民党に対して多数派工作

をする.

民主党政調において「第l次

6臼 民主党の考え方」が決定され

る.

11日
構想日本が f公活動促進法
案Jを発表する.

PANが iNPO法案現のため

12日 の芸術・文化の集い」を澱僕

する.

13日
PANがE窓会事寄願運動を行

つ.
与党NPO協議<6>が関かれ

る.与党3党に「第1次民主
党の考え方」が示され，政策

14日 協議が開始される.その際，

与党と民主党との協議の場の

設置とi可時に，新進党との協
議の場の設援も決定される.

NPO法案に関するァレピ討

158 論会(朝日ニューススター)

が放映される.

21日
社民党か下WO勉強会を隠

く.

与党と新進党とのNPO協議

268 
< 1 >で与党案が説明され，

新進党が与党案の問慈点を指

摘する.
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年 月日 政府(内淘・省庁) 議員・盟会 市民団体

1凶EIの与党3党と民主党と

1997 3月初勾
の協議において，与党案のー

部を修正することを与党3党
が了承する.

与党NPO協議<7 >で「第
1次民主党の考え方Jに対す

58 
る回答を協議する.与党と民

主党とのNPO協議<1 >で
その協議結果を民主党に口頭

回答する.

与党と新進党とのNPO協議
78 < 2 >で、新進党案が説明され

る.

118 
自民党熊代議員と新進党河村

議員との交渉が決裂する.

社民党NPOプロジェクト

138 
< 1 >で「第1次民主党の考
え方jに対する図答が報告さ

れる.

①共産党が「非営利回体に対

する法人絡の付与等に隠する

14日 法律案jを鴎会に提出する.

②新進党が自らのNPO法案
の修正案を作成する.

19臼
与党問O協議<8 >で知事
会と意見交換をする.

枝氏・民主両党幹部が「新進

党案の方が与党案よりも良い

下旬 と市民側が訴えるならば，社

民・民主雨党も考え直す可能

性があるJと示唆した.

248 
社民党NPOプロジェクト
< 2 >が跨かれる.
①駐留軍用地特別捻護法の改

.iEに隠して，政局は「自社さj

連立重視派と保保連合に分か

26日
れる (3月下旬から4月中
勾).②与党と民主党との

NPO協議<2 >で，民主党
が「第2次民主党の考え方j
を提示する.

<I:与党と新進党とのNPO協
議<3 >が関かれる.協議は

278 その後潟かれなかった.母子土

民党が市民団体と意見交換を

する.

大量ii:NPOセンターが各党の
担当議員を招きシンポジウム

を開催する.市民活動促進法

298 
案は，まだ議論不足であると

いう意見と，修工Eさせて成立
させるべきであるという意見

とに分かれる(自民・さきが

けは欠席).

4月2日
社民党が市民間体と意見交換

をする.
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年 月日 政府(内需5・省庁) 議員.~窓会 市民団体

与党NPO協議<9 >が照か C'sが市民活動制度連絡会と

1997 4月3日
れる. 共i可で連続シンポジウムを関

催する (3臼東京. 5日大
盟主).

与党NPO協議<10>でf第2
11日 次民主党の考え方jに対する

回答を協議する.

P釧・連合(本部)・市民ボ

15日
ランティアネットワーク・逮

合(労級)等が与党3党と新
進党に要望書を提出する.

与党問O協議が「第2次民
16日 主党の考え方」に対する回答

を金田事務所に送付する.

①JCが民法改正と寄付金優
遇税制の検討を求める要繋毒事

1713 
を提出する.②NGO活動推
進センターが「市民活動促進
法案に関する緊急提案Jを援
出する.

18臼
社民党が市民団体からヒアリ

ングを行う.

自民党が，社民党とさきがけ

1913 の合意がとれないまま，民主

党に文書で回答する.

2313 
社民党が市民殴体からeアリ
ングを行う.

自民党熊代議員と民主党金田

25日 議員か'¥NPO法の今後の取り
扱いについて協議する.

社民党党内意見交換会におい

5月713 て，今国会でのNPO法案の成
立をfJ:t旨すことで合意する.

8日
健康保検法改正案が衆議院を

通過する.

1213 
社民党が市民団体からヒアリ

ングを行う.

①与党NPO協議<11>で民主党
1313 への対応、を協議する.②社民

党が党内意見交換会を行う.

14日
与党と民主党とのNPO協議
< 3 >で民主党へ回答する.
与党と民主党とのNPO協議

1613 
< 4 >で「民主党は合意の方
向にあるjとの返答がなされ

る.

20日
与党政務調査会で国会運営方

針が決定される.

与党と民主党とのNPO協議

21日
< 5 >で共[il]1修正案について
合意する.市民団体に対して

その経過が報告される.

与党と民主党とのNPO協議

2213 
< 6 >で「市民活動促進法案」
の共湾修正 (9項目など)に
合意する.
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年 月日 政府(内閣・省庁) 議員."習会 市民団体

与党と民主党とのNPO協議
1997 5月23日 ( 7>で委員会答弁を打ち合わ

せる.

①新進党が内閣委員会で法案

の審議入りを拒否し，第140

268 
回通常国会での成立を阻止す

る作戦をとる.②内鰯委員会

理事懇談会が新進党のボイコ
ットにより決裂する.

CD与党と民主党とのNPO協

27日
議(8 >で提案理由等を打ち
合わせる.C?:社民党NPOプ
ロジ、エクト(3 >が関かれる.

衆議院内隠委員会で与党案と

28日 共産党案が審議入りしたが，

新進党は欠席する.

衆議院内閣委員会で新進党案

29日 が審議入りし， 308も審議さ
れる.

30日
内問委員会で審議が行われ

る.

①市民個体のリーダー700名
からの iNPO法案の今回会

6月
成立を」の著名が自立会に寄せ

られる.②朝日・日経・読売

が社説でNPO法案の早期成
立を要望する.

2臼
大阪で地方公聴会が開催され

る.

38 
東京で地方公聴会が開催され

る.

①新進党が法案の隊員日をめぐ

り審議をお否し，衆議院内潟

委員会は空転する.→委員会

終了.②与党政策務整会議で

市民活動促進法案と税制優遇

措置法案の同時提出を決定す

48 
る(結局はできずに→与党

3党と新進党が約郊に f優遇
税制の見直し」を付け加える

ことで合意する.→委員会休

憩中に熊代議員らが自民党税

制調査会長に呼ばれ，合意の

取り消しを指示され，合意は

破綻する.

①衆議院内関委員会で「市民

活動促進に対する付帯決議J
が行われる.~与党 3 党と民
主党の共同修正案と新進党修

正案が提出される.→「市民

58 活動促進法案jが対象活動分

野の拡大等の修正を加えて衆

議院内閣委員会で賛成多数で

可決される(新進党・共産党

は反対).③一方，新進党案

と共産党案は否決される.
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年 月日 政府(内隠・省JT) 議員・国会 市民団体

衆議院本会議で与党修正案

1997 6月6日
「市民活動促進法案jが賛成

多数で可決され，参議院に送

1-rtーされる.
社民党党内意見交換会で，参

9日 議院対応について検討され

る.

①震災被災者支援法案が衆議

17臼 院大蔵委員会で廃案になる.

cg:臓器移植法案が成立する.

①f也の重要法案の審議が優先
され，市民活動促進法案の審

18日 議は後臨しにされ，継続審議

になる.②第140図通常国会
が寝耳じる.

1 議員・盟会

96年 9丹27日，第 137回臨時国会召集と

同時に衆議院が解散され，総選挙に突入した。

これにともない，新進党が提出していた「市民

公益活動を行う団体に対する法人格の付与等に

関する法律案jは廃案になった問。

この開じ日，民主党が結成された。民主党は

自らを「市民の党Jと宣言した。党の基本政策
として，行政セクター・企業セクター・市民セ

クターのバランスのとれた「しなやかな市民社

会jの構築を提唱し， NPO法の制定を最重要

課題の 1つとして位置付けた。この市民重視

の姿勢は，無党派層の支持獲得に照準を合わせ

たものである。与党NPOプロジェクトチーム

の社民党担当者であった五島議員も，民主党に

移籍した114)。

10月20臼，初の小選挙区比例代表並立制に

よる第羽田衆議院選挙が行われた。この選挙

の結果，自民党は第 l党になった。しかし，

過半数を下回り，社民党とさきがけの関外協力

を受け，辛うじて過半数を維持することができ

た。民主党は 52議席を獲得し，野党第 1党に

なった。社民党は議席を 15に激減させた。さ

113) c' S， p. 26. 

114) c' S， p. 22. 

きがけの場合，井出正一代表，街中秀征元経済

会画庁長官，渡海紀三郎政務諦査会長など有力

議員が相次いで落選したため，選挙前の 9議

席が 2議席に激減した。特に渡海紀三郎政務

調査会長は，与党政策調整会議での NPO協議

のために，地元入りが遅れ，落選したといわれ

た。井出代表は，選挙敗北の責{壬をとって辞侵

した。この空席になった代表の替わりに，党首

格の議員団嵐長が設けられた。 10月22日，堂

本暁子参議院議員がこのポストに就いた刷。

自民党の執行部は，社民党とさきがけとの協

力関係を維持するとともに，民主党，太陽党， 21

世紀等の政党の協力を得たい意向を持った。民

主党等も，与党と連携し自らの政策を実現した

い意向を持った。この両者の意向が合い，民主

党から与党 3党に対して， NPO法案の政策協

議が持ちかけられた出)。

(1) 与党 3党議員・民主党議員

① 民主党プロジヱクトチームと与党費任者会

議の発足

新たに発足した民主党のプロジェクトチーム

115)筆者による累淳氏への聴取調盗 (1999/6/5と

2001/11/15実施)および「準備委員会報告書， p.43， 

山本氏への草奪取鶏変J.

116) C' S， p. 32. 
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の康長には金田誠一議員が就き，メンバーは枝 氏によれば，もしも民主党が発足していなかっ

野幸男， JII内博史，近藤昭一，古川元久，伊藤 たならば，この与党 3党の合意は存在しなか

忠治，石毛えい子，北村哲男，玄葉光一部，佐 ったl問。

藤謙一部，末松義毅，中桐伸五， ~~田美代子， この 3党合意により，多くのプロジェクト

渡辺局，小林守，山花貞夫，藤田幸久，峰崎産 チームが解散されるなかで， NPO法案を担当

樹の各議員であった。 C's，日本青年会議所，

経由連等の市民団体が，この民主党のプロジェ

クトチームに協力した問。

民主党がNPO法案に関わったのは詰めの段

階であった。プロジェクトチーム座長の金密議

員は次のように述べている。「民主党は独自案

を作ろうと思えばできたが，衆議院で50人と

いう状況を考えて，より現実的な法案，すなわ

ち与党案の修正に動いたJ。民主党の場合，既
に与党案というある程度の枠組が存在した。そ

こで民主党は，与党内で交された合意の中に，

民主党の主張を受け容れさせ，法案成立を閲る

のが得策と判断した。

上述のように 8月の結成準備段階で，民

主党は「市民活動重視Jの政策を発表するとと
もに， NPO法制定をその基本政策の lつとし

た。市民団体や労働組合を支持母体とする民主

党は，総選挙の最中でもf市民jを強調し， NPO 

法案の作成に積極的であった酬。

96年10月初日から 30Bにわたり，自民

党，社民党，さきがけの 3党政策協議が持た

れた。この 3党協議において， r第 2次橋本
政権発足に当たっての 3党の新たな政策合

意jが提出され，最終日の30日 3党首会談

において確認された。社民党とさきがけは閣外

協力という形で与党に止まった。さきがけは

3党協議において， NPO法案の選挙前の 9

月19Bの f法案の要旨探)Jに則した早急な立

法化を主張した。その結果，政策合意の懸案合

意事項に r3党でとりまとめた合意事項にし
たがい，議員立法として次期間会に提出し，成

立を図るJことが盛り込まれた。C'sの松原明

117) C' s， p. 26. 
118) r第 l次民主党の考え方J(1996/12/12). 

する与党NPOプロジェクトチームは存続する

ことになった。なお，新しいプロジ、エクトチー

ムにおいては，座長制は廃止された。

新しい与党NPOプロジェクトチームの社民

党の担当者には，辻本清美議員が就いた。辻本

議員は，学生時代に市民団体「ピースボートJ
を設立し， C's Iこも参加してきた活動家であっ

た。彼女は，寵前の総選挙では， NPO法制定

と情報公開法制定を公約に運動を進め当選し

た。上述のように，総選挙により社民党は，議

員数が15の小政党に転落していた。このため

辻本議員は 1年生議員であるにもかかわら

ず，党の政策審議会の副会長に就き，与党政策

調整会議にもオブザーパーとして参加し， NPO 

問題について党から一任されていた。この辻本

議員の参加により，与党プロジェクトチーム

は，従来は堂本議員を中心に動いていたのが，

これ以後，辻本議員を中心に動くように変わっ

た四)。

一方，さきがけの場合， NPO問題の担当は，

堂本議員から渡海紀三郎前議員に引き継がれ

た。さきがけの担当者の交替は，堂本議員が議

員罰康長に就いたためである。しかし，渡海前

議員は，次の選挙準備のために地元に戻ること

が多く，堂本議員が協議に代理出席することが

多く，笑際には渡海・堂本両氏が担当した問。

総選挙後，与党 3党問でNPO法案の立案

を進めるためのスケジュールの作成に捺して，

今後は民主党と修正協議を行うことでほぼ話し

119)松原氏の講演・回答.
120)向上

121) C' S， p. 27，筆者による黒淳氏への聴取謁査(1999

16/5と2001/11/15実施)および「準備委員会報

告審， p.43，山本美和氏への聴取調査J.
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が緩まっていた。裏話であるが， 11月頃，菅

華人議員がNPO法案の担当者になる燦， r与
党案の修正案を作るjことになっていたとい
λ122) 
ノ O

11月中勾，与党のNPO法案の協議は，上述

のように，もはやプロジェクトチーム方式によ

っては機能しなくなっていた。このため，自民

党の熊代昭彦議員，社民党の辻本清美議員，さ

きがけの渡海紀三郎顧問の 3名で構成される

「与党問O協議J(非公式な組織であり「与
党責任者会議Jとも呼ばれた)は， NPO法案
の細部を検討し，次の第139回臨時国会に与党

案を提出することで合意した問。

② 臨時臨会の攻防

11月29日，第139閤臨時国会が関かれた。

臨時国会の会期は 1カ月にも満たない短いも

のであった。新進党は，この臨時国会の

「法人格付与法案」と f税政改正法案Jを再提

出した則。これら 2法案は， 9月27B，第137
囲臨時国会が召集と同時に衆議院が解散し，廃

案になっていたものである。

臨時国会開会の蔀日の 11丹28日，総選挙後

初の第 1回与党NPO協議が潟かれた。与党

NPO協議は，その後， 12月中旬までに全部で

5囲と，精力的に開催された。なおこの与党

NPO協議は， 97年 5月までに全部で 11回開

かれた(付録:表 4)。

第 1囲の与党NPO協議で， r市民活動促進
法案J(熊代試案)が提示された。この熊代試
案は，最初の与党案の原型となったものであ

る。この熊代試案では，①有給社員の拍条項，

②定義の問題，③社員名簿の提出，④政令で定

める書類の種類，⑤政治活動の制限，⑥残:余財

産の帰属先，⑦行政による立入検査や認証の取

消，等の法文上の問題が議論されていた。

熊代試案の内容以上に議論になったのは，与

122)松原氏の講演.Ifj)答.

123) rさきがけ通信j第22号 (1996/12/15). 
124) c' S， p. 28. 

党案を臨時盟会に提出するか在かの問題であっ

た。提出するか杏かにより，議論の範聞をどこ

まで拡げるのか，あるいは，まとめる方向で調

整するのか杏かが会く異なってくるからであ

る。

国会提出に一番熱心だったのは自民党であ

る。特に執行部が積極的であった。さきがけの

方針も，早急な法案の提出であった。さきがけ

は，議員数が激減した反溜，党首格の議員団座

長に就いた堂本議員が担当者であるために，彼

女の発言権が非常に強くなり， NPO法成立に

影響を及ぼすことができた。この堂本議員をや

心としたさきがけの場合，次のような判断があ

った。①総選挙前の合意で，自民党から最大隈

の譲歩を引き出している。②現在の状況を逃す

と，またボランテイア法案に戻ってしまうか，

あるいは法律制定の動き自体が頓挫しかねな

い。③自民，社民，さきがけの連立政権が何時

までもつか分からない。@したがって，法案提

出のタイミングはこの時しかない。

与党案を臨時国会に提出するか否かの判断に

影響を及ぼしたもう 1つの要因は，民主党の

存在である O自民党の加藤紘一執行部は，自民，

社民，さきがけの連立政権の基盤を強化するた

めに，民主党との政策協議に乗り気であった。

自民党とさきがけが描いていた基本戦略は次の

ようなものであった。「臨時国会で与党 3党案

を提出しておき，民主党との修正を経て，通常

国会で成立を図るJ問。

一方，社民党は最後まで提出するか否かを迷

っていた。先の総選挙で当選し新たに社民党の

NPO担当になった辻本議員にとって，熊代試

案は問題点が多過ぎた。そこで， 12月 3Bの

第 2囲与党NPO協議で，辻本議員は f辻本

試案(第 l次案)Jを提出した。辻本試案は，

行政の監督規定をより限定しようとする理想案

であり， 9月阻止与党政策調整会議が合意

125) c' S， pp. 28也29.
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した「法案の要旨(案~)J から大きく外れる内容で 員から経過報告がなされた後，辻本議員が「立

あった。 ち入りの項目はまだ工夫の余地があるのではな

さきがけは，与党プロジェクトチームの話合 いかJと発言した。これに関して，及川一男会
いの中で，現実的な妥協をしつつ，自民党から 長は， rr陪意を得るよう努めなければならな
最大限の妥協を引き出したのが「法案の要旨

(案~)J であると考えていた。したがって，時計の

針を逆に戻して，自民党とさきがけが延々と行

ってきた議論を蒸し返し，法案自体を頓挫させ

ることはできないと考えた。結局，社民党も 12

月の初旬には，政局を判断し譲歩した闘。この

結果，与党NPO協議における以後の法案作成

は，熊代試案をもとに進められることになっ

た。

12月 3Bの与党NPO協議(与党責任者会

議)では， r市民活動法人が解散した際の残余
財産の帰属先に市民活動法人を含めないj規定

や「検査項呂J等が，社員党とさきがけによっ
て批判された。また「有給役員は 5人以下J
の規定の削除も合意されなかった。辻本議員

は，これらの項目を含めて全部で 5項目の申

入れを自民党に対して行った。

12丹5日の第 3回与党NPO協議では， r残
余財産の帰属先に市民活動法人を含めるJ規定
への変更と「有給役員は 5人以下jの規定の

削除が，それぞ、れ合意された。

12月 6臼， C'sのシンポジウムにおいて，

民主党の金田議員は，与党 3党との修正協議

を行う用意があることを表明した。

12丹 9B，辻本議員は自民党本部に出向

き，熊代議員に 5項目の申し入れを行った。

これに対して，自民党総務会は次のように居答

した。「公穂会開擢Jは努力競走とし， r書面提
示Jも可とするが， r立入りの際には関係者の
関意を得ることjの項目は了解できない。

12月 9日の与党政策調整会議では，担当議

126) C's，p.29.筆者による黒淳氏への悪事取調査 (1999/
6/5と2001/11/15実施)および f準備委員会報
告書， p.44，山本氏への軍事取調査J.

いJという努力規定に変えてはどうかjと提案
した。結局，この問題は 3康長預かりとなっ

た。

12月10B，前日の話し合いを受けて 3座

長会議が開催され，討議の結果，次のような

2方針が決まった。①立ち入り検査の際の関

係者の同意は規定に含めない。②現時点で与党

内で合意されたNPO法案を臨時国会に提出す

る。

12月11日，前日の方針を辻本議員から知ら

された民主党NPO法案担当の金回議員は，C's

のシンポジウムで f民主党は与党 3党の議論

の経緯を尊重し，かつ問題点に関する政策協議

を求めるJことを表明した。
開じ 12月11日， 3党事務局レベル会議が

開催され，各党事務局・経済企画庁・衆議院法

制局は，与党案を細部にわたって協議した。

12月12日，与党政策調整会議で， NPO法

案の臨時盟会提出の方針が国まったO これを受

けて，第 4屈与党NPO協議では，①総理府

令のチェック，②法制局の提案の検討，③所轄

庁への社員名簿提出問題の検討が行われた。

向じ 12月12B，民主党は「市民活動促進法

案に対する民主党の考え方(第 1次)Jを作成

した。内容は，非営利団体一般を対象とした

NPO法案の立法化を回り，①準尉主義による

法人格取得，②税制優遇措震と法人格取得手続

の分離，③法律による行政裁量の最小化，④情

報公開の徹鹿，の 4原則を掲げたものである。

民主党は 9月18Bに与党 3党で合意され

た「法案の要旨(案~)J に基本的には賛成しつつ，

その内容をこれら 4原則に近づけるべきであ

ると主張した。民主党は以上の主張を実現すべ

く，以後，与党 3党と穣極的に協議を進めた。

12月13日 3党事務局レベル会議におい

て，各党事務局・衆議院法制局は細部について
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検討したo r可Bの社民党政策調整会議の全体会 い，次のようにして NPO法案の修正を実現し

議で，この間の経過報告がなされた。 た。まず金田議員に修正要求を出してもらう。

12月14日，与党責任者会議で骨子試案が作 次にそれをもとに，辻本議員が「民主党も要求

成された。 していることでもあり，修正しましょうJと提
12月16B，第 S囲与党NPO協議におい

て， r社員名簿提出jについては留保されたが，
市民団体の意見務取を条件に，法案は了承され

た問。

同じ 12月16日，こうして作成された「市民

活動促進法案jは，第 139間臨時国会に熊代昭

彦，小JII元，河村建夫，辻本清美，武村正義の

5議員により提出された。

翌日の 12月 17日，与党 3党による共同記

者会見が行われた。

しかし，第 139田臨時毘会は 12月18日が会

期末であり， r市民活動促進法案jを実質的に
審議する時間はなかった。このため，続時国会

の冒頭に提出されたが，未審議の新進党提出の

2法案とともに，継続審議になった刷。

③市民活動促進法藁

この法案作成作業において，各党間および衆

議院法制局の間で調整・変更になった項目がい

くつかある。例えば，衆議院法制局は「他の公

益法人との違いを明確にすべきであるJと主張
したのに対して，熊代試案は「泊条項J1甜)で対
応、した。次に自民党は「ボランティアjという

を定義に入れることを主張したが，社民党

とさきがけの反対で，自的の例示に盛り込まれ

ることになった。また渡海紀三郎前議員が強く

主張して，法文上にある総理府令などの委任規

定を可能な限り法文上に書き出すことになっ

た。

97年 I月17B，辻本議員と民主党の金思

議員は意見交換を行った。上述のように，辻本

議員と金田議員はかなり緊密な意見交換を行

127) rさきがけ通信j第22号(1996/12/15). 
128) C' S， pp. 29-30. 

129)市民活動法人の場合，役員の始以下しか報麟を受
け取ってはいけないという条項を指す.

案し，与党NPOプロジェクトチームで修正す

る酬。

④ 民主党と与党 3党との協麓

97年 1月20日，第 140国通常国会が招集

された。しかし，与党 3党の「市民活動促進

法案Jと新進党の 2法案は，衆議院内閣委員
会に付託されたが，すぐに審議が開始された訳

ではない13日。

2月 3B，与党三党は，民主党，新進党パ

ートナーズ，太揚党 (96年 12月26日，結党，

党首は羽田孜議員)に対して，与党案をベース

とした協議を呼び掛けた。

2月 S日，この呼ぴ掛けに応えて民主党

は，修正案「市民活動促進法案に対する民主党

の考え方(第 l次)J後)(以下「第 1次民主

党の考え方jと略記)を提示した。内容は， 96 

年 12月12日に作成したものと開じである。関

じ2月 5日，民主党は C'8，市民活動連絡

会， PAN，連合市民ボランティアネットワー

ク， B本青年会議所， NPO推進フォーラムの

6つの市民団体を招き，公開の意見交換会を

開催した。この意見交換会では，市民活動法人

の設立・運営に疑義を持った場合には，所轄庁

に何人も申し出て監督するように求めることが

できる，いわゆる「チクリ条項jに対する市民

団体の反発が大きかった。交換会での意見は，

民主党の第 l面白の修正要望案である f第 l

次民主党の考え方jに取り容れられた。

2月 6日，民主党政策調査会は，金沼議員

が提出した上記の f第 l次民主党の考え方」

を決定した13九

130)松原氏の講演・回答.
131) c' S， p. 32. 

132) c' sのHP(htゅ://www.npoweb.gr.jp/)によって

いる.



2002. 3 NPO法立法過穏における参加者の行動 小島 53 (483) 

⑤政策協議が遅れていった理由 活動の制限の定義，⑦認証時の書類の量と会計

2月14日，民主党がこの「第 1次民主党 手続きの簡素化，③認証時の経済企画庁と他省

の考え方jを与党NPO協議に提出し，政策協 庁との相談の排除，⑨行政による解散命令の

議が開始されることになった。この時点で岳民 件，⑮寄付優遇税制および民法改正の約期への

党は， r 2月から 3月にかけて協議を進め， 4 
月頃には成案を得て，通常国会後半で法律を制

定するJというどジョンを描いていた。しかし
実際には，与党 3党と民主党との修正協議は，

後述する種々の理由から， )1際調には進まず¥大

幅に遅れること4こなった。なお同じ 2月14

日，与党NPO協議では，新進党とも政策協議

を行うことが決定された。

2月初日，与党と新進党の第 l闇NPO協

議が持たれ，与党案が説明され，新進党が与党

案の問題点を指掃した問。 3月 7臼の第 2

回のNPO協議では，新進党案が説明された。

3月118の協議では，自民党の熊代議員と

新進党の河村議員との交渉が決裂した。それ以

後，与党と新進党のNPO協議は関かれること

はなかった。

3月 5日，第 7回与党NPO協議(与党責

任者会議)は， r第 1次長主党の考え方jに対
する罰答をと検討した。検討の結果，①有給社員

ぬ条項，②社員名簿の提出，③所轄庁への申し

出条漢(チクリ条項)， c!複式簿記に限定する

条項等を削除し，活動定義の追加・拡大に関し

て合意した。向日，与党 3党と民主党の第 1

囲NPO協議がもたれた。その場で，与党 3

党の合意事項が口頭で伝えられた。

3月268，与党 3党と民主党とのNPO協

議で，与党の 3月 58の回答に対して，民主

党は第 2田宮の修正要望案である「第 2次民

主党の考え方jを提出した。その内容は， Q冷子

政の恐意性をいかに排徐するか，②11項目以

外の市民活動をどうするか，③事故被害者の支

援，④行政の監視や消費者保護をどうするか，

⑤会員制サーピスをどうするか，⑥宗教・政治

133) C's，pp.34-35. 

盛り込みの 9項目であった則。

3月298，民主党，社民党と共産党のNPO

担当者は，大臨NPOセンタ}主催のシンポジ

ウム「大詰めを迎えた市民活動促進法案Jに出
席した。なお，自民党とさきがけの担当者は参

加しなかった。この時期，東京の日本NPOセ

ンターは， r与党案に批判的であっても，今回
を逃がしたら日の吾を見ないのではないか。与

党案に不満であっても成立させようJという立
場をとっていた。一方，この大阪のシンポジウ

ムに参加した市民団体の大方の意見は， rこの
ままの与党案であれば，ない方が良い。急ぐ必

要はないJというものであった。しかし，民主
党の修正案を支持する意見が多く出され，金思

議員は確かな手応えをつかんだ。民主党は，既

に 3月初日に第 2回目の修正要望案である

f第 2次民主党の考え方Jを提出していたの
で，このシンポジウムで金E思議員は， rボール
は今，与党の手にあって，カギを握るのは民主

党の態度如何である」と発言した刷。

4月11日，第 10間与党NPO協議におい

て， r第 2次民主党の考え方Jへの囲答が協議
された。

4月168，r第 2次民主党の考え方Jに対
する回答が金沼議員の事務所に送付された。

4月19臼，自民党は，第 2回目の修正要

望案 f第 2次民主党の考え方J(3月初日)
に対する自答を文書事で民主党に対して発送し

た。この回答は，自民党が社民党とさきがけと

の合意を得ぬまま行った。与党 3党問で修正

134) C's，pp.34-36.r第 2次民主党の考え方J(19971 
3/26). 
135)築者による黒淳氏への聴取調査 (1999/6/5と
2∞1111/15実施)および「準備委員会報告審，
p.5IJ. 
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をめぐる調整が難航し，遅々として進まなかっ 臓器移植法案の審議に時間をとられた。

たからである。 第 4に，与党案が実擦に国会に提出され，

4月25日，熊代議員と金83議員は， NPO 法案成立の可能性が高まったために，関心を持

法の今後の取り扱いについて協議した。 つ市民団体が増加した。 2丹から 3月にかけ

以上のように与党 3党と民主党の協議は， て，市民団体の意見がまとまらなくなった。さ

迅速に進まなかった。ほほ 3週間に l度の割

合で協議が持たれたに過ぎず，ボールが行って

戻ってくるのに 6週跨もかかるという遅さで

あった。この与党 3党と畏主党の協議が遅れ

た理由として，次の 4点が上げられる O

第 lに 3月から 4月にかけて起きた沖

縄米軍基地用地開題をめぐる駐留軍用地特別措

鷺法改正に関する政局の影響を受けた。その

襟，自民党内では， r自社さJ連立重視派と保
保連合派の 2つに分かれて対立した。 NPO法

案は，自民党内の自社さ連立の枠組のなかで進

められてきたので，この影響を直接受けた。さ

らに自民党と社民党との間の距離も以前よりは

広がり，自社さの交渉が}I頂識に進まなくなって

いた。

第 2に，このNPO協議は，政治的には与

党 3党対民主党という枠組みで進められてい

るようにみえたが，実際は，自民党対 f社・さ

・民主Jという枠組みで行われていた。市民間
体と意見を交換しながら法案の作成を行ってき

た社・さ・民主党側は，次のような複雑で厳し

い駆け引きを行った。まず，畏主党が与党 3

党に対して外部から影響力を行使する。社民党

とさきがけは，この民主党の影響力を利用し

て，与党内で自民党に影響を及ぼす。したがっ

て，与党 3党内でも意見の調整は容易ではな

かった。上述のように， 4月19B，自民党は，

社さの合意を得ぬまま民主党に対し文書で問答

した。この自民党の行動は，与党内での修正を

めぐる駆け引きが行われていた結果である。

第 3に，臓器移植法案の審議の影響を受け

た。民主党のNPO法案担当者である金田議員

は，臓器移植法案の金図案の発案者であった。

自民党の担当者である熊代議員は厚生省出身議

員であり，厚生委員会の委員であった。彼らは

らに，マスメディアや市民団体が，与党案を厳

しく批判していた。このため，社民党と民主党

は，調整を終結すべき点が自らもよく認識でき

なかった附。

⑥ 与党 3党と民主党との修正合意

5月の連休が明けると，事態、は急変した0

6月 7臼，与党 3党は， NPO法案の通常関

会での成立を呂指すことで合意した。このNPO

法案と同じように，与党 3党と民主党の枠組

で行われていた健康保険法改正案の修正協議

で，与党 3党は民主党の主張を入れた修正案

を策定した。しかし衆議院通過直前，民主党が

態度を豹変させ反対に由った。したがって与党

3党単独で，健康保険法改正案の修正案を提

出し 5月 8日の衆議臨本会議で，修正案を

通過させた。

与党 3党は，この民主党の行動に対して態

度を硬化させた。 NPO法案の4党協議も打ち

切るべきであるとの声も高まった。したがっ

て，民主党との協議での修正合意内容に郎した

修正案を，与党 3党単独で提出する方向に傾

きかけた。市民団体の多くも，与党案の修正に

よる法案の成立を支持していた。そこで，民主

党に与党案修正による法案成立の方向での妥結

を要望した。その結果，民主党も急逮，党内の

意見を取りまとめ 5丹半ばから協議は急、速

に進展した。

5月13B，第11屈与党NPO協議で，民主

党への回答が協議された。

翠 5月14日，与党と民主党の第 3罰NPO

協議で，民主党に対して回答が行われた。

5月16B，民主党はこの自答を受けて，条

136) C's，pp.34-36. 



2002. 3 NPO法立法過程における参加者の行動 小島 55 (485) 

文の修正，付帯決議を行う項器等を整理し，合

意することにした。

5月218，与党と民主党の第 5自NPO協

議で，共同修正案が合意された。向時に，市民

団体に対して経過が報告された。

5月22日，与党と民主党の第 6関NPO協

議で，市民活動促進法案の共同修正(9項目

等)の確認舎が調印された。その際，民主党は，

政策糞任者レベルでの合意文書を希望した。し

かし先の健康保険法改正の問題が影響し，担当

者レベルでの調印になった。

修正が合意された 9項目は，a:社員の無報

酬性の要件・社員名簿の提出および閲覧規定の

削除，~外国人の証明手段の変更，③認証時の

所管大臣への意見を求める規定の削除，④認証

・不認証の決定期間の変更，⑤間決定時の書面

による通知規定の追加，⑥複式簿記に眼定しな

い会計帳簿の作成， I⑦立入検査時の書簡を f要

求があれば公布jに変更，③「チクリ条項Jの
削除，⑨活動分野に関する「地球環境Jの保全
の「地球jの削徐と，アドボカシー活動の追加，

であった問。

この 4党合意では，民主党が要求していた

準期主義および税制優遇措震は， i 2年以内に

結論を出すjという付帯決議に止まった。民主

党の金田議員は，この合意に踏み切った理由と

して次の 3点を上げている。(1)自民党の現状

から，これ以上の前進は期待できない。(2)今後，

準則主義や優遇税制jを実現するにも，今回の市

民活動促進法が制定されていた方が有利であ

る。 (3)我が簡の NPOは，運動の中で準則主義

や優遇税制を実現する潜在能力を有してい

る1詔)。

⑦衆議院での市民活動促進法の成立

通常国会の会期末は 6月18日であり 5

137) C' S， pp. 38叩39.

138)筆者による蒸浮氏への聴取調査 (1999/6/5と

2001/11/15実施)および「準備委員会報告書，

p.51J. 

月228の修正合意後の日数は 1カ月に満た

なかった。したがって，法案成立に向けた努力

が，市民団体の後押しを受けながら試みられ

た。 5月23日，与党 3党と民主党は，委員

会答弁の打合せを行った。次いで 5月278，

提案理由等の打合せと最終的詰めの作業を行っ

た。この作業の過程で，自民党のスタッフが，

民主党の答弁準備にかなり協力する場開がみら

れた。

5丹28日，衆議院内閣委員会は，市民活動

促進法案の審議に入った。この審議は 6丹 5

臼まで続いた。この審議の中で，民主党の金E8

議員は一貫して，市民活動促進法案が非営利法

人一般法および優遇税制会制定するためのベー

スキャンプであることを強識した。しかし現状

では，民法の改正や税制優遇措置は由難である

との見解を述べた。

審議では，市民活動法人の活動内容が制眼さ

れないように，具体的な俄々の活動について担

保をとっていく質問や答弁が試みられた。

6月 58，与党 3党と民主党の共同修正

案が，内閣委員会に提出され，同日，可決され

た。

翌 6月 6日，衆議院本会議で市民活動促進

法案は賛成多数で可決され，参議院に送付され

た。以後，市民活動促進法案は，成立に向かつ

て進んで行くことになる酬。

6月 4臼，法案の修正をめぐり，与党 3

党と市民活動促進法案の廃案を目指してきた新

進党との関の「幻の合意」が，日の自を見る寸

前に消えた。その時点で既に，民主党と修正合

していた与党 3党は，新進党が求めていた

公聴会際催を受け入れたことで，採決に持ち込

めると考えた。その際，新進党は，ボランテイ

ア団体に対する寄付金への課税控徐を念頭に，

優遇税制の検討を法案に明記することも要求し

ていた。与党 3党の理事はこの点でも譲歩し，

139) C' s， pp. 39-41.松原氏の講演・回答.
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注)自民党の組織内の位置付けでは，税調は
政務調査会の一組織.
出所:r日本経済新聞.1(2001/11/21車開1])• 

関2e民党の組織殴

附期に追加することで一旦は合意した。しか

し，これを知った自民党税制調査会長は， r税
制改正に余地を残すのは問題であるJと猛反発
し，内問委員会の理事間合意を覆してしまっ

た。税制問題に関する自民党税制調査会の事前

審査と決定は絶対的であり，自民党の政策責任

者である政務調査会長でも口を出しにくい「聖

域Jとされる(盟 2)。この結果，与野党理事
の面呂は丸つぶれになった。新進党の中野覚政

国対委員長は，自民党の村岡兼造国対委員長に

「無節操だjと抗議したが，届かなかった。

6丹17日，阪神・淡路大震災被災者に対す

る個人補償を盛り込んだ支援法案が，参議院で

継続審議に，衆議院では廃案になった。衆議院

では，自ら法案を提出し継続審議を求める新進

党等と，これに反対する与党 3党が対立したO

決着は，衆議院大蔵委員会の採決に持ち込ま

れ， 20対19の l票差で廃案が決まった。社

民党は麓災の被災者支援に積極的な立場をとっ

てきたにもかかわらず，反対に由った140)。

新間報道によれば， NPO法案と震災被災者

支援法案をめぐる盟会審議には， r自社さj連
立重課派と保保連合派との確執が濃い影を落と

していたo NPO法案の審議では，最終場面で

自民党内の「自社さJ連立重視派が，新進党に

140) r毎日大阪新聞.1(1997/6/20朝刊に

ひじ鉄を食わせ，民主党を抱き込んで、合意した

修正案を守り抜いた。被災者支援法案では，や

はり「自社さj連立重視派主導の自民党執行部

が，社民党を巧みに操り，保保連合派の動きを

封じ込めた則。

(2) 野党議員

① 新進党の与党・民主党への働きかけ

第 4期(与党案第 2次合意から民主党との

調整を経て衆議院通過まで)の後半，新進党と

共産党も活発に動いた。特に新進党は，社民党

と民主党に対して多数派工作を試みた。新進党

は，まず民主党に対して NPO法案に関する政

策協議を打診した。民主党は，与党 3党との

政策協議と並行して，新進党とも政策協議を進

めることを決定した。

97年 2月 58，新進党は市民自体に対し

てとヤリングを行った。対象団体は， c's，

PAN，市民連合ボランティアネットワーク，

日本青年会議所， NPO推進フォーラムの 5つ

であった。同日の午後，民主党もこのら市民

団体にヒヤリングを行っている。新進党は，従

来，新進党案の修正に前向きではなかった。し

かし，この時期の政治状況の変化のなかで，市

民団体からの新進党案の修正に対しても，前向

きの姿勢をみせ始めた。

新進党と与党 3党はいずれも， NPO法案を

めぐり民主党を自らの樽営にヲ|き入れようと動

き始めた。新進党の河村議員は， 2月から 3

月にかけて活発に行動した。新進党は当初，新

進党，民主党，社民党，共産党の非自民 4党

による NPO法案の共同提案を呂指した。そこ

で，与党 3党案に関して市民団体の強い批判

に晒されていた社民党をまず最初に，民主党を

次に，それぞれ説得しようとした。

3月の下旬には，説得が奏功したためか，

社民党と民主党の幹部議員が，次の趣旨の発言

141)松原氏の講演・回答.
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をするようになった。すなわち 「新進党案の た闘。

方が与党案よりも良いと市民側が訴えるなら

ば，社民，民主両党も考え直す可能性もあるj。

3月14日，さらに新進党は，市民団体が強

く批判する新進党案の 4箇所を修正するとし

て，次のような修正要綱を作成した。①「社員

のY2J条文を削除する。②設立を認可から認証
に変更する。③設立・監督の機関委任事務を団

体委任事務に変更する。④社員名簿の提出を不

要とする。新進党はこの修正要綱をもって，複

数の市民間体やマスメディアに対して積極的な

働き掛けを試みた。

しかし最終的に， C's等の主要な市民自体

が， r新進党案の方が与党 3党案より良いの
で，非自民の共同提案にせよJという要望をす
るには至らず，新進党の構想は実務しなかっ

たO

4月以降，新進党は，第140回通常国会に

おいて与党法案すなわち「市民活動促進法案j

の審議入りを阻止し，廃案を目指すことに方針

を転換した。

② 共産党案の提出

共産党は， 3月14B，独自の法案であるはド

営利団体に対する法人格付与等に関する法律

案jを第140図通常国会に提出した。この法案

は，罰法の公益法人との棲み分けを無理に行う

のではなく，非営利一般の法人制度について定

めた点に特徴があった。この共産党案は，従来

から市民自体が制定を求めてきた内容に最も近

い法案であった。兵体的には，①対象とする団

体の要件は「非営利であること」のみである。

②設立は準則主義による。③理事が 3人，監

事が 1人以上の場合には，登記だけで法人格

が取得できる。

新進党案や与党案は，民法との棲み分けを前

提としたために，種々の問題点を内包してい

た。共産党案は，この問題点を含んでいないと

いう点で優れていた。しかし，民法第34条の

公益法人の規定を残したまま，この共産党案を

現実に制定することが可能か密かは不明であっ

2 市民自体

① 市民盟体と社民党の意見交換

96年11月21B，社民党と市民団体は NPO

法案について意見交換を行った。上述のよう

に，辻本議員が市民団体である「ピースボートJ
の活動家でもあることから，以後，社民党は市

民団体と緊密な関係を展開した。

11月22日， B本NPOサボ…トセンターが

発足した。

12月 2日，社民党は市民間体を対象とする

電話アンケートを実施した。

12月 5日，市民間体と社民党との間の意見

交換の場において， r法案を提出し公開すべき
だJという意見が多数出され， r検査の項目J
等にも批判が出た。

12月 5日， C'sのシンポジウムにおいて，

民主党の金田議員が与党 3党との修正協議を

行う用意があることを表明した。

12月 6日，市民自体l土問0法案について，

社民党の伊藤茂幹事長に申し入れを行った。

12月11日， NPOに関する市民集会が開催

された。

12月16日，第 5国与党NPO協議では「市

民活動促進法案Jが了承され，同B，衆議院に
提出された。市民団体にとってこの与党案は種

々の問題点を含んでいたために，市民団体やマ

スメディアは与党案を強く批判した。C'sは「与

党案は市民活動管理法案であるjとし，批判キ

ャンベーンを展開した。

12月17日，日本青年会議所(]C)は，NPO法

案について緊急公隠討論会を開催した。

97年 1月16日，社民党は NPO討論会で第

1次アンケート調査用紙を配布した。

l月17日，市民活動制度連絡会はシンポジウ

ム「徹底検討!市民活動促進法案Jを慌保した。

142) C' s， p. 36. 
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1月29日，社民党は約300の市民自体を対 な支持を表明した。

象に NPO法案に関するアンケート誠査用紙を

送付した(締切臼:2月訪日)。

3月27日，市民団体と社民党は意見交換を

行った。

4月18日，社民党は市民団体に対してヒア

リングを行った。

さらに 4月23日と 5月12日の両日，社民

党主催で市民団体とのヒアリングが行われた。

②税制優還をめぐる市琵団体調の意見対立

97年の 2月から 4月にかけて，市民団体

の関で，税制優遇措置に関する意見が大きく

2つに分かれた。「市民活動促進法案Jには，
この税制優遇措置は盛り込まれていなかったか

らである。

C's，市民活動連絡会，種々の福祉団体は，

fまず法人制度を制定すべきである。税制優遇

措置は第 2段措で制定すればよいJと主張し
た。一方， PAN，国際協力の NGOの一部の団

体は， r法人制度に税制優遇制度を同時にセッ
トしておかなければ，結局，税制優遇制度は実

現不可能であるJと主張した。 2つのグルー
プの主張は激しく衝突した。

3丹29日の大阪NPOセンターのシンポジ

ウムでは， r市民活動促進法案を修正して成立
させるべきであるjという主張と， rまだ議論
不足であるJという主張に 2分された。
他方 4丹 3日のC'sと市民活動制度連絡

会(東京)の連続シンポジウムでは 4人の

パネラー(与野党の NPO法担当議員)はいず

れも， r市民活動促進法案に対する不満は大き
いが，今後の運動の展望も踏まえた上で，修正

してこの国会で成立させるべきであるj旨の発

をした。

5月21日の与党と民主党の NPO協議で

は， r市民活動促進法案Jの共同修正(9項目)
が合意され，その経過報告が市民団体に対して

行われた。その際， C'sは「最終的には 7割

程度の満足で、はあるが，修正協議はこれ以上進

展しないjと考え，与党・民主党案に対し明確

C'sは，上記の活動以外に，市民に NPO法

の必要性を訴えるために，全国各地で種々の公

開フォーラムや討論会への出席，ハンドブック

の発行などを試みた。

③ 市民団体の各政党への働きかけ

97年 2月 5臼， C'sと市民活動制度連絡

会(東京)は，与党 3党に対して 10項目の要

望書を多数の著名とともに提出した。向じ 2

月 5日，新進党に対しでも開様の要望書を提

出した。

2月11日，民隠のシンクタンク「構想、日本j

は公活動促進法案を発表した。

2月138，PANは間会審願運動を行った。

4月15日， PAN，連合(本部)・市民ボラ

ンテイアネットワーク，連合(労綴)等は，与

党 3党と新進党に対して，要望書 rNPO法案

の修正に関する緊急提案」を提出した。

4月18日， NGO活動推進センターは国際

協力極体として，寄付金優遇税制度の検討を求

める要望書打市民活動促進法案jに関する緊

急提言jを提出した。

閉じ 4月18日，日本青年会議所は各党に対

して，民法改正や寄付金税制の優遇措置を将来

検討するよう要望書を提出した。

これら以外にも，さまざまな市民団体や億人

が，各政党に対して種々の要望書を提出した。

東京や大阪では， NPO法に関する集会がいく

つも開催された。例えば， 2月128，PAN 

は rNPO法実現のための芸術・文化の集いJ
を開いた。上記のように， 3月298，大阪NPO

センターは f大詰めを迎えた市民活動促進法

案Jというテーマで，シンポジウムを僚いた。

シンポジウムには，社民党，新進党，民主党，

共産党の NPO法担当議員が招かれた。

4丹 38とS臼， C'sと市民活動制度連

絡会(東京)は共悶で，連続シンポジウムを開

いた。このうち 38のシンポジウムには，上

述のように，社民党，新進党，民主党，共産党

のNPO法担当議員が招かれた。一方， 58の
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シンポジウムには，全国各地の市民団体の弱係

者が参加した。さらに， NGO活動推進センタ

一，日本青年会議所等は，独自に各党の NPO

法担当議員を招き，懇談会を隠催した則。

U 参議院での修正と特定非営利活動促進法の成立まで

年表5第5期 '97.7… '98.3

年 月日 政府(内潟・省庁) 議員・国会 市民団体

7月
市民活動制度連絡会が， NPO 

1997 
lOJi 

法成立の全国キャンベーンを

展開する.

東京都が「東京都37fフンアイア

8月 -非営利Bl体の活動促進に隠す

る懇談会報告jを発行する.

第2次橋本内関(改造内関，

9月11日
自民単独だが，社民・さきが

けは鴎外協力)が発足する(98
年7月30Bまでに

19B 
与党3党政策調整会議で「法
案要旨(裳)Jが合意される.

①第141図臨時国会が召集さ
れる(12月 12B までに~佐

29B 藤孝行氏入隠・辞任問題，泉

井石油商喚問跨題で， ~窓会は

冒頭から空転する.

10Ji 13日
共産党が「非営利法人特例法

案Jを参議段に提出する.
連合等が主催する市民公務会

14B 
が，東京(福i湾，大阪)で開催
され 3法案の担当考が出席
する.

経間違か''NPO法案の早期成

29B 
立を求める声明を発表し，橋

本主主相・参議i淀自民党幹部に
成立を働きかける.

参議続自民党が社民・さきが

30釘
けに対し，法案の名称を「特

定非営利活動促進法案」に変

更することを打診する.

①市民回f本のリーダー1，400
名からの fNPO法案の今回

11月18日
会成立を」の著名が，沼会』こ
寄せられる.②朝日・ B経・
読売が社説でNPO法案の平
期成立を要望する.

143) C' S， pp. 36-38，および C'sのHP(http://www.

npoweb. gr.jp/)によっている.
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年 月日 政府(内潟・省庁) 議員・国会 市民団体

①参議院自民党が社・さに

「市民活動促進法案jに演す
る4項目の修正案を提示する
が，宇土・さはこれまでの合意

1997 11月288 に反するとし，反発する.②

参議院与党3党の国会対策委
員，政策担当者，自民執行部

を交えた協議が行われる(12
月1日も).

加藤幹事長と村凋宮房長宮が 地球滋暖化紡止京都会議が関

12月1日
会談し， NPO法等の第141窃 催される. 7日には京都議定
臨持回会での成立に全力を尽 苦手が採択される.

くすことを確認する.

2日
参議院与党3党が国対レベル
で修正内容に合意する.

護金保険法改正の審議優先の

立場から， NPO法案の次期

48 通常国会関鎮での処理が与野

党の溺会対策委員会で合意さ
れる.

平成会・太i湯党有志議員が C'sと市民活動制度連絡会・

58 
f市民公益活動法人法案」を 東京が緊急集会を開き，平成
参議院に提出する. 会のNPO審議のボイコット

を批判する.

参議院内隠委員会で3法案 C'sと市民活動制度逮絡会の
(与党3党と民主党の修正 要望書が，参議院各党の罰対

8臼 案，新進党案，共産党言葉)の 委員長iこ捻出される.

趣旨説坊がなされる.雪量9日

からの質疑入りに合意する.

①介護保険法が抜き打ち採決

で成立する.②預金保険法改

98 正案の審議のあおりで，参議

院内淘委員会の審議が会期末

まで行われなくなる.

11臼
日経新潟カ''NPO法案のたな
ざらしを批判する.

12臼
第141悶臨待溺会が閉じ 3
法案とも継続審議になる.

22日
橋本品知察知事らが'NPO支
援を笠脅する.

PAN等が中心、となりNPO法

26日 早賎成立への要望の署名活動

を喜男女台する.

27臼 新進党が解党をiE式に決定する.

新進党が6党iこ分裂し，自由

'98 I月18 
党， 国主主の予言，新党友愛，新

党平和，書写明クラブ，改革ク

ラブが発足する.

①民主党，新党友愛，民民の

声，太陽党，フロムファイブ，

民主改革逮合の6党が，統一

7日
会派 f民友達jを結成する.
②NPO法案に関する民友連
の方針は 1つにまとまらず，
一方，自由党はNPO法制定
をまま本方針とする.
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年 月日 政府(j勾潟・省庁) 議員・醤会 市民間体

第142図通常苦言会が召集され

1998 l月12B
( 6月18Bまで).NPO法案
は労働・社会政策委員会へ付

託される.

参議院労働・社会政策委員会

22臼 でNP03法案の趣旨説明が
行われる.

参議院労働・社会政策委員会

27日
で， 3法案に対する質疑が関
虫色される(2月5Bまで)が，
午後からストップする.

参議院労働・社会政策委員会

29日 で参考人質疑 (6人)が行わ
れる.

参議院労働・社会政策委員会

2月3B で f市民活動促進法案Jの修
五協議が行われる (5B). 

①参議院労働・社会政策委員 各分野2，82H官民間体が
会での審議がこの日でー丘中 fNPO法案に隠する緊急、提
続する.②自民党が公明党 案Jを各党に申し入れる.こ

5日 に，後にすべての政党に修正 れ以前に， ~主主要な呼びかけ人

要望の提出を要請する. は共同で各党や主婆な議員に

阜鶏成立のロビー活動を試み

る.

参議!淀労働・社会政策委員会

王軍事怒談会を舞台に，各会派

10B による f市民活動促進法案J
の修正協議が始まる(lOB，12
日， 17日， 19B， 24日).

橋本首相が'NPO法案の早期 衆議院の代表質問で加藤自民
18日 成立を沼会に要請する. 党幹事長か'NPOの主重要性を

援事者する.

参議!涜労働・社会政策委員会

24B 理事懇談会における修正協議

が終了する.

①参議院労働・社会政策委員

会理事懇談会における審議が

再開され，終了する.②自民

党，社民党，さきがけ，民友

26日 逮，公明の5会派の議員がfr官
民活動促進法案に対する修正

家jを共i可提案する.法案名
が f特定非営利活動促進法
案Jに変更される.
参議院労働・社会政策委員会

で， 2月26日提出の共同修工E
3月3臼 案および与党3党案(衆議院

送付案)を会会一致で修正・

議決する.

①参議続本会議で，委員長報

告どおり，与党3党案(衆議
院送付案)を賛成多数で修正

4日 -議決し，衆議院に回fすす
る.②共E主党案， IB平成会，
太陽党案iま，国会終了時に廃
案になる.
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長手 月日 政府(内閣・省庁) 議員・国会 市民間体

衆議院内隠委員会で，参議院

1998 3月178
修正部分について質疑後，1特

定非営利活動促進法案Jが会
会一致で可決される.

衆議院本会議で，委員長報告 C'sとPANが声明を発表す

19日
どおり， r特定非営利活動促 る.
進法案」が全会一致で可決さ

れる.

1 致府

97年 6月18B， r市民活動促進法案jが衆
議院を通過した。この衆議院通過は，政府とり

わけ経済企画庁と全閣の都道府県に大きな影響

を及ぼした。「市民活動促進法Jの成立により

都道府県が迫られる対応としては，次のような

ものがあったO

市民活動促進法寒では，市民活動法人の認

証，情報公開，監督に関する手続きを都道府県

の閤体委任事務としていた(なお，複数の都道

府県に事務所を置く法人の場合は経済会画

庁)。間体委任事務とは，都道府県等の地方公

共団体に対して国等から法令によって委任され

た事務のことである O 団体委イ壬事務の場合，イ壬

せる俣uである国等の指揮監督は受けずに，地方

公共団体が自らの事務として処理することにな

る。この点が機関委任事務との大きな違いであ

る。機関委任事務ではなく団体委任事務である

ことは，各都道府県がこの手続きを定める条例

を自ら作成しなければならないことを意味して

いた。しかも，法律の公布後 1年以内に施行

されることになっていた。市民活動促進法案が

97年秋の臨時思会で成立すれば，法律の施行

は， 98年の運くとも 10月 1日か 11月 1日

になる。 6月 1日か 7月 1日の可能性もあ

った。 6月 I日の場合には，各都道府県は， 98

年 3月の議会で条例を成立させる必要があっ

た。そのためには，遅くとも 97年12月頃まで

には，条例案を作成しなければならなかった。

7月11B，経済企画庁は，都道府県の担当

者を集めて，市民活動促進法案に演する説明会

を開催した。説明会では次の 3点が確認され

た。①認誌事務等は団体委任事務であり，各都

道府県・経済企画庁がそれぞれの糞任で対応す

る必要がある。②経済企淘庁は各都道府県を指

導する立場にはない。③法律の施行の時期は

l年もない可能性がある。

経済企商庁によるモデル条例の作成を期待し

ていた都道府県の担当者は，この説明にかなり

寵てたようである。このため，説明会産後から，

都道府県担当者同士の勉強会， C'sや日本NPO

センターへの問い合わせ等が急増し，一部の都

道府県では，条例づくりの検討が開始され

たl叫)。

2 議員・撞会

①動かない参議院内閣委員会

97年 9丹11B，第 2次橋本改造内濁(自

民党単独であるが，社民党とさきがけは潟外協

力)が発足した。 9月29B，第 141毘臨時国

会が関かれた。会期末は 12月12日であり，会

期は 2カ月半であった。しかし，佐藤孝行議

員の入関・辞任問題や泉井石油商の喚問問題な

どで，臨時国会は波乱含みのスタートとなり，

関頭から空転した。

市民活動促進法案の審議入りは，当初は早い

時期が期待された。しかし，参議院内閣委員会

は，まる 2カ月間全く審議を行わず，最終的

な審議入りは 11月末になってからであった。

審議入りが遅れたのは次のような理由からであ

るO

1)佐藤孝行議員の第 2次橋本内閣への入閣

144) C' s， pp. 48-50. 
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問題以来，ほとんどの法案の審議が遅れる テレピは，これで合意が成立したと報道した)。

か，審議入りしていない状況にあったO そ しかし，本格的な交渉が始まったのは， 11

の影響を受け，市民活動促進法案も審議入 月28日，参議院自民党盟会対策委員会が，社

りに至らなかった。 民党とさきがけに対し 4環毘からなる修正

2)与党自民党は，法案処理の優先順位を，第 案を提示してからであった。その 4項目は，

1 f立に財政構造改革法案，第 2位に介護 ①法人の名称、等の変更，②認証基準の修正，③

保険法案としていた。これら 2法案の処

理が終るまでは，与野党対立の要国は可能

なかぎり減らしておこうとした。このため

市民活動促進法案は後四しにされた。

3 )参議院自民党と衆議院自民党が対立してい

た。近年，参議院自民党は衆議混自民党に

対して独自色を強めており，衆議院自民党

が一方的に送付してくる法案を無条件で通

すようなj犬j兄にはなかった。したカ古って，

与党 3党の政策調整会議，参議院社民党，

さきがけ，自民党執行部等が，参議院自民

党に対して法案成立を働きかけたが，参議

院自民党は審議に入ろうとしなかった。村

上正邦参議院議員は，参議院自民党幹事長

であり，反執行部の立場をとる議員の中心

人物であった。

4 )平成会(参議院の新進党と公明党による会

派)は，自らの法案提出の意向を表明しな

がら，法案提出を遅らしていた。一方， NPO

法案を担当していた新進党議員は， r今無
理につくる必要はない。今田は廃案で， 2 

年かけていいものをつくろうJと主張して
いた。

このような状況にあった 10月138，共産党

は「非営利法人特例法jを参議院に提出した制。

②参議院与党の修正協議

10月の末頃から，与党 3党の参議院政策強

当者は，市民団体，連合，経団連等の働きかけ

を受けて，法律の名称、を f市民活動促進法案j

から「特定非営利活動促進法案jに変更し，法

律の成立を図る方向で協議を進めていた(ある

145) C's，pp.51-52. 

委径の総理府への一元化，④縦覧期間の延長で

あった。この 4項目の修正問題に関しては，

社員党とさきがけは，これまでの与党 3党指

の合意を踏み外すものとして強く反発した。

11月288と12月 1日の両日，参議院与党

3党の国会対策委員会で，各党の政策担当者

や自民党執行部は，断続的に協議を続けた。こ

の局面の打開に動いたのは，社民党の辻本議員

と自民党の加藤幹事長であったor辻本議員は，
反対派の村上正邦参議院自民党幹事長の説得に

直接出向き， r市民活動Jの文言のすべてを「非
営利活動」に言い換えながら，一番重要な簡所

である法律の自的部分の「市民に関かれた自由

な社会貢献活動jの「市民Jの文言を残して，
f市民が行う自由な社会貢献活動jとすること

を認めさせた附j。

一方，自民党の加藤幹事長は， 12月 l日，

村岡兼造内閣官房長官と会談し，介護保険法，

預金保険法改正案と並んで， NPO法案の臨時

国会での成立に全力を尽くすことを確認し

た14九加藤幹事長はまた，社民党とさきがけ潤

党の NPO法案担当者への根回しと，参議院自

民党への説得に努めた。こうした自民党執行部

146) r務日新潟j(1997/12/16靭干日).r毎日新開j(1998 
/3/4朝刊).辻本議員は rNPO法案で迷立与党
内の妥協が成立したのは，自民党内の市民セクタ

疑問視i派を中心とした異論に対して，鴎外協力の干土
さ照党との連立維持という求心力で対抗し，非自民

勢力の力不足に対しては自民党内の市民セクタ-g重
視派がカを貸すことによって，そのバランスのよで

ようやく可能になったJとしている.辻本清美
(1998). r辻本清美の永田罰I航海記.i，第三重書館，
p.185. 
147) c' s， p. 54. 
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の積極的な働きかけを受けて，参議院自民党の

反対派も柔軟な姿勢に転じたi謝。

12月 2日，与党 3党は，今臨時国会での

成立を優先する立場からそれぞれ妥協し，次の

4点からなる修正に合意した。

1 )法律名称、を f特定非営利活動促進法案jに，

法人名称、を f特定非営利活動法人jにそれ

ぞれ変更する。

2 )法律の第 1条にある「市民に憶かれた自

由な社会貢献活動Jという表現を「市民が
行う自由な社会貢献活動Jに変更する。
3 )認証の基準に「暴力団もしくはその統制の

下にある団体ではないJという l号を加
える。

4 )認証手続きの際の公告・縦覧の期間を 1カ

月間から 2カ月間に延長し，認証にかか

る期間を全体で 4カ月とする O

12月 3日，与党 3党は，この合意にもと

づき，参議院内閣委員会理事懇談会を緊急に関

寵することを決定し 4日からの審議入りを

呂指した。参議院自民党は，早速，平成会や民

主党などの他の政党との日程調整に入った149)。

③ 平成会の抵抗と預金保険法改正案

この時点で， r特定非営利活動促進法案Jの
成立の可能性は高くなったようにみえたが，実

際には屑りの状況は悪化していた。

平成会は与党 3党の動きに強く反発した。

平成会は， r臨時国会では， NPO法案は審議し

148) r朝日新関j(1997/12/16朝刊).r自民党執行部
lま，自災党内の連立解消・政権喪失に対する議員の

危機意識を利用することを挺子に，小選挙B:実施

後，現職議員の自立によって施弱化した執行部の党

内指導力を確保する手段としてきた.NPO法案』こ

対する参議j涜自民党に対して，自決党執行部が説得

につとめ，妥協案で成立に回途をつけたのは，省!T

再編論議の最終段階で積み残されていた大蔵省の財

政・金融部門の分離問題で，与党からの毒症税をちら

つかせていた新党さきがけを引き止めるための必死

の策であったとされるJr毅臼新跨j(1997/12/3 
務引Ij).

149) c' S， pp. 53-54. 

ないことになっていたjと主張して， 12月 3

8， 4日の内閣委員会理事懇談会を欠席する

戦術をとったため 4日の審議入りは不可能

になった。

平成会が 6日，王子成会・太陽党案を提出す

るとのことで，一時は， 58審議入りという

案も検討されたようである。

しかし， 12月 4臼，預金保険法案改正案が，

臨時国会終盤の争点として急浮上してきた。野

党は，預金保験法案改正案の成立に対して徹底

抗戦を申し合わせた。特定非営利活動促進法案

の今臨時国会での成立を目指す与党 3党は，

厳しい対応を余儀なくされた。

間じ 12月 48，与野党幹事長会談におい

て，自民党は，頚金保険法案改正案の審議を優

先する立場から，サッカーくじ法案の「継続審

議Jや，特定非営利活動促進法案のf慎重審議J
を提案した。このため，与党 3党の幹事長会

談.00会対策委員会談では， r特定非営利活動
促進法案は，次期通常菌会の冒頭で処理するの

で，頭金保険法改正案を優先するjことに対す

る理解が求められた。この点は，与野党国会対

策委員会の協議でも合意された。

12月 5日，与党の前日の提案を受け，参議

院平成会も一時軟化した。この 5日，平成会

・太陽党は f市民公主主活動法人法案jを参議院

に提出した。これを受けて，参議院内濁委員会

理事会は， 88に与党 3党案，共産党案，平

成会・太陽党案の 3法案の提案理由の説明を

行い 8日， 9 8， 11日に審議し，最終的に

採決に至るか否かは，その過程で決めることに

決定した。

12月 88，予定通り参議院内閣委員会が開

催され 3法案の趣旨説明がなされた。しか

し，その後の預金保険法案改正案の強行採決を

めぐり，与野党の対立は激化した。このため， 9 

日と 11日の参議院内閣委員会の審議は，結局，

行われなかった。

最終的に 12月12日の第 141由臨時国会最終

日の午後 4時から，参議院内閣委員会が開催
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され 3法案の継続審議が決議された印)。

④新進党の解党と民友達の結成

97年の年末，政界は，新進党の突然の解党

により大きく揺れた。 12月278，新進党の両

院議員総会は，党首選挙をめぐる路線対立から

解党を決定した。この解党により，新進党議員

は， 98年 1月 5臼までに自らの新しい党へ

の所属を決定する必要に追られた。新間報道等

によれば，小沢一郎党首は，新進党を解党して

議員 100名規模の新党すなわち自由党を再結成

し，自民党の反主流派と組んで，政権交代を呂

論んでいたとされる。

98年の正月明けには，新進党は，自由党，

新党平和，索現クラブ(旧公明党)，新党友愛

(18民社党)，国民の声，太陽党，ブロムファ

イブ，民主改革連合等の政党に分裂していた。

自由党は，結党時に，衆議院議員と参議院議員

会わせてわずか54名の少数政党になってい

た。

政局の流動化は，新進党の分裂だけでは終ら

ず，新たにできた政党と他の政党との合併を生

み出した。上述のように，各議員は 1月12

日から始まる通常国会のために，早急に国会内

の会派を決定しなければならなかったからであ

る。さらに，通常国会が閉会となる 98年 7月

には，参議院選挙が予定されていた。このため

各議員は，選挙に備えて有利になる基盤を獲得

しようとしていた。

民主党と連合は，この政局の流動化に対応し

て大きく動いた。民主党は，流動化を党勢拡大

のチャンスとして捉え，新進党の分裂の中で生

まれた小さな政党に対して統一会派結成を呼び

掛けた。一方，連合は流動化を， I日総評系(社

民党)とi日友愛会系(民社党)に分裂している

自らの労働運動を，統合できる絶好のチャンス

として捉えた。

1丹 78，毘主党，新党友愛，国民の声，

150) C' S， p. 55. 

太陽党，フロムファイブ，民主改革連合の 6

党は，政策担当者会議を際き，統一会派結成に

向け基本政策をまとめることを決定した。

しかし，まとまった基本政策 f統一会派結成賞

では， f継続審議となっている NPO法案

については，過去の経緯を踏まえ，各党の判断

を尊重する。また，税制問題等を含む市民活動

促進のためのさらなる制度の整備について検討

を始めるjとされた。すなわち， NPO法案に

ついては 6党の潤の意見調整ができず，各

党はバラバラに対応することになった。バラバ

ラの対応となった理由は，民主党が市民活動促

進法案の早期成立を主張し，一方，掴民の声等

が!日新進党・平成会案にもとづく与野党対決を

主張し，両者の跨の意見の差が埋まらなかった

ことにあった。したがって，統一会派がNPO

法案に対していかなる対応をとるかは不透明の

ままであった。

1月 18に結党された自由党は， fNPO法

の制定Jを基本政策の 1つとした。
1月12日，第 142図通常国会が開会した。

民主党を含む 6党は，統一会派「民友連jと

して国会内の会派届を提出した則。

⑤ 法案成立にとってのプラス要因とマイナス

嬰関

政局の流動化によって， NPO法案の成立の

見通しは誰にも立たなかった。成立にとってプ

ラスの 2つの要国と，マイナスの 5つの要因

が複雑に絡み合っていた。

まず，プラスの第 lの要因は， 97年12月

4日の与党 3党と平成会との跨で fNPO法

案は通常国会旨頭で処理するjという合意がな

されていたことである。

プラスの第 2の要閣は，継続審議になって

いたのが参議院であったことである。衆議院が

予算審議をしている問，参議院はNPO法案を

十分審議することができた。

151) c' S， pp. 55“57. 
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他方，マイナスの第 lの要因は，第 142間

通常国会での課題が非常に多いことであった。

96年の北海道拓殖銀行の破綻や 97年の山一証

券倒産による金融不安から，景気の先行きに対

して不安が拡がっていた。このため通常国会開

会早々 に， 97年度裕正予算案，韻金保険法再

改正案，金融システム安定化法案等が，矢継ぎ

早に，審議されることが予定されていた。その

後に， 98年度予算案，証券取引法改正案，保

険業法改正案，等の審議が日桂に上っていた。

さらに省庁再編基本法案，情報公開法案等も， 3

月演には国会に提出されることになっていた。

このように通常国会は，極めてタイトなスケジ

ュールが予想された。

マイナスの第 2の要因は，参議院の委員会

構成が変わったことである。先の97年後半の

第141国務時間会では， NPO法案は参議院の

内閣委員会で審議されてきた。しかし 98年か

ら参議院の仕組が変更され，内務委員会は総務

委員会になった。また，労働問題・社会政策問

題・ボランテイア問題担当の委員会として，新

たに労働・社会政策委員会が設けられた。 NPO

法案は，この労働・社会政策委員会で審議され

ることになった。その結果，参議院議員の各委

員会への所属が第 141閤鵠時間会の場合とは巽

なり，審議もーからやり査しとなった。このこ

とは，市民団体にとってロビー活動を最初から

やり直さなければならないことを意味してい

た。

マイナスの第 3の要関は，自民党，社民党，

さきがけの与党 3党体制が，限界に達しつつ

あると考えられていたことである。まず 1月

には，財政と金融の分離問題で，さきがけが与

党から離脱する可能性があった。さらに 7

月には参議院選挙が予定されていた。したがっ

て，与党 3党体制は 4月から 5月頃には崩

れると考えられていた。

マイナスの第 4の要因は，新たな統一会派

「民友連」の方針が決まっていないことであ

る。

マイナスの第 5の要因は 7月に参議院選

挙があるため，参議院でNPO法案が継続審議

になれば，慣行により廃案になることであっ

た。すなわち，いずれかの議院で選挙があれば，

他の議院での継続法案は廃業になる。

以上のように， NPO法案は，多くのマイナ

ス要因に底面していた。

国会のスケジ、ユールを熟知しているある官僚

OBは，この時期， f98年度予算案が成立する

3丹末までに成立しなければ， NPO法案は苦

しくなるJと言っていたそうである。 NPO法
案は，成立か廃案かの崖っぷちに立たされてい

た出。

⑧ NPO法案の審議翻始

98年 1月12日に潟会された第 142盟通常

国会は，衆議院での97年度補正予算の審議か

ら始まった。衆議院で補正予算が審議されてい

る濁，参議院では，新しい党・会派の国会対策

委員が各委員会の法案審議の在り方を話し合っ

た。その結果，先の第 141回臨時国会において

与党 3党と平成会の関で fNPO法案は通常国

会冒頭で処理するJという合意がなされていた
ことから 3つのNPO法案は早期に審議に入

ることになった。

この通常国会の時点では，従来から NPO法

案にかかわってきた野党議員はいくつもの党・

会派にバラバラに所属していた。例えば，新進

党案のまとめ役であった河村たかし議員は自由

党に，平成会・太陽党案の平成会側の中心であ

った山本保議員は公明党に，平成会・太楊党案

の太陽党側のや心であった北津俊美議員は畏友

達に，それぞれ所属を変えていた。

山本保・北j幸俊美議員らが議員倒人として提

案した平成会・太陽党案は，与党3党案，新進

党案，共産党案とともに審議されることになっ

た。もっとも，平成会・太陽党案を提出した議

員には，以前のように与党 3党案の審議を止

152) C's，pp.57-58. 
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めたり，自らの法案を強く主張するだけの力は 正し，早期に成立させるかjに焦点が合わせら

なくなっていた。 れていた。 6人の参考人は，山岡義典 (8本

民友連は 6党の密会対策委員のレベルで NPOセンター事務局長)，福島瑞穂(C'sの副代

はNPO法案に関して統ーした対応をしないこ 表)，江見俊太郎 (PAN議長)，若原泰之(経

とにしていたが， NPO法案の審議を進めるこ

とには積極的であった。

労働・社会政策委員会の理事懇談会は，第

142国通常田会における NPO法案の参議院審

議で重要な役割を担うことになった。なお，労

働・社会政策委員会の委員長は鹿熊安正(自民

党)であり，理事は海老原義彦(自民党)，狩

野安(自民党)，笹野貞子(民友連)，大脇雅子

(社民党)，古川春子(共産党)，オブザーパー

は山本保(公明党)，都築譲(自由党)，堂本暁

(さきがけ)の各議員であった。この理事懇

談会では，与党 3党と畏友達が穣極的に審議

入りを主張した。一方，公明党，自白党，共産

党の 3野党は，審議入りに難色を示した。最

終的に多数決で審議入りが決定された。

1月228，労働・社会政策委員会では 3

つのNPO法案の趣旨説明が再度行われた出。

⑦ 委員会糞疑の焦点

l月278，参議院労働・社会政策委員会の

質疑が開始された。与党 3党が当初決めたス

ケジュールは次の通りであった。 278は 18 

質疑， 298は参考人質疑， 2月 3臼は質疑， 5 

日は質疑と修正案提出， 108か12日は採決と

いうものであった。

しかし，大蔵省の汚職事件とそれへの政府の

対応をめぐり 1月278の参議院審議は，午

前中だけで終了してしまった。その結果， 29 

日は参考人質疑 2月 38は29日の残った

後半部分の質疑 2月 5日は 18審議が，

それぞれ行われた。

l月27日 3法案に関する質疑が行われ

た。 29日の 6人の参考人の意見陳述は，いず

れも「与党3党の市民活動促進法案をいかに修

153) c' S， pp. 58-59. 

団連 1%クラブ会長)，秋尾晃正(日本民際交

流センタ一代表)，伊藤裕夫(電通総研研究主

幹)の各氏であった。このうち，山雨，江見，

秋尾の 3氏は緊急提案の要望書の呼びかけ人

であった。若原氏は積極的な推進派であった。

したがって，参考人の多数は，与党 3党案を

較に早期成立を図るべきであると主強した。参

考人の意見陳述は fNPO法案は，与党 3党案

を教に修正し成立させるべきであるJという認
識を，質問した議員に強く抱かせた。一般の市

民団体の間でも， NPO法案の早期成立を求め

る声が支配的になった。

少し後になるが， 2丹18日の衆議院代表賞

間で，加藤自民党幹事長はNPOの重要性を指

摘した。橋本首相も， f現在，国会で審議中の

NPO法案は極めて重要で、ある。法案をできる

だけ平く立法府から行政府に渡してほしいjと

述べた。

新進党・平成会も前年の年末に解党し，野党

には与党案に反対する力はないことが明らかに

なっていた。これまで与党案に反対してきた公

明党も 7月の参議院選挙等を考麗し，この

時点、で与党案に反対することは得策ではないと

判断したようである。

2月 3日から始まった参議院労働・社会政

策委員会の審議では，与党案の「市民活動促進

法案Jの修正に焦点が合わせられた。議論の対
象になったのは，①第 2条の「定義Jの部分，
②行政の監督のあり方，③税制優遇措置の 3

つであったl制。

⑧ 最後の修正協議

2月 58，参議院労働・社会政策委員会審

議が行われた後，審議は，突然，隠かれなくな

154) C' S， pp. 61-69. 
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った。実は 2月に入った嘆から，政局の変化

を受けて，参議院自民党と公明党の間で「市民

活動保進法案Jの修正協議が，水面下で行われ
ていたのである。

政局の変化とは，自民党とくに参議院自民党

は与党 3党(自民党，社員党，さきがけ)の

簡の関係がゆらいでいたことから，次の連携相

手として公明党に接触し始めていたことを指し

ている。提携相手として接触された公明党も，

与党案の修正・成立を考えており，参議院自民

党も協議がし易かったいわれる。

2月 5日，自民党は公明党に対して修正要

望案の提出を求め，公明党の山本保議員は 3

点からなる修正要望案を提出した。これに対し

て，社民党，さきがけや他の致党の労働・社会

政策委員会の理事は，自民党が公明党とだけ修

正協議することを批判した。この批判を受け

て，自民党は全ての政党と修正協議をすること

を表明し，各党に対して 2月 9Bまでに修

正要望事項を提出するように求めた。

与党 3党は， 97年12月 2日に 3党で合

した修正案を提出することとした。民友連，

共産党，自由党もそれぞれ修正要望事項を提出

した。公明党は先の修正内容をより具体化した

ものを提出した。 2月10日，各党の修正要望

事壌が出揃った。

2月10日，参議院労働・社会政策委員会の

理事懇談会は，委員会を構成する全ての政党が

参加した修正協議を開始した。修正協議は， 10

B，12日， 17 B， 19日， 24日と合計 5日向， 11

時掲余りにわたって行われた。この結果， 9 

項目の修正案がまとめられた。修正案の内容

は，①法人等の修正(法律の題名の変更)，② 

定義部分の変更，③団体委任事務の明確化，④

設立の認証にかかわる申請書の添付書類に関す

る修正，⑤縦覧期間の延長，⑤認証基準の修正，

⑦経済企画庁長官による情報の提供，③報告お

よび検査に関する修正，⑨別表に掲げる活動に

関する修正，の 9項目にわたった。

2月26B，与党 3党，民友連，公明党の

5会派の議員は，再開された労働・社会政策

委員会に「市民活動促進法案jの共問修正案「特

定非営利活動促進法案Jを提案した。当日，共
同修正案に関する質嬢が行われ，全ての委員会

費疑が終了した1問。

⑨ 全会一致への努力

98年 2月26日，参議院労働・社会政策委

員会の審議は終了し，採決は 3月 3日と決定

された。「特定非営利活動促進法案Jが委員会
で可決されることは，その時点で既に確実視さ

れていた。次の焦点は，野党である自由党と共

巌党の賛杏がいかになるかであった。自由党と

共康党は，採決の前日まで態度が決まらなかっ

たようである。

労働・社会政策委員会の理事懇談会での協議

の結果である修正案は，各党にとって不満が残

るものであった。しかし修正協議のプロセス

は，各党にとって概ね満足すべきもので、あった

といわれる。盟会で与野党による法案の修正が

行われる場合，委員会の現場で行われず¥与野

党の国会対策委員会という委員会の議員の自に

見えない所で行われるのが一般的であるとい

う。今回の f特定非営利活動促進法案jの場合

でも，確かに，与党 3党の思会対策委員長レ

ベルでの修正協議(第 141由臨時国会:97年12

月 2日)や，自民党と公明党の国会対策委員

長レベルでの水部下での修正協議が行われたこ

とは事実である。しかし同時に，委員会の理事

懇談会という公式の現場の機関において，各党

が等しく法案の問題点を協議し合い，各法案の

提出の趣昏や問題点・修正の可能性を率直に議

論し合ったことの意義は大きいといえる。

その結果， r市民活動促進法案Jを修正し，
内容で確認する必要のあることを委員会の審議

で確認することを約束し，さらに法案の 1条

1条の意味も吟味し合うことが可能であっ

た。闘会の審議が形昔変化している現状におい

155) c' S， pp. 69-70. 
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て， r特定非営利活動促進法案jの審議は画期
的であったとされる。

審議に参加した自民党の狩野安議員は， r (審
議の経過は)議員立法の神髄を究めたものjと

評価した。共産党の古川i泰子議員も， r問題は
残ったが，議員同士で主張すべきことは全てぶ

つけ合った。何故変えられないかという理由を

きちんと説明された。共産党もきちんと修正協

議に参加できた。異例ともいえる審議であり，

議員立法のあり方，二院政の下での参議院の役

割について，一つの教識を残したjと高く評価

した。

このような審議経過を経て，修正案には民友

連(lB民主党を含む)と公明党が名を連ねるこ
とになった。自由党(旧新進党)と共産党は，

前年の第 140盟通常国会の衆議院では「市民活

動促進法案jに反対した。しかし，以上のよう

な立法過程および諮問体の法律の早期成立の要

望を考慮し，今回は法案に賛成した。

3月 3Bに行われた委員会審議では，狩野

安(自民党)，竹村泰子(民友達)，山本保(公

明党)，大脇雅子(社民党)，古川春子(共産党)， 

都築譲(自由党)，堂本暁子(さきがけ)の 7

名の議員が賛成討論を行った。

かくして参議院労働・社会政策委員会は，全

会一致で「特定非営利活動促進法案Jを可決し
た。衆議院では厳しく対決していた法案が，各

党の相互に抑制を保った修正協議により，全会

一致で可決された。

断期的な修正協議と全会一致の可決になった

理由として，多くの市民団体からの早期成立の

働きかけがあったことが上げられる。 3月 3

日， I日新進党NPOパートナ…ズの中心メンバ

ーで、あった河村たかし衆議院議員(自由党)と

山本保議員(公明党)は，反対から賛成に回る

理由の lっとして次のように市民の要望を上

げているJ法人格を待つ市民の強い声があり，
これ以上法案の成立を遅らせる訳にいかない。

不十分だが，権力的な運営をさせないための修

正を勝ち取ったことから，現状では速やかな成

を選択することとした附J。
⑮特定非営利活動促進法の成立

3月 4B，参議続本会議が潤催され， r特
定非営利活動促進法案jが採決された。採決の

結果は，出席議員総数219名，賛成217名，反

対 2名のほぼ全会一致であり，法案は参議院

を通過した。共産党案と!日平成会・太揚党案

は，いずれも採決をすることなく棚上げにさ

れ，第 142国通常国会終了時に廃案となった。

同じ 3月 4日.r特定非営利活動促進法案J
は衆議院に毘付された。衆議院では再び内閣委

員会に付託された。

3月17日，法案は内潟委員会で審議され，

全会一致で可決された。

3月19日，法案は衆議院本会議で採決さ

れ，会会一致で可決され， r特定非営利活動促
進法jは成立した157)。

3 市民詔体

① 意見の相違の克服と連合の市民公聴会

上述のように， 97年の夏から秋にかけて，

市民活動促進法の成立を求める市民間体の運動

は，全国的な展慌をみせた。市民団体は，秋の

臨時国会を市民活動促進法成立の正念場と捉え

ていた。この理由として，もし秋の第 141由臨

時国会の機会を逸すると，政治状況は流動化

し，自民党，社民党，さきがけの与党 3党の

枠級が崩れるのではないかという判断があった

ことが上げられる。枠組が崩れた場合には，ょ

うやく衆議院を通過した法案が無に帰してしま

う可能性があった。

C'sや日本NPOセンターで構成される市民

活動制度連絡会は 7月から 10月にかけて，

地元の自体と協力して「地元から議員に働きか

けjというテーマにもとづいて，市民活動{足進

法の成立を求める集会を開催した(務関，名古

大阪，千葉，広島，札幌，松山，福岡，神

156) C's，pp.72-74. 
157) c' s， p. 74. 
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奈川，締出等)。各集会では， r市民活動促進法 れる。

成立を求める署名jが集められた。 97年10丹14日，連合は 3法案の担当者を

この時期，市民活動促進法案が衆議院を通過 招き f市民公穂会J(東京，福岡，大阪)を関
したことや， C'sが与党案成立に向けて運動を

開始したことにより，従来，調整が困難であっ

た市民団体問の協力が本格化した。

市民団体は，意見の相違により次の 3つに

大別された。

第 lの連合・さわやか福祉財団系の市民団

体は， r内容はともかくまず法人制度をJと主
張していた。

第 2のC'sや市民活動制度連絡会系の市民

団体は， rまず法人制度であるが，法人制度の
内容が一定以上でない場合には費成できないJ
と主張していた。市民面体が法人格を取得すれ

ば，財産管理に他人名を使うことから生ずる棺

続時のトラブル等がなくなるからである。福祉

団体は，介護保険法の成立で公的介護サービス

を供給する「指定居宅サービス事業者Jになる
ために，その要件としての法人格の取得を求め

ていた。

第 3のPAN(芸術文化振興連絡協議会)系

の市民団体は， r法人制度も重要であるが，税
制優遇措置が認められないNPO法は問題であ

るJと主張していた。規模が比較的大きい劇団
や文化団体等は，寄付する人の所得税減税など

の資金面での支援を求めており，優遇税制実現

のためには，より強い担保をとるべきだとの意

見が支配的であった。国際協力を行う NGO

は，難民救済などの活動にかなりの費用がかか

るため，資金的支援を重視していた。

これら 3つに大関される市民団体は， 9月

に何度も会合を持ち，お互いの主張の相違を認

めながらも，(1)与党案を輸にNPO法案の法人

制度部分の早期成立を自指す， (2)その過程で税

制優遇措霞への道筋を担保させる，ことの 2

点で協力することになった。

市民国体の関には，分裂したままでは政党に

対する影響力は小さく，何の成果もあげること

ができないという危機感があったものと考えら

保した。この公聴会は，上記の 3つに大別さ

れる市民団体の運動を連合がパックアップした

ものである。さらに連合は，民主党を中心に各

政党に対し市民活動保進法の早期成立を働きか

けた。臨時国会の焦点は，市民活動促進法の成

立・不成立に移っていった酬。

②経団連の参入と市民団体のロビー活動

参議院が市民活動促進法の審議に一向に入ら

ないことに不満を持ったのは，市民団体だけで

はなかった。 10月29日，経団連・社会貢献推

進委員会は f市民活動促進法案 (NPO法案)

の今臨時国会におけるすみやかな成立を望むj

との声明を発表した。同時に，豊田章一郎経話

連会長は，橋本首相にNPO法案の成立を働き

かけた。さらに，経由連・社会貢献委員会や若

涼経団連 1%クラブ会長が，参議院自民党幹

部に寵接法案成立を働きかけた。

経団連がNPO法の成立を求めたのは次のよ

うな理由からであった。①市民団体を中心とす

るNPOは，企業の社会貢献活動の重要なパー

トナーであり，企業の社会貢献活動の幅を広げ

るO ②市民団体が法人格を取得し，社会的認知

を高めていくことは，自己責任原郎にもとづく

市民社会づくりの第一歩となる。

経由連は，例年から社会貢献推進委員会・

社会貢献基盤専門部会において， NPO法案の

検討に各党のNPO法担当議員からの情報技

集を進めてきた。経団連は， NPO法成立を目

指す当事者ではなく，あくまでも応援団として

行動する方針を堅持してきた。この時点で働き

掛けを開始したのは，①市民団体とマスコミが

いずれも「市民活動促進法の早期成立jで一本

化した，②9月の自民党の役員改選で，加藤

紘一執行部(加藤紘一幹事長，山崎拓政務調査

158) C's，pp.50-51. 
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会長，野中広務幹事長代理等)が再選され，政

局の流れがみえてきた，③参議院自民党が審議

になかなか入らない，ことにあった。

以上の経団連の積極的な働きかけは，参議院

自民党に大きな影響を及ぼしたようである。あ

る参議院自民党の幹部は「数年前なら，経由連が

このような開題で積極的に動くなど思いも付か

なかったjという感想を述べたと言われる酬。

11月18B，市民間体の代表らは，各党に対

し約 1，400名の緊急署名とともに，早期の審議

入り・法案成立を求める要望書を提出した制。

12月 3日の夜， C'sと市民活動制度連絡会

・東京は，臨待国会の参議院内閣委員会の審議

状況に対応して，東京・飯田橋で緊急集会の開

催を決定した。

12月 5日の集会には 130人が集まり，会場

は熱気に包まれた。集会では， NPO法案の審

議をボイコットする平成会に対し多くの批判が

集中した。主催者からは， rr特定非営利活動促

進法案は次期通常国会の冒頭で処理するので，

頭金保険法改正案を優先するJという 12Jj 4 
Bの題対委員長合意を再考し，今盟会でのNPO

法案の成立を要望しますjという要望書が提出

された。全国のサポートセンターの代表者や集

会参加者がこの要望誉に著名し， 12月 8日，

参議院の各党の国会対策委員長に提出された。

12月11日のa本経済新聞の社説『納得でき
ないNPO法案のたなざらし』は，上記の市民

団体の雰閤気を正確に伝えたものである則。

12月12日，再び， NPO法案は継続審議に

なった。

③市民闇体の輪の拡がり

NPO法案が麗っぷちに立っているという認

識は，これまでロビー活動を中心的に担ってき

た市民自体の問の相互連携を一層強めることに

159) C's，pp.52-53. 

160) r東京読売J(1997/12/19朝刊).
161) r B本経済新聞J(1997/12/11車母子U). 

なった。

12月26日， PANカ宮中心、となって，

rrNPO法案jに関する緊急提案jの箸名活動

が開始された。この要望書は，税制に関する修

正を主張しつつも法案の成立を重視する PAN

と，法案の早期成立を主張する C's等との両

者の主張を取り入れた要望書になっていた。要

には，これまでで最多の2，821の市民間体

が賛開の署名をした (98年 2月 5日，この

署名簿は与野党に提出された)。

98年 2月 5B以前にも，主要な呼びかけ

人は共同で，この署名簿を持って各党の重要な

議員を訪ね， r早期成立jに重点を置いたロピ
活動を行った。特に新しく成立した民友連の

議員，共産党・公明党の本部に対して，強力な

働きかけが行われた。 l月下旬から 2月上旬

には，数田の熱心な働きかけの結巣，民友連の

議員，共産党の強当議員，公明党本部は，積極

的かどうかは別として，早期成立の方向へ方針

を転換していった。

もちろん，会ての市民団体が早期成立に賛成

していた訳ではない。特に，参議院与党 3党

の修正協議の結果，法人の認証要件として「暴

力団または暴力団の統制下にある団体でないこ

とjという項目が入ったことが問題とされた。

この項目に関して，日本消費者連盟，全国市民

オンブズマン協議会等から修正要求が出され

た。

98年 3月19日， C'sは声明 rNPO法成立

ーその意義と今後の課題」を発表した。 PAN

も声明を発表するとともに「この法案の成立を

率直に歓迎したい」と述べたl昭)。

162) c' s， pp. 59-60. 
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羽特定非営利活動促進法の公布から優遇税制の成立まで

年表6第6期 '98.3-2001.3

年 月日 政府(内腿・ノ 議員・国会 市民団体

1998 3月25B
「特定非営利活動促進法jが

公布される.

28B 
北海道NPOサポートセンタ
ーが設立される.

民主，民政，新党友愛，民主

4月27日 改革連合が合流して，新「民

主党」が発足する.

5月14日
民主党が基本政策にNPO優
遇税制の整備を唱える.

6月l日 自社さ連立を解消する.

18日
第142沼通常国会が閉会す
る.

「特定非営利活動促進法施行

24日 規則J(平成10年総理府令第
43号)等が公布される.

第18回参議院選で，自民党が

7 fIl2日 惨敗し，民主党と共産党が躍

進する.

小波j内閣(自民単独内照，千土

30B 
民とさきがけは参議院選前に

間外協力から政権離脱)が発

足する(99年1月14日までに

8月12B
「総合等登記令の一部を改正

する政令Jが公布される.
10月20B 新党さきがけが解党する.

11月12B
C'sがNPO法施行記念フォー
ラムを潟催する.

19日
自民党と自由党が連立政権で

合意する.

27日
第1441!i1磁待国会が召集され
る(12月14臼までに

法務大臣が，中間法人を民法

28臼
上の存夜として明記し，公主主

法人整理を容易にする民法改

iEを事務局に指示する.

12月1B 
「特定券営利活動促進法jが

施行される.

19B 
日本ボランティア学会設立総

会が言語かれる.

小潟j首相の諮問機関である経

24B 
済戦略会議が中間報告の中

で，寄付金に対する免税措置

の大脇拡大に言及する.

'99 l月
JICA古市GOに業務委託を行
つ.

小潟内協(第1次改造内関，

14日 自白連立)が発足する (99年

10月5Bまでに

衆議院本会議で富津蔵相が

2月5日 NPOへの税制優遇措霞に言
及する.
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年 月日 政府(内調・省庁) 議員・回会 市民間体

1999 2月13日
閣僚ボランァイア学会設立総

会が務かれる.

25日
北海遂でNPO法人第 lZ号E さ~ふれ
らの演滅工房)が認

る.

日本NPO学会設立総会およ

3月20日 ぴ第1Ii若年次大会が関かれ

る.

日経連会長 'B務会頭が労働
4月12日 大臣にNPO税制優遇の必要

性を伝える.

経済企薗!Tの国民生活審議会

27日 がiNPO税制j等をテーマにス

タートする.

5fj8日
情報公開法が国会で成立す

る.

経関連が fわが国産業の競争

21日
力強化に向けた第一次提言j

でNPOの社会的基盤の強化

に言言及する.

自民党臨持経済再生・産業競

27日
争力検討チームが f雇用対策
(素案)JでNPOの活用に言
及する.

6fj7臼
経済会薗庁が初のNPO不認
誌を決定する.

全国28市民団体による iNPO

8日 /NGOに関する税・法人制度

改革連絡会jが発足する.

政府が「緊急展潟対策-産業

11日 競争力強化対策」を決定し，
NPO潟逮施策を凝り込む.

7月8日
中央省庁改革関連法・地方分

権一括法が国会で成立する.

24日
公明党が基本政策にNPOの

優遇税制を唱える.

NPOのための優遇税制を g
指す超党派の iNPO議員連

8fj6B 箆J(会長:加藤紘一)が発
足する.参加議員は238名で
ある.

C'sが iNPO法人申請同体へ

25日 の法律運用状況に関する識変

結果jを発表する.

法務省法人制度研究会が中間

9月3B 法人制度創設の報告書をまと

める.

自民党と公明党が，連立政権

10日
樹立にあたり iNPOの寄付
金に関する税制改正jを早急、

に検討することで合意する.

18B 
NPOフォーフム'99東北会議
が開催される.

10月4B
自白公3党代表が3党による
連立政権樹立で合意する.
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年 月日 政府(内関・省庁) 議員・悶会 市民団体

小i鴻内隠(第2次改造内隠，
1999 10月5日 自白公連立)が発足する(20∞

年4月5日まで).

東尽都条例第99号「特定非営

8B 利活動促進法施行条例Jが公
布される.

lOB 
ソウルでNGO世界大会が凋

f議される.

NPO/NGOに潟する税・法人

16日
制度改革連絡会は f特定非営
平日活動法人の優遇税制に関す

る提案」を公表する.

NPO議員連盟第2回総会が

19日 算書かれる.参加議員は234名
である.

①民主党が「特定公益増進法

人の認定及び寄付の実態に関

11月5日
する予備的調交Jの結果を公
表する.②民主党が fNPO
税制j検討ワーキング・グル

ープを設援する.

自民党が f非営利組織(NPO)
に関する特別委員会J(以下

25B fNPO特別委員会Jと略記)
を設震し， f個人寄付に所得

控除Jを主張する.
①NPO議員連盟によるNPO ①INPO/NGO~こ関する税・法

優遇税制に関する提言(第1 人制度改革連絡会が， NPO 

12月1B 次案)が発表される.②E主主 法施行1潤年記念シンポジウ
党が fNPO法施行l周年J ムを隠く.②NPO法人認証
のコメントを発表する. が1，00UI'牛を超す.

自民党税制j調資会が，税制改

lOB 
正大綱の中で， NPO優遇税
制について検討することを表

明する.

14日
中央省庁等改事関係法施行法

が成立する.

自民党税制認重量会でNPO税

16B 制lま「検討事項jとして次年

度に持ち越される.

政府税制調査会は f平成12年

度の税制改正に隠する答申J
17B で， NPO優遇税制iは今後の
検討課題であるとf支援づけ

る.

2000 l月11日
民主党か1NPO優遇税制で意

見を募集する.

27B 
共産党が1NPO対策委員会を

設霞する.

NPO/NGOに潟する税・法人

制度改事連絡会は，会留から

2月16日
集めた fNPO法人に対する

税制優遇措号室創設を求める要

望華子Jを各政党， NPO議員
連盟に提出する.
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年 月日 政府(内閣・省庁) 議員・国会 市民団体

2∞o 2月29日 社民党が1NP0活動促進プロ
ジェクトチームを結成する.

法制審議会による f中間法人

3月
(仮称、)制度創設に関する要

縞J(中間試案)が発表され
る.

東京・近畿労働金庫が， NPO 

27日 向け激資を4月3日からスタ
ートすることを発表する.

地方分権一括法が施行され 自白公3党支会談で，自由党 ();;介護保険サービスが全国一
る. の逮立離脱が決定される. 斉にスタートする.②C'sが

iNPO法成立2周年のNPO
4月113 法人の現状jを報告するとと

もに， iNPO法人に対する市

町村民税の減免措置の実現J
を要求する.

213 
①小沸j首相が入設する.(主後

継に森自民幹事長が決まる.

第1次森内閣(自公保連立)
5日 が発足する (2000年7月4日
までに

介護保険事業のNPO法人等

19日
が，厚生・大蔵大臣にNPO

法人の『指定居宅サーピス事

業j諜税について要望する.

経済会薗庁が f特定非営利i舌
2413 動法人の活動・運営の実態に
関する調査Jを発行する.

自民党都市問題対策協議会

5月16日 が， NPOへの優遇税制を唱

える.

自公係与党3党の共通の公約
2213 に， NPOへの寄付金総度が

盛り込まれる.

日経新聞古今WO税制jに対す

23日 る経済会箇ITや大蔵省の後ろ

向きの姿勢を報遂する.

公明党の選挙公約にもNPO C'sが iNPO法人の現状と事

2513 優遇税制jが議り込まれる. 業のあり方Jの誠査結果を発
表する.

「社会福祉事業法改正案jが

2613 参議院関民福祉委員会で可決

される.

堀剖カ氏が，経済jEii富庁盟主主

29日
生活局長の中間報告作成時の

NPO税制への後ろ向きの姿

勢を，新聞紙上で批判する.

社民党の選挙公約にNPO税

6月113 制優遇措援の実現等のNPO

支援が接り込まれる.

213 
自民党の選挙公約にNPO優

遇税制が盛り込まれる.

自治省が自治体の国襟協力で NPO法人認証が2，∞Of牛を超
713 NGOの支援強化を表明す える.
る.
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年 月日 政府(内閣・省庁) 議員・国会 市民団体

2000 6月8B
民主党の公約にもNPO優遇 山口県古前POへの激資制度

税制が入る. を始める.

第421ill衆議院総選挙で自民，

13B 
公明，保守の逮立与党3党は

後退し，民主，自由，社民の

野党は議席を増やす.

21B 
北海道市長会が~O優遇税
権jで大蔵省に申し入れる.

経済企麗庁E自民生活審議会の

22B 
総合金商都会が， NPO法の

見夜しに向けた「中部報告J
(要旨)を発表する.

7月1B 
NPOフォーフム20α9中国・

四国大会が僚催される.

第2次森内間(自公保連立)

4B が発足する (2000年12月5日

までに

自民党NPO特別委員会の委

13臼 員長に加藤紘一議員が就任す

る.

政府税制調査会が中問答申

14日
「わが国税制の現状と課題」

を発表するが， NPO税制に

は慎重姿勢である.

21日
臼経新開が~O税制j の基準

に f公主主性」を主張する.

8月2B 
NPO議員連盟が再び活発な

活動を開始する.

自治省が「市長活動団体と行 民主党のNPO委員会も動き

4B 
政のパートナーシップの在り 出す.

方に関する研究報告jを発表

する.

参議院予算委員会で宮浮蔵紹

7 B 
が fNPO優遇税制jのモデル

ケースをつくりたいJ~の答
弁をする.

参議院予算委員会で宮湾蔵相 NPO議員連盟第3尽総会が

8B が f寄付金控徐」の検討を表 関かれる.参加議員は236名

明する. である.

①自民党のNPO特別委員会

9B 
が開催される.②民主党の

NPO委員会が公開勉強会を

関き，報告を行う.

①i3i準蔵絡が臨時出会で
NPO寄付税制jに言及する

が，介護保険事業への非課税

11日 には否定的な姿勢をとる.②

大蔵省はNPO寄付への所得

控除の検討に入ることを発表

する.

16B 
自治省が~Oに濁する報告
蓄を作成する.

24臼
NPO法人の申議数が3，000を

超える.
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年 月B 政府(内潟・省庁) 議員・国会 市民間体

2000 8月30日
経済企衛庁が大蔵省にNPO

優遇税制を要望する.

31日
各省庁のNPO税制jに関する

要望が出揃う.

9月68
民主党のNPO優遇税制U2次
案がまとまる.

78 
自民党NPO特別委員会が省

庁ヒヤリングを実施する.

きょうとNPOセンターカ丈

rNPO優遇税制確立に向け

98 て 緊急集会jを開催する.

以後，各地で開催される (21

日東京， 24日福間).

12臼
民主党のNPO委員長に江田

五月議員がなる.

13日
絞罰遥か'NPO優遇税制を捻
蓄する.

NPOふくおか等が， r特定券

148 
営利活動法人の税制支援措重量

を求める意見苦手j採択を求め

る婆請を申し入れる.

NPOβぜGOに隠する税・法人

218 
制度改革連絡会が， NPO優

遇税制倉l設のための東京集会
を算書催する.

「奉仕活動の義務化」を考え

228 
る緊急教育フォ ラム (1奉
仕活動の義務化」を考える会

主催)が界再儀される.

森首穏が参議院本会議での質 民主党古今-!PO法人の介護保 北九州・福!潟市議会でNPO

288 
間に iNPO法人に対する税 験非諜税を提言する. 税制の意見苦手を採択する (28

制措置を検討していくJ~の 日， 298). 

答弁をする.

参議j涜予算委員会で宮津蔵相

が事務当局に立すし「来年度か

298 らのNPO税制の実施を検討

するよう指示したj旨の答弁
をする.

10月13日
NPO議員連援が「地方フォ
ーラムjの開催を決定する.

社民党市民活動促進プロジ、エ

198 
クトチームが iNPO活動の

発展のために(第2次案)J
を発表する.

208 
NPO議員連盟が記者会見を

行う.

NPO/NGOに関する税・法人

23日
制度改革連絡会のNPO優遇

税制創設のための全隈キャン

ベーンが本格fとする.
①民主党が「民主党のNPO
優遇税制・支援措潰」を発表

25日 する.②NPO議員連盟が地

方フォーラム(仙台市)を隠

催する.
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年 月日 政府(内閣・省JT) 議員・盟会 市民罰体

NPO優遇税制創設のための
2000 10月27B 会面キャンベーン(札幌市)

が隠催される.

NPO優遇税制創設のための
29B 会溺キャンベ…ン(長岡市)

が開催される.

31日
無所属の会，社民党，民主党

のNPO優遇税寄せ案が出る.

llfl 1日
NPO議員連盟・地方フォー
ラム(草津市)が開催される.

優遇税制創設のための会図キ

6日 ャンベーン(名古E雲市)が関
催される.

8日
NPO議員連盟・地方フォー
ラム(熊本市)が凋儀される.

経済企画庁が平成12年度国民 ①NPO促進税制J有識者会議
生活白書「ボランティアが深 が INPO活動を促進するた

10日
める好縁Jを発表し， NPO めの税制実現に向けての提

の役割， NPOの課題， NPO 言jを発表する.②優遇税制

支援の必要性に言言及する. 創設のための全国キャンベー

ン(横浜市)が澱催される.

優遇税制創設のための全国キ

11日 ヤンベーン(神戸市)が隠催

される.

優遇税制創設のための全国キ

12臼 ヤンベ…ン(金沢市，新潟市)

が001議される.

14B 
NPO促進税制有識考会議が
提言を発表する.

16日
阪神NPOサミットが税制で
要2室主撃を提出する.

自民党NPO特別委員会が f平

17B 
成13年度税制改正要望事項j

を自民党税制調査会に提出す

る.

①ボランァイア留際年シンポ

ジウムinかながわ(経済企額

18B 
庁・神奈川県共催)が関かれ

る.<];優遇税申u創設のための
会民キャンベ…ン(水戸市)

が開催される.

国会で内問不信任案が否決さ 優遇税制創設のための全鴎キ

20日 れる.I加藤政局jで混乱す ャンペーン(大阪市)が潟儀
る. される.

21B 
NPO議員連援・地方フォー
ラムm東京が開催される.

優遇税制創設のための全国キ

24B ヤンベーン(仙台市)が開催

される.

Q)C'sが， NPO税制j支援措霞
応援金甑『寄付YES!99人委

25日
員会jからの提言を発表す

る.②優遇税制創設のための

全溺キャンベ…ン(広島市)

が跨ft長される.
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年 月B 政府(内関・省庁) 議員・民会 市民fifl体

宮i拳蔵格が衆議院大蔵委員会

2000 llJi298 
で「平成13年度から主寄付金に
隠するNPO税制を実施した
いJ~まの答弁をする.

NPO/NGOに隠する税・法人
制度改革連絡会が，東京で

308 NPO法施行2周年記念・
NPO優遇税制をつくる10∞
人決起集会を開催する.

政府・与党は公主益法人改革を

12月1日 一つの柱として位霞付ける行
政改革大織を発表する.

第2次森内詩書(改造内潟，自
58 公保連立)が発足する (2001
年4Ji268までに

公明党が f平成13年度税制改
6日 正重点項目J(中間報告)を

発表する.

民主党が r2oo1年度税制改正

8日
についてムおよび rNPOi舌
動の促進のための税制改定要

続骨子」を発表する.

政府税指j調査会は.NPO税 自民党税総謁査会が r2oo1年

13臼
制創設を明示した「平成13年 度税総改正大綱」を決定し，
度の税制改正に関する答申j NPO優遇税制を2001年10月
を森首相に提出する. 1日から施行となる.

与党3党(自民党・公明党・
保守党)の税制改正大織の中

148 でNPO優遇税制の具体案を
発表する(自民党の税制改正

大綱を一部変更に

①共産党が1NPO優遇税制の

26日 大織を発表する.②民主党も

税制要綱骨子を発表する.

'01 1月68
中央省庁が11l守12省庁に再編
される.

平成13年度税制改正婆縞

168 (NPO優遇税制lを含む)が潟

議決定される.

与党3党は，行政改革推進協

23尽
議会で問題の多い公益法人の

見渡作業に入る旨を発表す

る.

政府はKSD事件に関連し
298 て，公益法人の見直対象を拡
大する方向で検討に入る.

318 
第151図通常国会が開会する
( 6月298まで).

2月58
民主党鳩山議員「政府NPO
税制は$~j狗i蒋」と批判する.

政府が(NPO優遇税約を含

6日
む)r穏税特別措重量法等のー
部を改正する法律案」を国会

に捻出する.
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王手 月日 政府(内障・省庁) 議員.~司会 市民団体

民主党が， NPO優遇税制に

2001 2月88 関する政府案への対案提出を

予定している旨を表明する.

98 
参議院代表質問でもNPO税

制が議論される.

168 
密会でNPO優遇税制が審議
される.

208 
「共同法人jの法案婆綱が公
表される.

日本NPOセンターが f所轄
21日 庁アンケートJの結果を公表

する.

22日
NPO税制が2月278から審
議入りの方向になる.

民主党・共産党・社民党の野

23日
党3党が， NPO優遇税制jに

濁する政府案への対案を衆議

続に提出する.

衆議続財政金激委員会で

3月1日 NPO税制の審議が継続され
る.

5日
NPO優遇税制jに関する政府
案が衆議院で可決される.

6日
民主党が'NPO税制で地方公

聴会を関<.

①参議j淀予算委員会で江図五

月議員か''NPO優遇税制jに関

88 
して質問をする.②富津財務

大臣が「極端に厳しい場合は

NPO税制jの認定要件緩和

もjと発言する.

118 
民主党は大阪で INPO政策

フォーラムJを開催する.
参議院財政金融委員会での審

15日 議が来週になる見通しとな

る.

19日
NPO法成立後， 3年が経過

する.

民主・自由・共産・社民の野

21日
党4党は共i可で INPO優遇
税制Jの政府案への対案を参
議筏に提出する.

加藤紘一議員が自民党NPO

22日 特別委員会の委員長を解任さ

れる.

参議院財政金融委員会で

27日
(NPO税制を含む)I租税特

別措護法等の一部を改正する

法律案jが可決される.

参議院で(NPO優遇税制を含

む)I租税特別措霞法等のー

28日
部を改正する法律案jが可決
-成立する.参議続財政金激

委員会で付帯決議がなされ

る.
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年 月日 政府(内鴎・省庁) 議員・国会 市民団体

(NPO優遇税制を含む)f租

税特別措置法等の一部を改正

2ωl 3月30臼 する法律」とNPO優遇税制

の政令 (f組税特別措霞法施

行令の改正J)が公布される.

4月5日
自民党がW>O法改正案を今国会
提出で検討する旨を発表する.

自民党が参議院選挙重点公約

6B 
のーっとして fNPO活動の

活性化jを取り上げることを

決定する.

民主党が参議院選挙重点公約

11B 
のlつとして fNPO優遇税
常日の拡充Jを絞り上げること
を決定する.

16臼
公主主法人への行政委託見直し

の方向性が出される.

17日
民民生活審議会が最終報告を 経済同友会が「認定規定の存
HPで公開する. 構築」を提言する.

18臼
自民党総裁選で2候補が所見

でfNPO支援」を表明する.

19日
証券団体協議会議が「さらな

る税制優遇」を婆議する.

26B 
小泉内関(自公保逮j[)が発

足する.

5月8日
小泉首相が所信表明演説で 民主党古今o/PO法改正に向け
NPO~こ言言及する. てヒヤリングを行う.

内関府が「市民活動モデル務 自民党は， NPO法改正は秋

18B 査」の結果を発表する. の臨時国会で行うことを表明

する.

経間違が， NPO法の12分野

21日 に「産業振興Jの追加を提言
する.

22B 
NPO法人が全国で4，0∞を超
える.

文部科学省が「科学技術と

24日 NPOの関係調査jを公表す
る.

①関東経済産業局にNPO活

29B 
動捻進室が誕生する.②国土

交通省が緑地保全の委託先に

NPOを追加する.

30日
自民党でNPO税制の見直し

か議論になる.

内潟府が 6月7Bの熊本を
皮切りに，会図13ケ所で，非

6月1B 営利綾織NPO優遇税制説明

会を潟催する旨の発表を行

つ.

6B 
厚生労働省が勤労者マルチラ

イブ支援事業を潟始する.

7日
共産党が参議続選公約に

fNPO支援」を決定する.

11B 
社民党が参議院選公約に

fNPO支援jを決定する.
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年 8 政府(内閣・省庁) 議員・溜会 市民団体

2001 6月13日 中間法人法が成立する.

言栢の諮問機関である経済財

18臼 政諮問会議のまま本方針にも
NPO支援が軍基り込まれる.

政府の調査会である男女共同 加藤紘一議員が自民党問。

参調会議が，新設保育閣は企 特別委員会委員長に復帰す

1913 業 .NPU'等の民営で行うこ る.
とをまま本とする貨の発表を行

つ.

20日
自民党外交部会でもNPO税 NPO法人申請数が累計5，000
約が問題になる. を突破する.

26日
自民党外交部会で税市uの議論
が続く.

27日
政府雇用対策に fNPOの育

成jが盛り込まれる.

28日
NPO優遇税制の財務省令が

公布される.

底土交通省古前PO等との連

7月5日 携を重視した街づくりを諮問
する.

(NPO優遇税制jを含む)f税税

10月1日 特別措霞法等の一部を改正す
る法律Jが施行される.

1 市民闇体

① 続々と誕生する NPO法人

98年 3月25B， r特定非営利活動促進法」
は官報で公布され，平成 10年法律第 7号とな

った。 6月24B，この特定非営利活動促進法

の持行規別(平成 10年総理府令第43号)が公

布された。 98年12月 1B，特定非営利活動

促進法が施行された。

この特定非営利活動促進法の制定に際しで

は， r付帯決議Jで施行後 2年以内に見直しの
成案を得て， r附賠Jで施行後 3年以内に必要
な措置をとることが規定されていた。 98年12

月 1日が法律の施行日であることから， 2000 

年11月初日までにその見査しの成案を得

て， 2001年11月30日までに必要な措置をと

らなければならないことになる。そこで本節で

は， 98年 3月25Bの法律公布以後，どのよ

うな見麗しの検討と，それにもとづく必要な措

誼がとられたかに関して，①市民団体，②議員

・国会，③政府の 3つ参加者の行動を詳述す

ることにより明らかにする。

98年12月 1B，特定非営利活動促進法が

施行された。 99年 2月23日， NPO法人の第

1号として北海道で「ふらの演劇工房Jが認
証された。法施行以来， 2001年11月30Bま

での 3年間に，約 6，000のNPO法人が全開

で誕生し，現在でも続々と増加している。これ

らNPO法人は，社会的ニーズの充足と，市民

の社会参加の実現に積極的に取り組み始め

た附。

この NPO法の施行と時を問じくして，日本

ボランティア学会 (98年12月四日入国際ボ

ランテイア学会 (99年 2月13日)，日本NPO

学会 (99年 3月初日)等が設立され， NPO 

に関する研究と NPO活動の裾野を拡大しよう

とする動きがスタートした。

99年 4月12B，経団連会長 .B商会頭は，

労働大臣に NPO優遇税制の必要牲を伝えた。

また 5月21日，経由連は「わが国産業の競争

力強化に向けた第一次提言jにおいて， r市民
社会の発展には NPOの存立基盤の強化が必要

163)内濁府のHP(h枕p://www 5. cao. go.jp/j-j/npo/his-
tory. txt)によっている.
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であるjことを主張した刷。

2000年 3丹278，東京労働金庫と近畿労

働金庫が，金融機関として最初に特定非営利活

動法人向けの融資を 4月からスタートさせ

ることを発表した。

以上の一連の動きは，我が閣でも特定非営利

活動促進法，およびそれにもとづいて設立され

る特定非営利活動法人が，次第に認知され始め

たことを意味している O

② NPO/NGOに関する税・法人制慶改革連

絡会の発足

99年 6月118，C's'日本NPOサポート

センタ一等の全国の28の市民団体がいち

く， fNPO/NGOに関する税・法人制度改革連

絡会J(以下「連絡会」と略記する)を結成し
た。以後，この連絡会が， NPOの優遇税制の

立法化のためのロピー活動をゆ心となって推進

することになった。

99年10月16日，連絡会は，新たに部設す

べき優遇税制の内容を「特定非営利活動法人の

優遇税制に関する提案jとして公表した。 2000

年 2月168，連絡会は，会届から集めた署名

を各政党と後述する NPO議院連盟に提

出した。さらに連絡会は， 2000年 9月末から

11丹末をキャンベーン期間とし，全国16都市

で集会・勉強会を開催した。その最終仕上げと

して， 11月初日に東京で決起集会を開催し

た。翌日の 12月 l日のNPO法施行 2潤年

記念日には，全国から集まった約1000名の関

係者が，各政党やNPO議員連盟等へのロビー

活動を試みた刷。

山間義典氏は，この間の経緯を次のように述

べている。 f松原さんや僕(山間)なんかが関

わって昨年 6月， fNPO/NGOに関する税・法

人制度改革連絡会jをつくりました。そのとき，

164) r B本経済新開j(2∞0/5/23朝刊).
165) c' sのHP(h位p://www.npoweb.gr.jp/)によって
いる.

基本的な要望をまとめたのですが，さらにネッ

トワークの基盤ができた中で lつの具体的な

提案を行った。「特定非営利活動法人の優遇税

制に関する提案Jがそれです。 99年10月日
日に発表しましたO これは，松原さんが涼案を

つくって，みんなで議論してつくったもので

す。割合平い時点で共通のものとして出したわ

けです。それがもとになって， NPO議員連盟

の案もできているし，経済会画庁の案もベーシ

ックにはこれをもとにしている O やはり一つの

執を提示しえたのは大きかったと患っていま

す。

基本的なものはここに全部盛り込んだつもり

です。要するに，第 1に，個人寄付について

所得控除制度を設ける，第 2に，法人寄付に

ついて別枠で損金算入制度を設ける，そして第

3に， NPO法人が杖益事業所得を公議事業に

支出した場合のみなし寄付制度を設ける，その

ほか，不動産を寄付した時のみなし譲渡課税の

不適用等のこともあるけれども，これは改正し

なくても，従来の制度の適用で可能ということ

ですから，新たに制度化するのは基本的には以

上の 3点です。

しかも，それを，非常に透明なやり方で一定

の要件を満たしたNPO法人を認定して，それ

に対して適用させようということです。これ

は，従来の特定公主主増進法人制度とはまったく

違う枠組でつくらなければいけない，というこ

とを言い続けている。その基本のところをしっ

かり言ったのは，よかったのではないか。それ

がず、っとベースになって動いている附」。

この市民極体の動きは，特定非営利活動促進

法の制定の際の成功した運動の進め方を，優遇

税制の立法化にも適用しようとしたものといえ

る。すなわち，市民団体がまず「政策案Jを作
成し，それを議員・国会および政府に対して提

166) r公益法人j2∞o年， 29(12)，p.8， ~談会 fNPO

法施行 2周年にあたってふ
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表 2 NPOに関する譲税

〈法人税〉

法人税法上の収益事業 (33業稜)により生じた所得
に限り法人税を課税→税率30%(鉛O万円までは

22%). 

・「公益法人等」の場合，税率が22%でNPOよりも

低い.

・介護サ}ピスは「医療保健業」と認定.課税対象に.

• r社会福祉法人jの行う事業は「医療保健業jから除
外されているために， NPOと異なり介護サ…ピスも

非課税に.

〈偶人寄付控除〉

①国または地方公共団体に対する寄付金.

②公主主法人等に対する寄付金に対する一定の要件を満た

すもの.

Q特定公益増進法人に対する寄付金.
この 3つについて一定奴度額を総所得から怨除でき
るが， NPOは対象外である.

出所・

示した0

2000年 4月 68，大蔵省は， NPOによる

介護サービスを課税対象とする方針を決めた。

介護サービスは，法人税法上の課税対象となる

「医療保健業jに当たるとういうのが大蔵省の

見解である。 4月 198，全閣の 285のNPO

・市民団体は，この方針に反対し，宮津蔵相宛

に緊急要請書を提出した則。

表 2は，優遇税制が未整備のこの当時の

NPOに関する課税の仕総を整理したものであ

る。

2 政府

① 連立内閣の継続

NPO法の立法過程の第 6期(特定非営利活

動促進法の公布から優遇税制の成立まで)に発

足した内閣の変遷は次の通りである。

'97年9月8日 第 2次橋本内閣(改造内潟，

自民単独であるが，社さは掲

外協力)

167) r日本経済新聞.!(2000/ 5 /23朝刊).

'98年7月308 小潟内閣(自民単独，社さは

参議院選前に離脱)

'99年 1月14臼 小潟内問(第 1次改造内閣，

自白連立)

'99年10月5日 小潟内閣(第 2次改造内閣，

由自公連立)

'00年4月5日 第 1次森内閣(自公保連立)

'00年7月4日 第 2次森内閣(自公保連立)

'00年12月S臼 第 2次森内梼(改造内閣，

自公保連立)

第 6期に発足した 7つの内調のうち， 98 

年 7月初日に発足した小潟内閣が，約 6カ

月のあいだ自民単独政権であった以外は，全て

連立内問である。これら連立内器は 4年間

に目まぐるしく交替した。

②経済企画庁・大藤省の消捜的対応

98年 3月四日に NPO法が成立した約 8

ヶ月後の 98年 12月 l日， NPO法が施行され

た。

98年 12月24日，小潟j首相の諮問機関であ

る経済戦略会議は，中馬報告の中で， NPOへ

の寄付金に対する免税措震の大幅な拡大に普及

した。

99年 2丹 4日，宮津蔵相は，衆議院本会

議で， NPO法で指定される NPOへの寄付金に

関して，税制優遇措置を講じる方針を初めて表

明した。その際，蔵相は f指定される団体の実
態を見極め，寄付の公平性が担保される仕組み

を考えて，減税措置をしていきたいjと述べ

た酬。

こうした蔵棺の発言を受けて，経済企画庁は

99年 4月27日，国民生活審議会総合企画部

会の中に， NPO制度委員会を設置した。委員

会の課題は， NPO法の見麗しの内容を検討・

答申することであった。

しかし経済企画庁は，制度改正にあまり乗り

168) r毎日新潟J(1995/2/5朝刊).
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気ではなかったO 例えば，この審議会の委員の

一人である堀田力氏は，中間報告作成時の経済

企蘭庁国民生活局長のNPO税制への後ろ向き

の姿勢を， 5月29日付けの神奈川新聞の紙上

で批判した1制。このような経済企画庁や大蔵省

のNPO税制に対する後ろ向きの姿勢は，自民

党のNPO特別委員会でも，議員の関からも批

判や不満の声が出ていた。例えば， 2000年 5

Jj 16 Bの自民党NPO特別委員会で， NPOに

対する税制支援を求める議員に対して，経済企

画庁の担当者は， NPOの現状を次のように説

明した。 fNPOは玉石混交。正藍言って疑問の

ある NPOもたくさんあるふ

日本経済新聞も 5月23日付けの紙面で f視

界不良のNPO税制jというタイトルで，経済

企画庁と大蔵省の後ろ向きの姿勢を報道してい

る即)
O 

6月22B，このような状況の中で，国民生

活局総合企画部会のNPO制度委員会は， NPO 

法の見直しに向けた中間報告を発表した。 8

月30日，経済企商庁は，この中情報告を受け

て，大蔵省に対する 2001年度予算の概算要求

の中で， NPO法人に隠する税制優遇措置を要

した。

この時期の大蔵省はNPO優遇税制に二の足

を踏んでいた。大蔵省主税局の幹部は「非営利

組織にも特定の営利企業と密接にかかわってい

る図体があるJ，f都道府県や経済企画庁が法人
格を認めた後，事業活動を監視する仕組みがな

いJ，fNPOが課税逃れの温床になるのを防止
しなければならないjとの立場を表明してい

た。ただ「非営利目的の法人jという概念が，

法人税法と合わなくなり，混乱が生じているの

も事実であった問。

以上のように政府のNPO優遇税制に対す

169) 神奈川新関j(1999/5/29朝刊に

170) r日本経済新潟j(2∞0/5/23朝刊).
171)向上

る対応は，極めて消極的であった。このため，

上述のように，優遇税制の立法化は，特定非営

利活動促進法の制定の場合と向様に，議員・国

会主導で進められていくことになった。

3 議員・国会

① NPO議員連盟の発足

盟会議員も，市民団体と同様に積極的に行動

した。 99年 6月 8Bの市民団体による連絡

会とほぼ同じ 8月 5B，共産党を除く 5党

1会派238名の議員による fNPO議員連盟J
の設立総会が関かれた。会長には加藤紘一自民

党幹事長が選出された。各党からは，鳩山由起

夫(民主党)，坂口力(公明党)，中井治(自由

党)，土井たか子(社民党)，堂本暁子(参議院

の会)，山崎拓(自民党)等の議員が出席した。

この時の総会の決定に隠して，松原明氏は次

のような重要な指摘を行っている。 fNPO議員

連盟では 8月の総会で，税制についても

員立法という方向性を打ち出しました。 NPO

法(特定非営利活動促進法)のときは，市民と

議員とが協力して立案作業を行った。それは非

常に新しい立法の進め方という評価を受けまし

たが，今後もそれを引き継いで，市民側と議員

連盟とで協力し合っていこうと。そのーっとし

て，地方フォーラムがあります。なるべく多く

の意見を開いて，それを議員連盟の最終的な提

案に反映していこうという試みが今なされてい

るところです(実際に， 2000年10月から 11

月にかけて仙台市，草津市，熊本市，東京の

4カ所で公開フォーラムを開催し，市民団体

との活発な意見交換が行われた)。

つまり，実態を見つつ，やはり実態に合わせ

て議員が考えていく。税法に関しても，従来の

ように官が決めるのではなくて，市民の代表で

ある政治が，市民の価値観に基づいて決めてい

く。その中で，市民の価値観に基づいた基準が

採用されていく。非常にシンボリックな動きに

なっている。そこを貫き通せれば，新しい価値

観に基づいた制度がでてくるのではないか。大



86 (516) 経済学研究 51-4 

いに期待しています凶j。

99年12月 1B， NPO議員連盟はf認定NPO

法人制度の創設Jを提言として発表したmo
② 各政党による NPO委員会の設置

自民党，民主党，公明党，共産党，社民党な

どの政党は，それぞれNPO委員会を設け，

に擾遇税制について要望や提言の作成作業を進

めた。民主党は 98年 3月，公明党は 98年 8

月，それぞれ基本政策で問。優遇税制を唱え

た。

98年 9月10B，自民党と公明党が連立政
権樹立にあたり， NPOの寄付金に関する税制

改正を早急に検討することで合意した。

98年11月 5日，民主党は，特定公益増進

法人制度の検討を発表し， 2000年 9月 6日，

NPO優遇税制 2次案をまとめた。

99年11月25B，自民党のNPO特別委員会

は，次年度の税制改正に向け， NPOに対する

税の優遇措置についての要望案をまとめた。

NPOに寄付した個人や企業に対し，所得控除

や損金算入を認めるよう求める内容で， 11月

末に党税制調査会に要望を出した附。

99年12月10B，これを受けて，自民党の

税制調査会が，次年度の大綱でNPO優遇税制i

を検討項目として議題にあげる等，一定の前進

を見せた。

2000年 1月27日，共産党がNPO委員会

を 2月29B，社民党がNPOプロジェクト

をそれぞれ設置した。 2000年 6月の総選挙に

向けて，自公保の与党3党，民主党，社民党等

は，いずれも NPOの優遇税制を公約に取り上

げた。

③ 出揃った罷遇税制案

172) r公主主法人j2000年， 29(12)，p.9， ~談会 fNPO

法施行 2周年にあたってjの松原明氏の発言.

173) C'sが作成・提供している NPOWEBによってい
る.r日本経済新開j(1999/8/6朝干日).
174) r車耳目新関j(1999111/26朝刊に

99年10月16B，上述のように，市民話体

では， fNPO/NGOに関する税・法人制度連絡

会Jが優遇税制の提案を発表した。国会では，
NPO議員連盟 (99年12月 3日)や自民党 (99

年11月16日)，民主党等が優遇税制案を提示

した。省庁では，経済企画庁が大蔵省に対して，

次年度予算の概算要求の中でNPO法人に関す

る税制優遇措援を要望した (2000年 8月初

日)。これにより， NPO優遇税制に関して，

本的提案が出揃った。これら主張の争点は次の

4点に整理される。

1) NPO優遇税制の仕組み

NPO法人が法人格取得後さらに一定の要件

を満たした場合に，優遇税制措置が受けられる

2段階論が主流である。一定の要件を満たし

たNPO法人の名称、は，連絡会では「適用特定

非営利活動法人J，NPO議連や政党では「認定
特定非営利活動法人J，経済企画庁では「適格
特定非営利活動法人jと，それぞれ呼ばれてい

る。

2)優遇税制措賓の認定機関

{菱遇税制を受けられる NPO法人の認定をど

の機関がするかに関しては，①所轄庁，②国税

庁(税務署)，③第三者機関の 3つがあげられ

る。連絡会は，①の公正取引委員会のような行

政委員会を提案している。自民党は，∞の国税

庁， NPO議連は未定，経済企画庁や大蔵省は

どちらかというと②の国税庁を想定している O

①の所轄庁という意見は，所轄庁自体からも反

対が強い。

3)認定の要件

認定の要件に関しては，どの提案も fできる

だけ客観的で認定機溺の恋意的な判断や行政の

価値観が入らないものJという点では一致して
いる。しかし，そのレベルに関してはいずれも

明確ではない。認定の要件としては次の 5点

が議論されている。①法人の活動実績または一

定の法人としての活動期間，②収入面のテス

ト，③支出面のテスト，④組織運営・情報公開

の要件，⑤その他。
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4 )優遇税制の内容

優遇税制の内容に関して，争点、になっていた

のは次の 3点である。大蔵省は，寄付者の諜

税軽減には一定の理解を示しているが， NPO 

法人への課税軽減に関しては，否定的な態度で

あると伝えられた。

i どの税金を軽減するか(税目)

-寄付者への課税(個人，法人の国税・住民

税，相続税，みなし譲渡課税)

.NPO法人への課税(法人税，住民税，

業税，宙定資産税等)

11 どの穂度軽減するか(税率など)

-軽減税率，みなし寄付金設除

iiiどういう方法で軽減するか(手続きなど)

-所得控除，税額控徐，年末調整など附

⑧政府案・野党案の国会提出

毎年，税制は 11月から 12月にかけて議論さ

れる。 12月の自民党の税制調査会にかかり，

翌年 1丹の予算盟会に提案されるO したがっ

て， 2000年後半は，法改正の山場となること

が予想されていた問。

12月 6B，公明党が「平成 13年度税制改

正重点項目J(中間報告)を発表した。
12月13臼，自民党税制誠査会が 12001年度

税制改正大綱Jを決定し， NPO優遇税制を 2001
10月 1日から施行するとした。

12月14B，与党 3党(自民党・公明党・
保守党)が税制改正大綱を決定し，その中で

NPO優遇税制の具体案を発表したO なお，そ

の具体案の作成に捺して，自民党の税制改正大

縞の内容が一部変更された。

12月16臼，自民党のNPO特別委員会が関

催された。その際の様子は以下の通りであっ

た。「自民党のNPO特別委員会は， 16日開に

委員会を開催し， NPOに関する来年度税制改

175)松原明(20∞).rNPOマネジメント1，9(10)， p.14， 
「法・政策UpdateJ.
176)松原明(20∞).rNPOマネジメントム 7(6)，p.12，
f法・政策UpdateJ.

正要望について討議した。委員会には，加藤紘

一委員長，熊代昭彦事務局長，額賀福志郎委員

長代理ほか， 20名を超える議員が出席。熊代

事務局長，加藤会長の挨拶の後，公益法人税制

対策委員会からのヒアリングの後， 1来年度税

制改正要望(案)Jについて討議が行われた。参加

した奥山茂彦衆議院議員から， 1大蔵省は収益

事業に関する課税の軽減は難しいと言っている

と聞いているが本当かjと質問が出たのに対

し，大蔵省と交渉に当たっている経済企画庁か

らは， 1そもそも論からどうかといわれて，厳

しいjと囲答。奥谷通衆議院議員からは， r神
戸でNPOの集会に出た。 NPOの役割は重要に

なってきている。寄fすだけでなく，優遇税制全

体をセットで要望していくべきだjなどという

意見が出された。最後に加藤会長が， r今年は
なんとしても芽を出していきたい。今の(特別

委員会)の要望は，かなり多くを出している

が， 3 ~ 5項目はなんとか芽を出していきた

い。委員会としてがんばっていく」とまとめた。

翌12月17日，自民党の NPO特別委員会

は，この討議を受けて「平成 13年度税制改正

を自民党のNPO特別委員会のほ

か，外交部会，文教部会，社会部会，労働部会，

商工部会，通信部会，環境部会，都市開題対策

協議会の共同要望として，自民党税制調査会に

提出した。自民党の税制調査会と NPO特郎委

員会の折衝は，来過21日あたりからスタート

する予定だという。

この2000年12月の一連の動きを，自民党の

熊代議員は次のように述べでいる。 f一昨年の

党税調では，ほほ孤立無援でしたが，今年は，

自民党NPO特別委員会の議員をはじめ党内並

びに与党内の理解も深まり，我々が積み重ねて

きた構想の下，経済企酒庁と大蔵省の担当事議員

も，献身的な働きをしてくれました。何娩も徹

177)小坂雄二 (2000).[NPO-NET. 720). NPO特別委
長会とフォーラム (11月19日).
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夜で頑張ってくれた彼らに深く感謝したいと思

います。 C'sの松原事務局長をはじめNPOの

人達，加藤紘一会長をはじめNPO議連の人達

の与党議員に対する働きかけも極めて大きかっ

たと思います。私個人としては r1人の力で
は何も出来ない。しかし， 1人の熱意が多くの

人を動かすjという患いがあります瑚j。

2000年12月26B，日本共産党盟会議員団

.NPO対策委員会がNPO優遇税制と NPO法

改正の大綱を，民主党が税制要綱骨子を，それ

ぞれ発表した。

2001年 1月16日，前年の 12月14日に提

出された与党 3党の「税制改正大綱Jを受け
て，政府の f税制改正の要綱jが関議決定され

た。

2月 6日，政府は， (NPO優遇税制を含む)

「担税特別措置法等の一部を改正する法律案J
を罷会に提出した。

上述のように，当初， NPO議員連盟や市民

団体は， NPO優遇税制の立法化も，特定非営

利活動促進法制定の場合と同様，議員立法で進

めるという方針であった。しかしこの方針は堅

持されなかった。新聞報道等によれば，この原

田として，直前の 11月20日前後の「加藤政局j

の揖乱により，加藤紘一自民党NPO特別委員

会委員長の党内での発言力が急激に低下したこ

とが上げられる。

2月23B，民主党，共産党，社民党の野党
3党が， NPO優遇税制に関する政府案への対

案を衆議院に提出した。この野党案は， r特定
非営利活動の促進のための法人税等の一部を改

正する法律案J(関税)と「特定非営利活動の
促進のための地方税等の一部を改正する法律

案J(地方税)の 2本立てであった。
野党案の主な内容は次の通りであった。一定

178)熊代紹彦氏の2000年 12月13日のHPによってい

る. (http://www 2 u. biglobe. ne. jp/-AKにHAN/

NPO.h回).

の認定を受けたものを認定NPO法人として，

税制優遇の対象にしている点は政府案と同じで

あった。しかし，①税制支援策が，寄付金控除

制度，相続財産の寄付の非課税，みなし寄付金

制度，収益事業への軽減税率，地方税における

寄付金控除等と多くの点で政府案と異なってい

た。また，②認定NPO法人を認定するための

パブリックサポートテストがより簡易なものに

なっていること，および③認定機関が第三者機

関になっていることも異なっていた。

⑤ NPO寵遇税制の成立

3月 8B，江田五月議員が参議院予算委員

会で政府案に関する質問を行った。この答弁の

やで，麻生経済財政政策担当大臣は，認定NPO

法人の認定要件に関して， rパブリック・サポ
ート・テストは，半分くらいの団体が，クリア

ーできるのではないかJという見通しを示し
た。一方，宮津財務大臣は，施行後の認定基準

の見産しの可能性に言及した。

3月21B，民主党，自由党，共産党，社民

党は，共同で rNPO優遇税制Jの政府案への
対案を参議院に提出した。これは，民主党，共

産党，社民党の 3党が， 2月23日，衆議院

に提出した法案と内容は全く同じものであっ

た。衆議院の法案が採決されず，棚上げにされ

たことから，参議院に提出して審議にかけよう

とするものであった。自由党は，衆議院では共

同提案に乗らなかった。しかし，参議院では自

由党も乗り，野党の足並みが揃った。同じ 3

月21日，野党 4党は野党案の参議院提出につ

いて記者会見を行った。

3月27日，この政府「改正案jと野党 4

党の共同提案による野党「改正案Jが，それぞ
れ参議院財政金融委員会で審議された。審議は

1 Bで終了し，採決が行われ，政府案が賛成

多数で可決された。向特に「特定非営利活動を

支援する税制については，非営利活動を促進す

るという趣旨にしたがって認定基準を定めると

ともに，その実態等に鑑み，引き続き検討するJ
という趣旨の付帯決議がなされた。なお，野党
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表 3 NPO法案の審議経過

89 (519) 

よ事!134臨時 135臨待 136燦時 137臨時(95.9.29 (96.1.11 (96.1.22 (96.9.27) 

(提出日) -12.15) -1.13) -6.19) 

新進党案A
衆 継続審査 継続審査 継続審査 審査未γ

(95.11. 7) 

新進党案B
衆

(96.11.29) 

与党案
衆

(96.12.16) 
参

共産党案A
衆

(97.3.14) 

共産党案B
参

(97.10.13) 

平成会案
会'"主， 

(97.12.5) 

(優遇税制) 衆
政府案

(2∞1.2.26) 参

出所:商JII，p.152に追加.

案の採決は行われなかった。

3月28日， (NPO優遇税制を含む)r租税
特別措置法の一部を改正する法律案jが，第 151

毘通常国会で賛成多数で可決・成立し， 2001 

年 10月 1Bから NPOの優遇税制が施行され

ることになった。

特定非営利活動促進法の成立時の付帯決議に

ある「施行後 2年以内jに成案を得ることに

は遅れたが，附射にある「施行後 3年以内に

必要な措置をとるjは尽く達成されたことにな

る。

3月30B，この(NPO優遇税制を含む)r租
税特別措置法等の一部を改正する法律jとその

政令「桂税特別措置法施行令の改正jが公布さ

れたImo

表 3は，阪神・淡路大震災後に国会に提出

された 7つの NPO法案の審議経過を整理し

179) c' sのHP(h社p://www.npoweb.gr.jp/O∞lIact. 
hむn1)によっている.

139臨待 140通常 141臨時 142臨時 151通常

(96.11. 29 (97.1.20 (97.9.29 (98.1.12 (2∞1.1. 31 

-12.18) -6.18) -12.12) -6.18) -6.29) 

継続審査
否決

97.6.6 

継続審査
可決 可決・成立

97.6.6 98.3.19 

継続審査 継続審査
修正可決

98.3.14 

否決

97.6.6 

継続審査 審査未了

継続審査 審査未了

可決・成立

2∞1.3.5 

可決・成立

2∞1. 3. 28 

たものである則。

⑥ 成立した儀遇税制の内容

2001年 3月28日に成立し， 10月 1Bに施

行された NPO優遇税制の内容は次の通りであ

る。

1)個人の寄付金の課税所得からの控除

個人が認定NPO法人に寄付をした場合，

問所得の 25%マイナス 1万丹か寄付金額マイ

ナス 1万円のいずれか少ない額を課税所得か

180)商JI!伸一 (2∞0).r立法の中枢:知られざる官庁
・内隠法制l局J.五月苦手房.p.152.各党のNPO法

案の媛名と提出者は次の通りである.①新進党A案

「市民公援活動を行う団体に対する法人格付与等に

関する法律案j，河村たかし他 5名，②新進党B案

「市民公援活動を行う団体に対する法人格付与等に

関する法律案Jと「税制改正法律案j，河村たかし
他 4名，③与党案 f市民活動促進法案J→成立し
た法律の題名は「特定非営利活動促進法j.熊代昭

彦(自民)他 4名，④共産党A案「非営利回体に

対する法人格の付与等に憶する法律案j.木暮自由

夫他 2名，⑤共産党B案 f非営利法人特例法j.笠
井亮他 2名，⑤王子成会案，山本保他 3名.
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⑦優遇税額の評価すべき点と問題点

今回成立したNPO優遇税制は，①認定NPO

法人になるための認定要件が明確に示され，行

政の自由裁量の余地が少ない，②不認定等の場

合にはその理由が通知されること，等の点で評

価される。

しかし，この優遇税制は，上記の評価すべき

点を上閤る非常に多くの問題点を抱えている。

これら問題点のうち最大の問題点は，次の 2

点である O

第 lに，認定要件のハードルが高いだけで

なく，認定要件がNPO法人の成長を妨げる内

容を含んでいることである。具体的には，①認

定要件として， NPO法人の総収入額に占める

寄付金や助成金の割合が 3分の l以上であ

る。②NPO法人の役員や社員の寄付総額が 2

分の lを越えると算入しない。③この寄付金

や助成金には 1件でその総額の 2%を超え

る額を算入しない。③1人について3，000円

以上に限る。⑤寄付金を複数の市区町村から受

け入れ，活動も複数の市区町村で20%以上で

なければならない。⑥事業活動の 50%以上が

会員相互のものでないことが必要である。これ

ら6つのうち，①，②，③， @，⑤は，日本

型パブリック・サポート・テストの要件であ

り，排徐条項となっている。特に国・地方自治

体等から多額の助成金を受けたり，社員から多

くの寄付を受け取れば，上記の認定要件①と②

に抵触することになる。したがって，認定を希

望する NPOは，助成金の申請や社員への寄付

の依頼が不可能になる O

第 2に，認定NPO法人への課税の軽減措

置が見送られていることである。具体的には，

NPOが強く求めていた収益事業に対する「み

なし寄付金j制度や， NPO法人への課税(法

人税，住民税，事業税，回定資産税等)の軽減

措置が， r実態等を見極めた上で早期に検討す
るJとされ，見送られていることである。
このため現状では，認定NPO法人になるこ

とのできる NPOは板めて限られることにな

究研学済

ら控除することができ，

が免除される。

2 )法人における寄付金の損金算入

法人が認定NPO法人に寄付した場合，法人

は一般の損金算入枠とは別枠で(特定公益増進

法人への寄付と併せ)資本金の 0.125%プラス

年間所得の1.25%までの寄付金を損金算入で

き，その額に見合う法人税が免除される O

3)寄贈した相続財産の非課税

相続または遺贈によって得た財産を認定

NPO法人に寄付をした場合，その財産は課税

の対象から除外される。

4 )国税長官による認定

認定NPO法人となるためには，国税庁長官

の認定が必要である 181)。

関 3は，上記の1)，

ものである。

その額に見合う所得税

を留示した

181)内閣府の HP(htゃ://www 5. cao. go.jp/シj/npo/his司
torγ. txt)によっている.

認定特定非営利活動法人への寄付と税

経

-
世
情
・
幽
慣
膚

mm
輔
・
幽
明
・
幽
網
棚

認定特定非営利活動法人

出所:r日本経、済新関.1(2∞1/10/31/朝刊)
関3

3) 2) ， 

自
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特定公益士費進法人

大蔵省と
主務官庁の協議

技団法人・財@J法人

業務官庁の認可

任意団体

認定特定

非営利活動法人

国税庁の認定

特定非営利活動法人

所轄fTの認証

寄付金控除
相続税の非課税

注)波線の長方形は，(NPO優遇税制を含むH租税特別措置法等の一部を改正する法律」で新たに
追加された制度を指す.
出所:rシース0・ニュースレターJ，NO.33に一部加重量
E盤4 特定公益増進法人と認定特定非営利活動法人の優遇税制の仕組の比較

る182)。

関 4は，従来からの「特定公益増進法人J
と今回成立した優遇税制における「認定特定非

営利活動法人jに関する優遇税制の仕組を比較

したものである。

なお，新開報道等によれば，財務省は今回の

NPO優遇税制の制定は失敗であると捉えてい

る。

'WI結び

1 NPO法制定の基本的争点

182)出向義典 (2001).r問題提起:非営利・公益法人
制度をとりまく新しい動きJ，中村陽一十日本NPO
センタ一線f日本の NP0200lj，B本評論社:2-26. 
松原明 (2001)，前掲番， pp.74子7.

NPO法の制定において，侭が主要な争点で

あったのか。この点に関して，松原明氏は次の

ように述べている。「与党 3党の間で何が基本

的な争点であったのか。新聞等では，ボランテ

ィアや市民活動を行政の監督下に置こうとする

自民党と，それに反発している行政に批判的な

市民運動との対立という図式で報道されること

が少なくなかった。また，高齢化社会にともな

って福祉ザーピスを民間に担わせようとする自

民党と，支持母体である市民運動を強化したい

社員党・さきがけとの対立として捉える向きも

あった。

確かに，自民党は，新しい法人の性格づけに

「ボランテイアJや「公共性Jを求めた。また，
政治活動への制限も入れようとした。また設立

の認可と設立の取り消しに隠しでも，行政庁の

コントロールが大きいようにしようとした。ま
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た，廉{極性によって対象団体を定義しようとし

た。

それに対し，社民党とさきがけ，とりわけ，

さきがけは，新しい法人の方向づけから「ボラ

ンテイアJや「公共性J. r療錨性Jを入れない
ようにし，また，行政庁の関与の範囲を極めて

小さくしようとした。

一方で， 18省庁連絡会議の経過を受ける形

とはいえ，当初，税制優遇措置を強く押したの

は自民党だったし，その点でいえば，さきがけ

は，税制優遇措置をはじめから切り離して議論

することにこだわっていた。国や地方公共自体

の市民活動法人への助成義務を，法案に盛り込

んだのも，当初，自民党であった。

社民党とさきがけの違いでいえば，社民党は

「小さな政府と大きな地方自治体jという考え

のもと，市民活動団体が都道府県などと関係を

強めていくことに積極的であった。それに対し

て，さきがけは，どのような行政でも，市民活

動法人には基本的に関与すべきではないと主張

した。

つまり，自民党は，市民活動やボランテイア

活動を，政府の活動を補完するものと考えてい

たわけである。だから，規制と保護をという発

想、になる。一方，社民党は，地方分権において，

地方自治体のサーどスを補完するものとして市

民活動を捉えていた。ただし，補完といっても

自民党との違いは，行政を批判する方法で補完

していくことも認めていた点であろう。さきが

けは，どちらとも違い，市民活動団体のサービ

スは公共的ではあるが，政府とは違うものとし

て捉えていた。それゆえに，まず自立の基盤と

しての法人制度を，という議論になったわけ

だ。

関われていたのは，公共サービスのあり方と

その中での市民活動団体の位置だったのであ

る。公共サービスは今までと同じように政府主

体のもとで一元化され，政府が責任をもって管

理・提供していくべきなのか，それとも多元化

させていくべきなのか。多元化するとすれば，

どういう仕方でするのか。中央政府と地方政府

という 2元化でいくのか，それとも政府と民

間非営利セクターという 2元化でいくのか。

そのような 21世紀の日本の社会づくりの本

質にかかわる問題が争点だ、ったのである捌J。

この松原氏の指摘は，極めて当を得たものと

いえる。

2 立法過韓の特徴

NPO法の立法過程は，我が閣の公共政策形

成の数多くの事例の中でも，非常に興味ある事

例である。この NPO法の立法過程の特徴に関

して，立法過桂に直接・間接に参加した議員，

市民団体のメンバーあるいは研究者は，それぞ

れ次のように評価している。

f我が閣では，内閣提出の法律案であれ，議

員提出の法律案であれ，事前に政党内で調整さ

れ，法律の内容を具体的に審査し，党議拘束を

掛けた上で国会に提出するという慣行が支配的

であった(図 5と留 6)則。自民党が単独で

与党であるという状況が戦後長く続いたため

に，上記の過程は，法案の内容を大きく規定し

ているにもかかわらず，関鎖的であり，不透明

であった。本稿で取り上げた NPO法案の場合

には，与党がいずれの期間も連立政権であった

ことから，関与する政党，政治家の数が増えた。

このため，その過程の透明性は高まり，立法過

程における多くの情報が外部に撮れた。 NPO

法の立法過程で，政治家同士が議論を戦わせた

という意見があるが，議論はあくまで政党内部

あるいは政党間においてなされたのであり，盟

会という公式の「場」ではないという意味では，

183) C' S， pp. 25叩26.

184)政府立法に関しては， 111崎政司(1998).I内閣提
出法律案の立案過程(3)J，r国会月報j，5月号:48 
-51.議員立法に関しては， lIIi碕政司 (1999).I議員
提出法律案の立法過程(2)J，r国会月報1. 9月号:
44-47. 



政
策
内
容
の
検
討
確
定

法
律
案
の
起
草

党
内
手
続

93 (523) 小島NPO法立法過程における参加者の行動2002. 3 

t住所:川純(1999).p目47.

図6 議員提出法律案の立案の流れ

国会提出

t住所:111鋳 (1998)，p.51. 

なった酬J(松原明氏)。
fNPO法の特搬は次の 7つである。①議員

立法，②省庁局調整の排除，③団体委任事務，

@情報公際，⑤語、証，⑥対象団体の範囲，⑦税

制優遇の仕組み。このうち，①について限定し

て，述べることにする。私は，この法律は，社

会の根幹に関わる法律だと患っています。従来

から，議員立法はたくさんありましたが，この

ような法律を議員立法でつくったという前例は

ありません。実質的に，民法改正と問じだけの

効果をもっていると思います。

議員の背後で市民団体が提言や発言をし，活

動も展開して進めてきた立法過程でした。そし

て，産業界もこれに呼応、して協力してくれまし

た。市民の力で議員を動かし，それに議員が応

えてがんばってつくった法律は， B2ドの立法史

の中で初めてのものですから，すごい体験をし

内題提出法律案の立案過程

従来とは異ならない。各政党が，国会という公

式の「場Jに各自の法案を持ち寄り，審議して
一つの法案を完成するという本来の進め方とは

大きく異なっていた。もちろん今関のNPO法

の場合，法案作成に笑際に取り組んだ政治家同

士が，与野党が激しく対立している宿会におい

て，法案の細部についてまで議論し，重要な妥

協も試みている。したがって，与野党間での議

論に関しては，透明度が高く，極めて特異な立

法過程の事例といえる酬J(堂本暁子氏)。
fNPO法が特に市民団体を対象とする法案

であったために，市民田体が立法過程において

大きな役割を果たした。市民間体のメンバー

は，人的ネットワークや情報のネットワークを

活かし，法案の作成・審議に非常に深く関与し

た。この点は，従来「絶対反対Jだけを唱えて
きた市民間体のイメージを大きく変えるものと

図5

186) c' S， p. 3. 185)堂本，前掲蓄， pp.164-174. 
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たということです1間J(山間義典氏)。
f98年の第 142国通常属会で，ょうやく成

立をみた NPO法は，新進党が95年11丹 7

日に提出した議員立法がきっかけとなってい

る。これは政府立法でなく，与党提出の議員立

法をもとに，与野党の修正協議を取りこむかた

ちで成立した。ちなみに， NPO法の立法過程

は，議員立法のなかでも「初めてのケースjと

いわれるほど，与党案をたたき台に与野党議員

が実質的な議論をして，法律の中身を詰めてい

った。提出者や現場の委員会の理事に，政策判

断についてのかなりフリーハンドが与えられて

いたために，衆参の委員会での質疑は，活発で

内容の充実したものになった。政府立法の場

合，与党審査をパスし内閣法制局が審査した「完

壁なJ法案が，関会にあがってくる。そこで，
与野党議員は採決要員，野党議員は議論よりも

スケジュール闘争でポイントを稼ごうとしてき

た。委員会質疑が低調となったゆえんである。

その点で， NPO法の立法過程はずいぶん異な

る。各議員が，当事者意識をもって審議に臨ん

だのである。議員立法は，国会審議を活性化さ

せる可能性を秘めている。また，委員会という

公開の場で「台本なしの真剣勝負Jが繰り広げ
られたことは，政策がつくられるプロセスの透

明性が高かった証拠である酬J(西川伸一氏)。
このNPO法の立法・審議過程に関しては，

別の論者によって，次のような評価すべき点と

問題点が指摘されている。

まず評価すべき点として，次の 4点が上げ

られている。「第 lに， NPO法では，議題設

定，内容形式，意思決定のすべての過程におい

て，政党の仮uが，法律の対象者である市民国体

との間で，意見の交換や政策の調整を行い，市

民に開かれた立法過程を実現した点である。第

187)山間 (1999)，pp.157-168.執筆当時，山i珂義典氏
は臼本NPOセンターの常務理事・事務局長であっ

た.

188)西日i伸一(1999)，前掲重子， pp. 150-152. 

2に， NPO法案は，連立与党案，新進党案，

共産党案の 3つが並立して，委員会の議題と

なり，複数の選択肢を示すことによって，市民

団体の側に，政策案を選択する機会を与えたこ

とである。第 3に，政府立法の法案審議にお

いては，与野党の対立度が高まるにつれて，野

党が抵抗戦術を採り，結果的に，盟会の審議機

能が低下するという問題点があったの対して，

NPO法案の国会審議では，量的にも，その内

容においても，充実した審議が行われた点であ

る。第 4に， NPO法案の立法・審議過程では，

官僚主導の政府立法における起草者の意思に代

わって，国会議員自身の立法者の意思を明確に

した点である捌J。
一方，問題点として，次の 4点が上げられ

ている。「第 1に，先行して提出された新進党

案が，与党案の提出まで事実上，癌睡しにされ

た点である。

第 2に，衆参両院で，法案の実質的な内容

の修正が行われたが，理事会での修正協議は，

非公開とされ，また，修正案の審議も簡略化さ

れたため，政党潤の協議で，修正に至った経過

や過程の説明が十分でなかった点である。

第 3に， NPO法案が議員立法であったにも

かかわらず，政府提出法案と向様に，政党の規

律が強く，議員(委員)の行動が政党の決定に

拘束された点である。

第 4に，議員立法の補佐機構としての議院

法制局の「権威Jが，政党の立法意思よりも優
先した点である。NPO法案の法制化作業では，

衆議院法制局が，法制作業を担当し，議員の立

法補佐機関としての役割を来たした。また，政

党や議員が，議院法制局というリソースを効果

的に活用することで，政党の主導性を確保した

点は評価することができる。しかし，衆議院法

制局が，民法の公益法人制度等の法体系の整合

189)谷勝宏(1999).r議員立法の有効性の事例研究…
NPO法の立法過程を通して(2)j，r名城法学.1，49(1)， 
pp.1l2-117. 
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性の観点から， NPO法を民法の特別法に位置

付け，民法との棲み分けを図ることを求めるな

ど， NPO法の根幹部分を決定付けることにな

った点である酬J(谷勝宏氏)。

3 聾約

上述の松原氏の指摘にもあるように， NPO 

法制定の争点は， 21世紀の我が固における

ましい公共サービスの提供のあり方にあった。

その解答は，市民に広く関かれた立法過程を通

じて，我々の前に示されたのである。

本穏では， NPO法の立法過程を 6期に区分

し，主要な参加者である①政府(内閣・省庁)， 

②議員・国会，③市民団体の各期におけるそれ

ぞ、れの行動を詳述してきた。

最後に，会 6期の特離を示せば，それぞれ

次のようになる。

第 1期(議論の開始から阪神・淡路大震災

の発生前まで 1898. 7 -1994.12) 

各参加者が独立に，我が閣の非営利制度の不

備と変革の必要性を認識し，変革のための行動

のスタートを一斉に切ろうとしていた。

第 2期(腹神・淡路震災後から与党案の第

1次合意まで '95.1-' 95.12) 

震災を機に，ほとんど全ての参加者が一気に

登場しスタートした。当初，これら乱立した各

参加者間の調整は必ずしもうまく進展しなかっ

たが，次第にうまく調整されるようになっ

た則。

第 3期(与党案第 1次合意の破棄から第

2次合意まで '96.1一'96.9) 

村山内閣退陣と民主党結成にともなう与党

3党問のパワーバランスが変化する中で，参

加者とくに与党 3党の間で一定の合意がなさ

れた。

第 4期(与党案第 2次合意から民主党との

190)谷勝宏 (1999)，pp.119-128. 
191) 松原氏の講演・溜~.

調整を経て衆議読通過まで '96.1か-'97.6)

各参加者間の極めて複雑な駆引きが展開され

る中で，法人格付与法案が衆議院を通過した。

第 5期(参議院での修正と特定非営利活動

促進法の成立まで '97.7-'98.3) 

最終局面での新進党の反対という先行き不透

明な時機は存証したが，法人格付与法案の衆議

院の通過という現実を受けて，各参加者がゴー

ルに向けてひた走った。

第 6期(特定非営利活動促進法の公布から

優遇税制の成立まで '98.3 -2001. 3 ) 

特定非営利活動促進法の制定がNPO優遇税

制の制定に波及した。 NPO優遇税制の制定に

際して，各参加者は，特定非営利活動促進法の

制定の際と関ーの行動を展開した。

これら参加者の行動は，前稿の「政策の窓モ

デルJを改訂したモデルにもとづいて，次稿に
おいて詳継に分析される。

(付記)本稿は，王子成11年度一平成13年度a本学
術振興会科学研究費補助金，基盤研究B (課題番号

11430021)にもとづく研究成果の一部である。
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